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は じ め に

大崎市は，「すべての人が，その性別にかかわりなく一人の人間として大切にされ，

一人ひとりが個性豊かに生きることができる大崎市」を築くため，平成20年４月に

大崎市男女共同参画推進基本条例（以下，「条例」という。）を制定しました。

この条例に基づき，男女共同参画の推進に関し，総合的かつ計画的な施策の展開を

図るため，平成３１年３月に第３次大崎市男女共同参画推進基本計画（以下，「基本

計画」という。）を策定し「一人ひとりが一人の人間として大切にされる社会」の実

現を目指すこととしております。

また，基本計画の実現に向けて，市が取り組む事業を具体的・効率的に進めるため，

平成３１年３月に第３次大崎市男女共同参画推進基本計画アクションプラン（以下，

「アクションプラン」という。）を策定しました。

アクションプランは，基本計画で定めた７９の取組事業について，目指すべき施策

の方向に対する実績と課題を把握するため，実施状況の調査を毎年度行います。その

うち主要事業と位置づけた３１事業（実数２７事業）については，取り組みの達成度

を測るための成果指標や，施策を取り巻く状況を把握するための参考指標を設定して，

進捗状況の効率的な進行管理を行います。

アクションプランでは，取組事業ごとに事業推進課による自己検証と評価を行うと

ともに，庁内組織での内部検証や大崎市男女共同参画推進審議会による外部検証と評

価を行い，その結果を年次報告書として毎年度公表するとともに，次年度以降の取組

事業に反映させながら進行管理をしていきます。



目 次

第３次大崎市男女共同参画推進基本計画の体系 ………………………………… １

取組事業の事業概要 ………………………………………………………………… ４

１ アクションプランの基本的事項

（１） アクションプランの趣旨 ……………………………………………… ９

（２） アクションプランの期間 ……………………………………………… ９

（３） 検証・評価・推進体制 ………………………………………………… ９

２ 男女共同参画プロジェクトの基本的事項

（１） プロジェクトの趣旨 ……………………………………………………１１

（２） プロジェクトの期間 ……………………………………………………１１

（３） プロジェクトの実施体制 ………………………………………………１１

（４） 検証・評価・推進体制 …………………………………………………１１

３ アクションプランの進捗状況調査結果

（１） 事業推進課別集計表 ……………………………………………………１２

（２） 施策の方向別集計表 ……………………………………………………１３

（３） 数値目標達成状況一覧 …………………………………………………１６

（４） 取組事業の実施状況 ……………………………………………………１９

（５） アクションプラン個票

１．市民及び事業者の理解を深めるための施策 ………………………２６

２．学校教育及び社会教育において理解を深めるための施策 ………４６

３．性別による人権侵害に対する自立支援に関する施策 ……………６６

４．生涯に及ぶ性と生殖に関する健康と権利の保障に関する施策……８６

５．就業分野における男女共同参画の推進に関する施策 …………１０４

６．家庭生活における活動及び社会活動の両立支援に関する施策…１２０

７．男女共同参画の推進に関する調査及び研究 ……………………１３２

４ 大崎市男女共同参画推進審議会の意見

・令和４年度大崎市男女共同参画の推進に関する施策の実施状況の

事業評価について（答申） ……………………………………………１３６



1
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保障に関する施策

（５）

就業分野における

男女共同参画の推進に

関する施策

（６）

家庭生活における活動

及び社会活動の両立

支援に関する施策

（７）

男女共同参画の推進に

関する調査及び研究

１ 男女共同参画・人権尊重意識を醸成する

２ 女性の潜在能力開発・発揮のための支援を行う

３ 政策・方針決定過程への女性の参画・登用を促進する

１ 児童生徒への男女共同参画や人権尊重の理解を促進する

２ 学外関係者と連携した学習機会を提供する

３ 社会教育・生涯学習の分野での学習機会を提供する

１ 人権侵害に対する相談窓口と相談体制の充実を図る

２ ＤＶ被害者等の自立に向けた支援を行う

３ 関係機関の支援ネットワーク体制の充実を図る

４ ＤＶやさまざまな人権侵害の未然防止を図る

１ 「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」の概念の普及を図る

２ 女性のライフステージに応じた健康を支援する

３ 男女の生涯にわたる健康保持や健康増進を支援する

１ 均等な雇用機会と労働環境・条件整備の支援を行う

２ 農業・自営業へ従事する女性への支援を行う

３ 創業支援・新産業の創造支援を行う

４ 市職員のワーク・ライフ・バランスを推進する

１ 保育サービスや子育て支援の充実を図る

２ 子育てに関する相談体制の充実を図る

３ 子育て支援団体への支援を行う

４ 高齢者及び障がい者の介護支援・生活支援の充実を図る

１ 男女共同参画に関する現状を把握する

２ 男女共同参画推進基本計画の推進を図る

基本的施策 施 策 の 方 向
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３は女性活躍推進

計画

ＤＶ防止計画

女性活躍推進計画

女性活躍推進計画

取組事業

（次頁）



（施策の方向）

(1)～(79)　　　取組事業　　　　　　　　　※複数の施策への再掲事業あり 担当課

１　男女共同参画・人権尊重意識を醸成する

(1) 各種メディア等による男女共同参画推進意識の啓発　　【主要事業】 男女共同参画推進室

(2) 若い世代や男性に向けた啓発 男女共同参画推進室

２　女性の潜在能力開発・発揮のための支援を行う

(3) 女性コーディネーター養成講座「大崎塾」の実施　　【主要事業】 男女共同参画推進室

(4) 女性セミナーなど女性教育事業の実施　　（(19)再掲） 生涯学習課

(5) 女性団体との連携事業の実施 男女共同参画推進室

(6) 市消防団への女性団員加入促進と育成　　【主要事業】 防災安全課

３　政策・方針決定過程への女性の参画・登用を促進する

(7) 審議会等委員への女性登用の促進　　【主要事業】 男女共同参画推進室

(8) 女性人材リスト事業の実施 男女共同参画推進室

(9) 一日女性農業委員会の開催 農業委員会

(10) 女性職員のキャリア形成の促進　　【主要事業】（(58)再掲） 人財育成課

１　児童生徒への男女共同参画や人権尊重の理解を促進する

(11) 人権尊重や男女平等の意識を育てる教育の充実　　【主要事業】 学校教育課

(12) 学習指導要領に基づく生命と性に関する教育の充実 学校教育課

(13) 教職員・保護者等への男女共同参画に関する理解の促進 学校教育課

２　学外関係者と連携した学習機会を提供する

(14) 中高生を対象としたデートDV予防学習会の実施　　【主要事業】(（36再掲） 男女共同参画推進室

(15) 小中学生への生命と性に関する学習機会の提供　　【主要事業】（(41)再掲） 男女共同参画推進室

(16) 小中学校の児童生徒・保護者への健康教育　　　（(46)再掲） 健康推進課

(17) 学校保健委員会への参加　　　（(47)再掲） 健康推進課

３　社会教育・生涯学習の分野での学習機会を提供する

(18) 通学合宿など青少年の生活体験事業の実施　　【主要事業】 生涯学習課

(19) 女性セミナーなど女性教育事業の実施　　（(4)再掲） 生涯学習課

(20) 地域づくりリーダー養成講座の実施　　【主要事業】 生涯学習課

(21) 生涯学習出前講座実施メニューの充実 生涯学習課

１　人権侵害に対する相談窓口と相談体制の充実を図る

(22) 男女共同参画相談体制の充実　　【主要事業】 男女共同参画推進室

(23) フェミニストカウンセリングの実施 男女共同参画推進室

(24) 婦人保護相談体制の充実　　【主要事業】 子育て支援課

(25) 人権擁護委員連絡協議会と連携した相談・啓発活動の実施 社会福祉課

(26) 地域包括支援センターと連携した相談体制の充実　　【主要事業】（(73)再掲） 高齢障がい福祉課

(27) 相談窓口の周知と相談に関する情報提供 男女共同参画推進室

２　DV被害者等の自立に向けた支援を行う

(28) DV被害者の安全確保に関する支援　　【主要事業】 子育て支援課

(29) 一時避難体制の充実 男女共同参画推進室

(30) ひとり親家庭等への就労支援や制度の周知　　（(68)再掲） 子育て支援課

(31) 住民基本台帳の閲覧制限などDV被害者等情報の保護 市民課

(32) DV被害者等の市営住宅抽選優遇の措置 建築住宅課

３　関係機関の支援ネットワーク体制の充実を図る

(33) 庁内の各種相談窓口の連携の強化　　【主要事業】 男女共同参画推進室

(34) 庁内外の関係機関との連携の充実 子育て支援課

(35) 高齢者虐待防止等ネットワーク推進会議の実施 高齢障がい福祉課

４　DVやさまざまな人権侵害の未然防止を図る

(36) 中高生を対象としたデートDV予防学習会の実施　　【主要事業】(（14)再掲） 男女共同参画推進室

(37) 市民を対象としたDV予防研修会の実施 男女共同参画推進室

(38) 多様な性のあり方についての理解促進 男女共同参画推進室

(39) 大崎市メール配信サービスによる不審者情報提供 防災安全課
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１　「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」の概念の普及を図る

(40) 「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」の普及啓発活動の実施　　【主要事業】 男女共同参画推進室

(41) 小中学生への生命と性に関する学習機会の提供　　【主要事業】（(15)再掲） 男女共同参画推進室

２　女性のライフステージに応じた健康を支援する

(42) 妊産婦への訪問や育児相談など母子保健事業の実施　　【主要事業】 健康推進課

(43) 経済的な困窮者への助産施設入所の支援 子育て支援課

(44) 女性のがん検診受診の啓発　　【主要事業】 健康推進課

３　男女の生涯にわたる健康保持や健康増進を支援する

(45) 各種健康教育・健康増進教室の実施　　【主要事業】 健康推進課

(46) 小中学校の児童生徒・保護者への健康教育　　（(16)再掲） 健康推進課

(47) 学校保健委員会への参加　　（(17)再掲） 健康推進課

(48) 健康相談事業の実施 健康推進課

１　均等な雇用機会と労働環境・条件整備の支援を行う

(49) 男女均等な採用選考ルールやハラスメント対策などの周知 産業商工課

(50) ワーク・ライフ・バランス推進のための各種支援制度の普及　　【主要事業】 産業商工課

２　農業・自営業へ従事する女性への支援を行う

(51) 直売所団体等が行う活動への支援 観光交流課

(52) 農産加工クラブ開放講座への支援　　【主要事業】 農政企画課

(53) アグリビジネス創出事業等による6次産業化の推進 農政企画課

(54) 女性農業者等に対する研修会や交流会への参加促進 農政企画課

３　創業支援・新産業の創造支援を行う

(55) 潜在的労働力をＩＴ人材として育成するための支援 産業商工課

(56) 創業支援機関等と連携した起業支援　　【主要事業】 産業商工課

４　市職員のワーク・ライフ・バランスを推進する

(57) ワーク・ライフ・バランス推進に向けた職場環境づくり　　【主要事業】 人財育成課

(58) 女性職員のキャリア形成の促進　　【主要事業】（(10)再掲） 人財育成課

１　保育サービスや子育て支援の充実を図る

(59) 多様な保育サービスの提供　　【主要事業】 子育て支援課

(60) 一時預かり事業など各種特別保育事業の実施 子育て支援課

(61) 市立幼稚園での一時預かり事業の実施 学校教育課

(62) 私立幼稚園での一時預かり事業の支援 子育て支援課

(63) 放課後児童クラブの実施　　【主要事業】 子育て支援課

(64) ファミリーサポート事業の実施 子育て支援課

２　子育てに関する相談体制の充実を図る

(65) 家庭児童相談支援体制の充実 子育て支援課

(66) 要保護児童対策ネットワークの充実 子育て支援課

(67) 子育て支援センターでの育児相談や情報提供　　【主要事業】 子育て支援課

(68) ひとり親家庭等への就労支援や制度の周知　　（(30)再掲） 子育て支援課

３　子育て支援団体への支援を行う

(69) 子育て支援サークルの育成とネットワークへの支援 子育て支援課

(70) 学童保育運営団体への支援 子育て支援課

４　高齢者及び障がい者の介護支援・生活支援の充実を図る

(71) 介護予防サービスや介護サービスの充実 高齢障がい福祉課

(72) 生活支援サービスの充実 高齢障がい福祉課

(73) 地域包括支援センターと連携した相談体制の充実　　【主要事業】（(26)再掲） 高齢障がい福祉課

(74) 障害福祉サービスや障がい児支援の充実 高齢障がい福祉課

１　男女共同参画に関する現状を把握する

(75) 男女共同参画推進の現状についての各種調査と情報収集 男女共同参画推進室

(76) 男女共同参画推進についての研究 男女共同参画推進室

２　男女共同参画推進基本計画の推進を図る

(77) 第３次男女共同参画推進基本計画の進行管理 男女共同参画推進室

(78) 基本計画の取組事業進捗状況の評価・検証 男女共同参画推進室

(79) 男女共同参画プロジェクトの推進　　【主要事業】 男女共同参画推進室
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取組事業の事業概要
基本的
施策

主要
事業

事業
番号

取組事業名 事業概要　（具体的な取組内容） 事業推進課

○(1)
各種メディア等による男女
共同参画推進意識の啓発

①各種メディアによる情報発信
②学習会やイベント等の開催
③啓発用品・資料配布による周知

男女共同参画推
進室

(2)
若い世代や男性に向けた啓
発

性別による役割分担意識の解消や，長時間労働の抑制などの働き
方について，若い世代や男性の立場・視点から理解を深めるよう
情報発信や啓発を行う。 

男女共同参画推
進室

○(3)
女性コーディネーター養成
講座「大崎塾」の実施

①講座の実施
②講座参加者の活動促進

男女共同参画推
進室

(4)
女性セミナーなど女性教育
事業の実施（(19)再掲）

女性としての知識と教養を高めること，また，参加者同士の交流
を図るとともに，心豊かな生きがいのある生活に寄与するため，
毎年，テーマをもって各種女性セミナーの充実を図る。

生涯学習課

(5)
女性団体との連携事業の実
施

女性団体に情報提供を行い，団体活動の活発化を支援する。女性
団体に向けた各種情報提供のほか，女性団体と連携して市民に対
する啓発活動を行う。女性団体と市長との懇談会の場を支援す
る。

男女共同参画推
進室

○(6)
市消防団への女性団員加入
促進と育成

①女性団員が活躍できる場の提供
②広報誌，ウェブサイトへの掲載，啓発用品配布による周知

防災安全課

○(7)
審議会等委員の女性登用促
進

市の審議会等委員の選任について，男女比率に配慮した構成とな
るよう公募委員の追加や資格要件の緩和を検討するなど，積極的
改善措置を講じるよう改選時期前に各課に働きかける。

男女共同参画推
進室

(8) 女性人材リスト事業の実施
市の審議会委員や，研修会・講座の講師として活動を希望する女
性を各課へ紹介する体制として，女性人材リストを整備する。

男女共同参画推
進室

(9) 一日女性農業委員会の開催

魅力ある農業や地域づくりのため活動されている女性の方々と，
将来の農村社会の担い手候補である，農業系の学科のある高等学
校の女子生徒を一日女性農業委員に委嘱し，本市農業振興に向け
た意見をいただくことを目的に，一日女性農業委員会を開催す
る。

農業委員会

○(10)
女性職員のキャリア形成の
促進（(58)再掲）

①キャリア形成支援
②能力適性を重視した女性職員の管理職への登用

人財育成課

○(11)
人権尊重や男女平等の意識
を育てる教育の充実

①道徳科において小学校では「相互理解」「公正・公平」，中学
校では「相互理解」「社会参画」「集団生活の充実」などの価値
項目を重視し，人と人との関わり方や，個人の悩みに関する意識
調査を各学校で実施する。
②男女共同参画に関し，学外関係者と連携した授業やPTA研修
会を各学校で実施する。

学校教育課

(12)
学習指導要領に基づく生命
と性に関する教育の充実

小・中学校の児童や生徒に生命と性に関する学習の実施を支援す
る。

学校教育課

(13)
教職員・保護者等への男女
共同参画に関する理解の促
進

個々人の得意分野をより発揮できるよう職務上の分掌(ＰＴＡの
分担)を割り振っていく。また，チームを組んで互いの良さに気
付けるようにしていく。

学校教育課

○(14)
中高生を対象としたデート
DV予防学習会の実施（(36)
再掲）

①市内中学校：各中学校が実施する学習会への講師派遣と情報提
供
②市内高等学校：県主催のデートＤＶ防止講座への応募促進と情
報提供
③中高生を取り巻く関係者への理解促進
④生徒アンケートの実施・集計・分析

男女共同参画推
進室

○(15)
小中学生への生命と性に関
する学習機会の提供（(41)
再掲）

関係機関と連携し，小学生・中学生を対象に「リプロダクティブ・ヘルス/ライツ」に関する学習
の機会を提供する。中学生については，デートＤＶ予防学習会（事業番号14）の中で，性・生命
の大切さを中心とした内容も取り入れ実施し，小学生については，学習内容，学習機会の提供方
法も含め検討していく。
【令和3年度追記】「生命(いのち)の安全教育」の強化
　文部科学省・内閣府作成「生命の安全教育」教材等を活用した児童への指導・取り組みへの支
援・調査を行う。

男女共同参画推
進室

(16)
小中学校の児童生徒・保護
者への健康教育（(46)再
掲）

学校や教育委員会と連携し，健全な母性・父性の育成を目的に思
春期への健康教育を行う。
健康教育を実施し，思春期における体や心の変化や妊娠・出産に
ついて理解を深める。

健康推進課

(17)
学校保 健委 員会へ の参 加
（(47)再掲）

学校保健委員会に対し積極的な参加要請があり，その場面を活用
し，健康づくりに関しての啓発を実施する。

健康推進課

施策の方向１　男女共同参画・人権尊重意識を醸成する

施策の方向２　女性の潜在能力開発・発揮のための支援を行う

施策の方向３　政策・方針決定過程への女性の参画・登用を促進する

施策の方向１　児童生徒への男女共同参画や人権尊重の理解を促進する

施策の方向２　学外関係者と連携した学習機会を提供する

（
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基本的
施策

主要
事業

事業
番号

取組事業名 事業概要　（具体的な取組内容） 事業推進課

○(18)
通学合宿など青少年の生活
体験事業の実施

①松山地域「合宿通学」3泊4日／松山体育研修センター
②鹿島台地域「チャレンジスクール」3泊4日／鹿島台学童農園
③田尻地域「ロマンスクール」3泊4日／ロマン館

生涯学習課

(19)
女性セミナーなど女性教育
事業の実施（(4)再掲）

（(4)再掲） 生涯学習課

○(20)
地域づくりリーダー養成講
座の実施

公民館職員や地域づくり委員会役員等の研修会や講習会を通じて
話し合いの場づくりの工夫，公民館の地域運営に関するノウハウ
やコミュニケーション及びプレゼンテーション能力を高め，持続
可能な地域運営に関する手法を学習する。研修内容については各
地域の実情を考慮し，研修対象者のレベルに対応した研修会を毎
年内容を検討し開催する。

生涯学習課

(21)
生涯学 習出 前講座 実施 メ
ニューの充実

行政の取り組みや情報，学習資源を出前講座として実施している
が，市民の多様化・高度化するニーズに対応した実施メニューを
提供する。

生涯学習課

○(22)
男女共同参画相談体制の充
実

①男女共同参画相談室「Withおおさき」を設置し，常設相談室
による電話，面接相談を実施する。
②相談員のスキルアップを図るため，県・関係団体等主催の研修
等へ参加し，知識や技術，情報を取得し，相談対応力を向上させ
る。

男女共同参画推
進室

(23)
フェミニストカウンセリン
グの実施

相談室において，専門のカウンセラーによるフェミニストカウン
セリングを月2回実施する。

男女共同参画推
進室

○(24) 婦人保護相談体制の充実

①さまざまな困難事例に対応できるよう，研修に多く参加し，相
談員のスキルアップを図る。
②婦人保護に関する関係機関と情報共有しながら，支援体制を構
築する。

子育て支援課

(25)
人権擁護委員連絡協議会と
連携した相談・啓発活動の
実施

人権擁護委員連絡協議会の定例相談において，差別や虐待，パ
ワーハラスメントなど，様々な人権問題についての相談を実施す
る。「人権週間」と定められた週には，有機的，総合的に啓発活
動を行う。

社会福祉課

○(26)
地域包括支援センターと連携
した相談体制の充実（(73)再
掲）

①相談体制の充実
②地域包括支援センターとの連携強化

高齢障がい福祉
課

(27)
相談窓口の周知と相談に関
する情報提供

リーフレット，啓発用品等を作成配布し相談室の周知を図る。相
談室のウェブサイトを活用し，相談に関する情報を提供する。

男女共同参画推
進室

○(28)
DV被害者の安全確保に関
する支援

相談内容により一時保護が必要な場合には宮城県女性センター等
へ入所措置をする。関係機関（保護施設，警察等）と連携し，加
害者から遠ざけ危害が及ばないように安全を確保するとともに，
被害者の自立に向けたサポートを行う。

子育て支援課

(29) 一時避難体制の充実
DV等により心身に危害を加えられた女性等が，一時的に避難す
る意思を有する場合に，NPO等と連携を図りながら，支援する
体制及び施設を充実する。

男女共同参画推
進室

(30)
ひとり親家庭等への就労支
援や制度の周知（(68)再
掲）

母子父子自立支援員による生活・就業相談等を実施し，ひとり親
家庭に必要な情報の提供を図る。

子育て支援課

(31)
住民基本台帳の閲覧制限な
どDV被害者等情報の保護

DV等被害者の方を保護するため，住民基本台帳の一部の写しの
閲覧（住民基本台帳法（以下「法」という。）第11条，第11条
の2），住民票の写し等の交付（法第12条，第12条の2，第12
条の3）及び戸籍の附票の写しの交付（法第20条）について，
不当な目的により利用されることを防止する。

市民課

(32)
DV被害者等の市営住宅抽
選優遇の措置

配偶者からの暴力被害者について，市営住宅入居の際の抽選優遇
を行う。

建築住宅課

施策の方向３　社会教育・生涯学習の分野での学習機会を提供する

施策の方向１　人権侵害に対する相談窓口と相談体制の充実を図る

施策の方向２　DV被害者等の自立に向けた支援を行う

（
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基本的
施策

主要
事業

事業
番号

取組事業名 事業概要　（具体的な取組内容） 事業推進課

○(33)
庁内の各種相談窓口の連携
の強化

ＤＶ対策庁内ネットワーク会議を開催し，市役所内の関係課が共
通認識を持って情報を共有し，常に連携できる体制を備える。
（研修会，定例会議）

男女共同参画推
進室

(34)
庁内外の関係機関との連携
の充実

警察署，児童相談所，市関係機関との連絡を密にし，ＤＶ被害者
に寄り添い支援を行う。離婚を望んでいる場合は女性センター
が，望んでいない場合は市が支援を行う。子供がいる，あるいは
借金がある場合は児童相談所，市政情報課と連携を図る。
要保護児童対策地域協議会における実務者会議，個別支援会議等
を開催し，また児童相談所，主任児童委員との情報交換を行い，
子ども虐待防止対策を行う。

子育て支援課

(35)
高齢者 虐待 防止等 ネッ ト
ワーク推進会議の実施

高齢者虐待防止ネットワーク会議を開催し，関係機関等との連携
を強化する。
高齢者の権利擁護に関する機関や団体と連携し，相談体制の充実
を図る。
相談数と対応状況の分析を行い，虐待の現状と今後の方針につい
て検討する。

高齢障がい福祉
課

（○） (36)
中高生を対象としたデート
DV予防学習会の実施（(14)
再掲）

（(14)再掲）
男女共同参画推
進室

(37)
市民を対象としたDV予防
研修会の実施

市民または民生・児童委員等の支援者を対象にDV予防研修会を
実施する。

男女共同参画推
進室

(38)
多様な性のあり方について
の理解促進

多様な性のあり方について，市民の理解を深め，当事者にとって
も暮らしやすい大崎市をめざし，情報発信や普及啓発を行う。 

男女共同参画推
進室

(39)
大崎市メール配信サービス
による不審者情報提供

警察・教育委員会等からの情報提供を受け，メール配信サービス
の登録者宛てに，不審者の情報提供を行い，注意喚起を行う。

防災安全課

○(40)
「リプロダクティブ・ヘル
ス／ライツ」の普及啓発活
動の実施

①庁内推進委員会等で「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」
（性と生殖に関する健康・権利）について学習会を開催する。
②関係機関と連携し，「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」に
ついて情報を収集し，啓発を行う。

男女共同参画推
進室

（○） (41)
小中学生への生命と性に関
する学習機会の提供（(15)
再掲）

（(15)再掲）
男女共同参画推
進室

○(42)
妊産婦への訪問や育児相談
など母子保健事業の実施

①母子健康手帳交付と交付時の健康相談
②パパママ講座・プレママ料理教室の実施
③妊産婦・新生児訪問指導
④離乳食教室・育児相談事業
⑤母親の心の健康支援事業

健康推進課

(43)
経済的な困窮者への助産施
設入所の支援

異常分娩の恐れ，妊娠中の胎児又は母体に異常があるとき，環境
的に安全分娩が認められないときに助産制度を利用し安全な分娩
を支援する。

子育て支援課

○(44) 女性のがん検診受診の啓発

①がん検診推進事業において，特定の年齢の人に検診のお知らせ
と受診票のほかに，無料クーポン券，検診手帳を配布する。
②受診者を増やすために，申し込みの呼びかけのチラシを作成
し，保健推進員等の協力をもらい全世帯への配布や声がけを行
う。
③精密検査に該当した人については，精密検査受診を促し，疾病
の早期発見・早期治療につなげる。

健康推進課

○(45)
各種健康教育・健康増進教
室の実施

①健康増進教室
②地区健康教室
③健康手帳作成事業

健康推進課

(46)
小中学校の児童生徒・保護
者への健康教育（(16)再
掲）

（(16)再掲） 健康推進課

(47)
学校保 健委 員会へ の参 加
（(17)再掲）

（(17)再掲） 健康推進課

(48) 健康相談事業の実施
心身の健康に関する個別の相談に応じ，必要な指導・助言を行い
家庭における健康管理ができるよう地区健康相談，生活習慣相談
を実施する。

健康推進課

施策の方向３　関係機関の支援ネットワーク体制の充実を図る

施策の方向４　DVやさまざまな人権侵害の未然防止を図る

施策の方向１　「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」の概念の普及を図る

施策の方向２　女性のライフステージに応じた健康を支援する

施策の方向３　男女の生涯にわたる健康保持や健康増進を支援する

（
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基本的
施策

主要
事業

事業
番号

取組事業名 事業概要　（具体的な取組内容） 事業推進課

(49)
男女均等な採用選考ルール
やハラスメント対策などの
周知

①事業主へのチラシ配布等情報提供
　市内の各事業主に対し，セクハラ防止のチラシを配布し，男女
の違いを考慮したきめ細やかな雇用対策を支援する。
②採用等の格差是正についての周知
　企業訪問時に関係法令などを周知し，採用等の格差是正につい
て働きかけを行う。
③会議等開催時の周知
　未来産業創造おおさきや大崎市工業会等の地域の企業の代表が
一堂に会する総会時等において，チラシ等による情報提供を実施
する。

産業商工課

○(50)
ワーク・ライフ・バランス
推進のための各種支援制度
の普及

①企業等におけるワーク・ライフ・バランス推進に向けた取組の
啓発・促進
②広報，ウェブサイトによる周知

産業商工課

(51)
直売所団体等が行う活動へ
の支援

イベント開催等での直売所開設場所など支援を行う。 観光交流課

○(52)
農産加工クラブ開放講座へ
の支援

大崎市内の一般市民を対象に農産加工技術の普及や，農産物を加
工することの喜びを感じ，伝統的な食品加工技術である「もち料
理」や「味噌」などの発酵食などの食文化を指導・伝承するため
開放講座の運営や場所の提供等を支援する。

農政企画課

(53)
アグリビジネス創出事業等
による6次産業化の推進

米や野菜の一次産品への付加価値を創出する中小規模の農産加工
や農産物直売所，農家レストラン等の施設整備を支援し，アグリ
ビジネスの創出と６次産業化をすすめる。

農政企画課

(54)
女性農業者等に対する研修
会や交流会への参加促進

女性農業者の参加を呼びかけ，女性同士のつながりや意識の向上
につなげる。

農政企画課

(55)
潜在的労働力をＩＴ人材と
して育成するための支援

市民向けＩＴセミナーを開催し，主に育児などの事情で就労意欲
があるにもかかわらず就労できない方に対して，テレワーク等の
「新しい働き方」を周知啓発し，ＩＴ人材として育成する。ま
た，育成されたＩＴ人材を人手不足に悩む地場産業とマッチング
させる体制を構築する。

産業商工課

○(56)
創業支援機関等と連携した
起業支援

「おおさきコワーキングスペース alata（アラタ）」を設置。円
滑な運営による交流の場・拠点づくりを推進しながら，創業支援
機関である商工会議所・商工会及び金融機関等と連携し，起業支
援体制を強化する。

産業商工課

○(57)
ワーク・ライフ・バランス
推進に向けた職場環境づく
り

①時間外勤務の縮減，年次有給休暇の取得推進
②男性職員の育児休業，特別休暇の取得促進

人財育成課

（○） (58)
女性職員のキャリア形成の
促進（(10)再掲）

（(10)再掲） 人財育成課

○(59) 多様な保育サービスの提供

①公立保育所・私立保育所・認定こども園・地域型保育施設に
て，通常保育，障がい児保育，病児保育，病後児保育，アレル
ギー除去食の提供を実施。
②延長保育事業の実施

子育て支援課

(60)
一時預かり事業など各種特
別保育事業の実施

待機児童の解消に努め，特別保育事業（一時預かり保育），保育
サービス等の充実を行う 。一時預かり事業・緊急・一時的に預
かり保育が必要となった児童に対して，保護者に代わって保育す
る事業を実施する。

子育て支援課

(61)
市立幼稚園での一時預かり
事業の実施

緊急一時的に預かり保育が必要となった園児に対して，保護者に
代わって保育を行う。

学校教育課

(62)
私立幼稚園での一時預かり
事業の支援

県の確認を受けた私立幼稚園や認定こども園の幼稚園部門におい
て，教育時間後や長期休業日に保護者に代わり児童を預かる事業
の支援を行う。

子育て支援課

○(63) 放課後児童クラブの実施
放課後に留守家庭となる児童を対象に，適切な遊びと生活の場を
提供し，家庭にかわる安全で安心な居場所として実施する。

子育て支援課

(64)
ファミリーサポート事業の
実施

「子育ての手伝いを依頼する会員」「子育ての手伝いを提供でき
る会員」が相互援助活動を提供する会員登録制の事業を実施す
る。

子育て支援課

施策の方向１　均等な雇用機会と労働環境・条件整備の支援を行う

施策の方向２　農業・自営業へ従事する女性への支援を行う

施策の方向３　創業支援・新産業の創造支援を行う

施策の方向４　市職員のワーク・ライフ・バランスを推進する

施策の方向１　保育サービスや子育て支援の充実を図る

（
５
）
就
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基本的
施策

主要
事業

事業
番号

取組事業名 事業概要　（具体的な取組内容） 事業推進課

(65)
家庭児童相談支援体制の充
実

家庭児童相談員による児童の養育に関する問題，悩み等の相談に
応じて適切な助言指導を行う。

子育て支援課

(66)
要保護児童対策ネットワー
クの充実

要保護児童対策地域協議会において実務者会議等を開催する。児
童相談所，主任児童委員との情報交換を行い児童虐待防止に努め
る。

子育て支援課

○(67)
子育て支援センターでの育
児相談や情報提供

①各子育て支援センター（7地域）相談受付
②子育て親子の交流の場の提供

子育て支援課

(68)
ひとり親家庭等への就労支
援や制度の周知（(30)再
掲）

（(30)再掲） 子育て支援課

(69)
子育て支援サークルの育成
とネットワークへの支援

①子育てネットワークの支援として，新たなサークル立ち上げの
協力や，入会希望者の仲介等行う。ネットワーク会議を開催す
る。
②子育てサークルへの支援として，ホームページ上や紙媒体での
各サークル紹介の場を提供する。

子育て支援課

(70) 学童保育運営団体への支援
市内の小学校に在学する「留守家庭児童」等を対象とした放課後
児童健全育成事業を実施する。

子育て支援課

(71)
介護予 防サ ービス や介 護
サービスの充実

高齢者が自ら介護予防活動に参加し，介護予防に向けた取組が主
体的に実施される地域社会の構築を目指し，介護予防の知識の普
及啓発や高齢者の集いなどの取組みを育成，支援する。また，介
護を必要とする高齢者が可能な限り在宅での生活ができるよう
に，日常生活圏域における介護サービス基盤の整備状況を踏まえ
ながら，居宅サービスの充実を図る。

高齢障がい福祉
課

(72) 生活支援サービスの充実
高齢者が住み慣れた地域において，いつまでも安心して生活を継
続することができるよう生活支援サービスの充実を図り，高齢者
とその家族の日常生活の継続を支援する。

高齢障がい福祉
課

（○） (73)
地域包括支援センターと連携
した相談体制の充実（(26)再
掲）

（(26)再掲）
高齢障がい福祉
課

(74)
障害福祉サービスや障がい
児支援の充実

障がい者や障がい児が，日常生活又は社会生活を営むことができ
るよう，必要な障害福祉サービスに係る給付，地域生活支援事業
その他の支援を総合的に行う。

高齢障がい福祉
課

(75)
男女共同参画推進の現状に
ついての各種調査と情報収
集

国・県等の依頼による各種調査を実施し，調査結果等情報取集を
図る。

男女共同参画推
進室

(76)
男女共同参画推進について
の研究

国・県・他の市町村等の取組状況等を調査しながら情報取集を図
り，取り組むべき事業について研究する。

男女共同参画推
進室

(77)
第３次男女共同参画推進基
本計画の進行管理

市民意識調査等により，市民意識の変化を見極めながら施策展開
のための研究を行い，必要に応じて計画の見直し，改正を行う。

男女共同参画推
進室

(78)
基本計画の取組み事業進捗
状況の評価・検証

取組み事業（アクションプラン）の進捗状況を庁内推進委員会で
調査・検討し，庁内推進本部にて内容を協議，その後審議会へ諮
問し審議することにより，進捗調査による事業管理を行う。

男女共同参画推
進室

○(79)
男女共同参画プロジェクト
の推進　

プロジェクト・チームを設置し，関係課の連携のもとで具体的な
実践項目の調査・研究及び企画・立案を行い，事業を実践する。
【生命を守るプロジェクト（継続プロジェクト】
【宝をつなぐプロジェクト（新規プロジェクト】

男女共同参画推
進室

計 27 事業

施策の方向２　子育てに関する相談体制の充実を図る

施策の方向３　子育て支援団体への支援を行う

施策の方向４　高齢者及び障がい者の介護支援・生活支援の充実を図る

施策の方向１　男女共同参画に関する現状を把握する

施策の方向２　男女共同参画推進基本計画の推進を図る

主　要　事　業

（
６
）
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１ アクションプランの基本的事項

（１） アクションプランの趣旨

このアクションプランは，平成31年 3月に策定した第３次大崎市男女共同参画推進

基本計画（以下「本計画」という。）に基づき，一人ひとりが一人の人間として大切にさ

れる社会「男女共同参画社会」の実現に向けて，市が取り組む事業を具体的・効率的に進

めるためのプランです。

本計画で定めた79の取組事業は，目指すべき施策の方向に対する実績と課題を把握す

るため，実施状況について毎年度調査を行います。そのうち主要事業と位置づけた31事

業（実数27事業）については，計画期間中のアクションプラン個票を作成し，数値目標

として取組の達成度を測るための成果指標や，施策を取り巻く状況を把握するための参考

指標を設定して，進捗状況の効率的な進行管理を行います。

（２） アクションプランの期間

本計画の期間と同様に，令和元（2019）年度から令和5（2023）年度までの５年間

とします。取組事業の具体的な内容やアクションプラン個票で設定した数値目標などにつ

いては，本計画の中間年に状況確認を行い，社会情勢や法制度の変更，国・県の動向など

に応じて必要な見直しを行うことにしており，令和2年度の実績や各計画等を踏まえ，8

事業の目標値等について令和3年度から見直しました。

（３） 検証・評価・推進体制

取組事業ごとに事業推進課による自己検証と評価を行うとともに，庁内組織での内部検

証や大崎市男女共同参画推進審議会による外部検証と評価を行います。その過程では，必

要に応じて事業推進課とヒアリングや意見交換の機会を設け，目標数値の達成度だけでは

測れない事業全体の実施状況や課題の把握に努めます。

なお，取組事業の検証・評価は基本的施策別に総合的に行うほか，主要事業については

個別に行い，その結果を年次報告書として毎年度公表するとともに，次年度以降の取組事

業に反映させながら進行管理をしていきます。

アクションプランの検証から公表の流れ

報告

諮問

意見
提案
答申

事業への意見反映

（
庁
内
推
進
委
員
会

）

調
査
・
検
討

（
庁
内
推
進
本
部

）

内
部
検
証
・
評
価

年
次
報
告
書
の
公
表

（
事
業
推
進
課

）

取
組
事
業
の
実
施
・

自
己
検
証
・
評
価

（
男
女
共
同
参
画
推
進
室

）

進
捗
状
況
の
把
握

（
審
議
会

）

外
部
検
証
・
評
価
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【大崎市男女共同参画推進審議会】（審議会）

市民，各種団体，学識経験者を構成員とする市の附属機関で，男女共同参画の推進

に関する計画その他重要事項を審議する第三者機関です。市長の諮問に応じ，施策の

実施状況やアクションプランの進捗状況の確認，検証・評価の妥当性を審議し，今後

の施策の推進について答申を行います。

【大崎市男女共同参画庁内推進本部】（庁内推進本部）

市の部長級の職員等で構成している組織で，男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策を総合的かつ円滑に推進するため，施策の企画及び推進，総合調整などについ

て協議します。事業推進課が実施した取組事業等について，庁内推進委員会が行った

調査・検討内容をもとに，審議会への諮問事項等について市の最終意思決定を行いま

す。

【大崎市男女共同参画庁内推進委員会】（庁内推進委員会）

市職員のうちから市長が任命する委員で構成する庁内推進本部内の組織で，庁内推

進本部の目的を達成するため，必要な事項について調査・検討をします。事業推進課

が作成した取組事業の実績と課題，アクションプラン個票の自己検証と評価について，

調査を行います。

【事務局】

審議会及び本部会議の庶務は，市民協働推進部まちづくり推進課男女共同参画推進室

において所掌し，庁内の関係課や関係機関との調整を行います。

（大崎市男女共同参画推進審議会） （施策の実施状況の事業評価について答申
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２ 男女共同参画プロジェクトの基本的事項

（１） プロジェクトの趣旨

男女共同参画プロジェクトは，男女共同参画の視点から２部門以上にわたる新たな行

政需要の解決を図るため，課の垣根を越えて横断的な事業を展開するものです。第２次基

本計画から実施しており，縦割り組織に捉われない多様な視点と立場から企画運営を行っ

ています。本計画では，２つのプロジェクトを掲げ，男女共同参画社会の実現に取り組み

ます。

生命を守るプロジェクト（継続プロジェクト）
いのち

第2次基本計画で行ったプロジェクトを継続し，取組事業として「中高生を対象と

したデートDV予防学習会」を中心に展開し，市民一人ひとりが暴力のない生命を大切

にする社会の実現に取り組みます。

事業推進課・・・男女共同参画推進室

主な関係課・・・学校教育課，各小中学校，健康推進課

宝をつなぐプロジェクト（新規プロジェクト）

大崎市の多様な才能をもった市民，市内の豊かな地域資源や地域の力を「宝」とし

て位置づけ，男女共同参画の視点でそれらの「宝」をつなぎ，市民一人ひとりがその持

てる力を発揮できるような場の提供に努めます。

事業推進課・・・男女共同参画推進室

（２） プロジェクトの期間

令和元（2019）年度から令和5（2023）年度までの５年間です。

プロジェクトの実践項目は，企画・立案から実践までの期間をおおむね１～2年程度と

し，市民ニーズや事業効果を勘案して内容を見直しながら，事業を実施していきます。

（３） プロジェクトの実施体制

大崎市男女共同参画庁内推進委員に，専門知識を有する職員を加えたプロジェクト・

チームを設置して行います。プロジェクトごとに具体的な実践項目の企画・立案を行い，

プロジェクト・チームは事業推進課や関係課とともに事業の実践に携わります。

（４） 検証・評価・推進体制

プロジェクトの検証・評価・推進体制は，実践項目の内容や期間に応じて，取組事業の

検証・評価・推進体制の手法に準じて行います。



（１）事業推進課別集計表

　基本的施策

　　１．市民及び事業者の理解を深めるための施策

　　２．学校教育及び社会教育において理解を深めるための施策

　　３．性別による人権侵害に対する自立支援に関する施策

　　４．生涯に及ぶ性と生殖に関する健康と権利の保障に関する施策

　　５．就業分野における男女共同参画の推進に関する政策

　　６．家庭生活における活動及び社会活動の両立支援に関する施策

　　７．男女共同参画の推進に関する調査及び研究

（単位：事業）

取
組
事
業

主
要
事
業

取
組
事
業

主
要
事
業

取
組
事
業

主
要
事
業

取
組
事
業

主
要
事
業

取
組
事
業

主
要
事
業

取
組
事
業

主
要
事
業

取
組
事
業

主
要
事
業

取
組
事
業

主
要
事
業

人財育成課 1 1 1 1 2 2

防災安全課 1 1 1 2 1

男女共同参画推進室 6 3 2 2 7 2 1 1 5 1 21 9

社会福祉課 1 1

子育て支援課 4 2 1 10 3 15 5

高齢障がい福祉課 2 1 3 5 1

健康推進課 2 4 3 6 3

市民課 1 1

農政企画課 3 1 3 1

産業商工課 4 2 4 2

観光交流課 1 1

建築住宅課 1 1

学校教育課 3 1 1 4 1

生涯学習課 1 3 2 4 2

農業委員会 1 1

合　計 10 5 10 5 17 5 6 4 9 4 14 3 5 1 71 27

３　アクションプランの進捗状況調査結果

　取組事業：７つの基本的施策ごとに目指す方向を明らかにして，具体的な取組事業により施
　　　　　　策を進めることとし毎年度事業の実績と課題を把握していきます。

　主要事業：主要な事業については，計画期間中のアクションプラン個票を作成し，進捗状況
　　　　　　の効率的な進行管理を行います。

基本的
施策１

基本的
施策２

基本的
施策３

基本的
施策４

基本的
施策５

基本的
施策６

基本的
施策７

合　計

※取組事業７９事業のうち８事業，主要事業３１事業のうち４事業は重複事業のため除く。

事業推進課
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　ア　配慮した項目の集計表

　　配慮した項目：事業の企画や実施にあたり男女共同参画の視点で配慮した項目（複数回答可）

　　　１　企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。

　　　２　男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）

　　　３　事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）

　　　４　男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。

　　　５　一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。

（単位：事業）

1 2 3 4 5

１　男女共同参画・人権尊重意識を醸成する 1 1 1 1 1

２　女性の潜在能力開発・発揮のための支援を行う 1 1 2

３　政策・方針決定過程への女性の参画・登用を促進する 1 2 1

小　計 2 2 3 3 3

１　児童生徒への男女共同参画や人権尊重の理解を促進する 1

２　学外関係者と連携した学習機会を提供する 2 2 2 2 2

３　社会教育・生涯学習の分野での学習機会を提供する 1 1 2

小　計 3 3 4 2 3

１　人権侵害に対する相談窓口と相談体制の充実を図る 2 2 3 3 2

２　ＤＶ被害者等の自立に向けた支援を行う 1

３　関係機関の支援ネットワーク体制の充実を図る 1 1

４　ＤＶやさまざまな人権侵害の未然防止を図る

小　計 2 2 4 5 2

１　「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」の概念の普及を図る 1 1 1 1 1

２　女性のライフステージに応じた健康を支援する 1 2 1

３　男女の生涯にわたる健康保持や健康増進を支援する 1 1

小　計 1 3 4 2 1

１　均等な雇用機会と労働環境・条件整備の支援を行う 1

２　農業・自営業へ従事する女性への支援を行う 1 1 1

３　創業支援・新産業の創造支援を行う 1 1

４　市職員のワーク・ライフ・バランスを推進する 1

小　計 2 1 2 2

１　保育サービスや子育て支援の充実を図る 2 1

２　子育てに関する相談体制の充実を図る 1

３　子育て支援団体への支援を行う

４　高齢者及び障がい者の介護支援・生活支援の充実を図る

小　計 3 1

１　男女共同参画に関する現状を把握する

２　男女共同参画推進基本計画の推進を図る 1 1 1 1 1

小　計 1 1 1 1

9 16 18 14 12

33% 59% 67% 52% 44%

（２）施策の方向別集計表

配慮した項目

合　計

配慮した項目の割合

基本的
施　策

施策の方向

基本的
施策１

基本的
施策２

基本的
施策３

基本的
施策４

基本的
施策５

基本的
施策６

基本的
施策７
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　イ　達成度の集計表

　　達成度：令和５年度の実績／令和５年度の目標値（どれか１つを選択）

　　　　　　※ただし審議会にて評価訂正のあった事業については，再評価をしたもの

　　　　　　　事業番号18，40，42，45，67

　　　Ａ　実施できた（１００％以上）

　　　Ｂ　ある程度実施できた（７０％以上）

　　　Ｃ　ほとんど実施できなかった

（単位：事業）

Ａ Ｂ Ｃ

１　男女共同参画・人権尊重意識を醸成する 1

２　女性の潜在能力開発・発揮のための支援を行う 1 1

３　政策・方針決定過程への女性の参画・登用を促進する 1 1

小　計 2 1 2

１　児童生徒への男女共同参画や人権尊重の理解を促進する 1

２　学外関係者と連携した学習機会を提供する 2

３　社会教育・生涯学習の分野での学習機会を提供する 1 1

小　計 4 1

１　人権侵害に対する相談窓口と相談体制の充実を図る 2 1

２　ＤＶ被害者等の自立に向けた支援を行う 1

３　関係機関の支援ネットワーク体制の充実を図る 1

４　ＤＶやさまざまな人権侵害の未然防止を図る

小　計 3 1 1

１　「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」の概念の普及を図る 1

２　女性のライフステージに応じた健康を支援する 1 1

３　男女の生涯にわたる健康保持や健康増進を支援する 1

小　計 2 2

１　均等な雇用機会と労働環境・条件整備の支援を行う 1

２　農業・自営業へ従事する女性への支援を行う 1

３　創業支援・新産業の創造支援を行う 1

４　市職員のワーク・ライフ・バランスを推進する 1

小　計 1 3

１　保育サービスや子育て支援の充実を図る 2

２　子育てに関する相談体制の充実を図る 1

３　子育て支援団体への支援を行う

４　高齢者及び障がい者の介護支援・生活支援の充実を図る

小　計 1 2

１　男女共同参画に関する現状を把握する

２　男女共同参画推進基本計画の推進を図る 1

小　計 1

13 10 4

48% 37% 15%

達成度

合　計

達成度の割合

基本的
施　策

施策の方向

基本的
施策１

基本的
施策２

基本的
施策３

基本的
施策４

基本的
施策５

基本的
施策６

基本的
施策７
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　ウ　進捗状況の集計表

　　進捗状況：施策の方向に掲げた事業の進捗状況（どれか１つを選択）

　　　　　　　※ただし審議会にて評価訂正のあった事業については，再評価をしたもの

　　　　　　　事業番号10，40，45，79

　　　ａ　進んだ

　　　ｂ　現状維持

　　　ｃ　全く進んでいない（後退した）

（単位：事業）

ａ ｂ ｃ

１　男女共同参画・人権尊重意識を醸成する 1

２　女性の潜在能力開発・発揮のための支援を行う 1 1

３　政策・方針決定過程への女性の参画・登用を促進する 1 1

小　計 1 2 2

１　児童生徒への男女共同参画や人権尊重の理解を促進する 1

２　学外関係者と連携した学習機会を提供する 1 1

３　社会教育・生涯学習の分野での学習機会を提供する 2

小　計 2 3

１　人権侵害に対する相談窓口と相談体制の充実を図る 1 2

２　ＤＶ被害者等の自立に向けた支援を行う 1

３　関係機関の支援ネットワーク体制の充実を図る 1

４　ＤＶやさまざまな人権侵害の未然防止を図る

小　計 1 4

１　「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」の概念の普及を図る 1

２　女性のライフステージに応じた健康を支援する 2

３　男女の生涯にわたる健康保持や健康増進を支援する 1

小　計 1 3

１　均等な雇用機会と労働環境・条件整備の支援を行う 1

２　農業・自営業へ従事する女性への支援を行う 1

３　創業支援・新産業の創造支援を行う 1

４　市職員のワーク・ライフ・バランスを推進する 1

小　計 3 1

１　保育サービスや子育て支援の充実を図る 1 1

２　子育てに関する相談体制の充実を図る 1

３　子育て支援団体への支援を行う

４　高齢者及び障がい者の介護支援・生活支援の充実を図る

小　計 2 1

１　男女共同参画に関する現状を把握する

２　男女共同参画推進基本計画の推進を図る 1

小　計 1

10 15 2

37% 56% 7%

進捗状況

合　計

進捗状況の割合

基本的
施　策

施策の方向

基本的
施策１

基本的
施策２

基本的
施策３

基本的
施策４

基本的
施策５

基本的
施策６

基本的
施策７

（№28　
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（３）数値目標達成状況一覧

　目標値：アクションプランに掲げる令和５年度目標値または予想値

　達成度：令和５年度の実績／令和５年度の目標値

施策の方向
事業
番号

数値化した項目
目標値

（予想値）
実　績 達成度

事　業
推進課

男女共同参画に関する啓発
事業回数

30回 30回 100%

男女共同参画に関する啓発
事業参加人数

2,000人 1,339人 66%

各種啓発用品・資料配布数 3,000枚 3,300枚 110%

大崎塾参加者数 30人 11人 36%

受講者の人材リスト登録者
数

5人 2人 40%

大崎市消防団女性団員数 24人 42人 175%

女性団員の活動回数 14回 14回 100%

ＰＲ活動実施数 7回 5回 71%

7
審議会等委員への女性の登
用率（地方自治法第203条
の3によるもの）

40% 27% 67%
男女共同参
画推進室

女性職員の各種研修参加率
（市役所一般行政職）

40% 32% 80%

管理職に占める女性の割合
（市長部局等）

18% 20% 111%

管理職に占める女性の割合
（市民病院）

31% 31% 100%

意識調査を実施した割合
（4回以上）

100% 100% 100%

外部関係者との連携事業の
実施割合

100% 100% 100%

デートＤＶ予防学習会開催
校数（市内中学校）

11校 11校 100%

デートＤＶ予防学習会開催
校数（市内高等学校）

4校 5校 125%

15
デートＤＶ（リプロ）予防
学習会開催校

5校 5校 100%

実施地域 2地域 2地域 100%

参加人数 60人 29人 48%

実施回数 4回 4回 100%

参加人数 100人 86人 86%

女性割合 30% 59% 197%

基本的
施　策

①男女共同参画・人
権尊重意識を醸成す
る

1
男女共同参
画推進室

②女性の潜在能力開
発・発揮のための支
援を行う

3
男女共同参
画推進室

6 防災安全課

③政策・方針決定過
程への女性の参画・
登用を促進する

10 人財育成課

①児童生徒への男女
共同参画や人権尊重
の理解を促進する

11 学校教育課

②学外関係者と連携
した学習機会を提供
する

14
男女共同参
画推進室

理
解
を
深
め
る
た
め
の
施
策

③社会教育・生涯学
習の分野での学習機
会を提供する

18
地域交流セ
ンター
基幹公民館

20
地域交流セ
ンター

１

市
民
及
び
事
業
者
の
理
解
を
深
め
る
た
め
の
施
策

２

学
校
教
育
及
び
社
会
教
育
に
お
い
て

16



施策の方向
事業
番号

数値化した項目
目標値

（予想値）
実　績 達成度

事　業
推進課

男女共同参画相談員数 2人 2人 100%

研修会への参加回数 10回 0回 0%

母子・父子自立支援員数
（兼婦人相談員）

2人 2人 100%

研修会参加回数 5回 8回 160%

総合相談受付件数
（地域包括延べ）

12,356件

高齢者虐待の受理会議数 53回

個別地域ケア会議件数
（地域包括延べ）

48回

関係機関連携回数 492回

一時保護件数 4件

③関係機関の支援
ネットワーク体制の
充実を図る

33 ネットワーク会議開催数 3回 1回 33%
男女共同参
画推進室

①「リプロダクティ
ブ・ヘルス／ライ
ツ」の概念の普及を
図る

40
リプロダクティブ・ヘルス
／ライツに関する学習会等
の開催数

2回 1回 50%
男女共同参
画推進室

妊娠11週以下での妊娠届出
率

95.0% 95.2% 100.2%

乳幼児家庭全戸訪問実施率 100.0% 99.1% 99.1%

乳がん検診受診率 30.0% 16.3% 54.3%

子宮頸がん検診受診率 25.0% 17.7% 70.8%

地区健康教室・健康増進教
室開催数

600回 532回 88%

地区健康教室・健康増進教
室参加人数

15,000人 8,112人 54%

基本的
施　策

22
男女共同参
画推進室

24
子育て支援
課

26
高齢障がい
福祉課

②ＤＶ被害者等の自
立に向けた支援を行
う

28
子育て支援
課

４

生
涯
に
及
ぶ
性
と
生
殖
に
関
す
る

健
康
と
権
利
の
保
障
に
関
す
る
施
策

②女性のライフス
テージに応じた健康
を支援する

42

健康推進課

44

③男女の生涯にわた
る健康保持や健康増
進を支援する

45 健康推進課

３

性
別
に
よ
る
人
権
侵
害
に
対
す
る
自
立
支
援
に
関
す
る
施
策

①人権侵害に対する
相談窓口と相談体制
の充実を図る
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施策の方向
事業
番号

数値化した項目
目標値

（予想値）
実　績 達成度

事　業
推進課

チラシ配布等の回数 2回 1回 50%

宮城県「女性のチカラを活
かす企業」の認証を受けた
市内事業者数

15社 29社 193%

農産加工クラブ開放講座開
催数

3回 3回 100%

農産加工クラブ開放講座参
加人数

90人 119人 132%

③創業支援・新産業
の創造支援を行う

56
創業支援機関等の支援を受
けた創業者数

25件 23件 92% 産業商工課

9%以内 8% 112%

8%以内 14% 57%

13日 14日 107%

8日 10日 125%

64% 800%

27% 337%

73% 64% 87%

76% 93% 122%

入所待機児童数
（4月1日現在）

0人 0人 100%

障がい児保育実施保育所数 18箇所 19箇所 105%

延長保育実施保育所数 37箇所 37ヶ所 100%

放課後児童クラブ登録者数 1,665人 1,696人 101%

放課後児童クラブ施設数 34箇所 34箇所 100%

放課後児童クラブ年間利用
児童数（延べ）

240,000人 244,647人 101%

センターだより発行回数 89回 88回 98%

サークル活動利用者数
（延べ）

6,500人 2,376人 36%

関
す
る
調
査
及
び
研
究

７

男
女
共
同
参
画
の
推
進
に

②男女共同参画推進
基本計画の推進を図
る

79
男女共同参画推進プロジェ
クトによる主な事業実施回
数

5回 2回 40%
男女共同参
画推進室

付記 　令和３年度以降，目標値を見直した事業：９事業

　事業番号　3・10・11・15・20・57・59・63・67

基本的
施　策

①均等な雇用機会と
労働環境・条件整備
の支援を行う

50 産業商工課

②農業・自営業へ従
事する女性への支援
を行う

52 農政企画課

①時間外勤務が1年間に240
時間を超える職員
上段：市長部局等
下段：市民病院

①年間の年次有給休暇取得
日数
上段：市長部局等
下段：市民病院

②男性の育児休業取得率
(令和元・２年度は市民病
院除く)

8%

②男性の配偶者出産休暇及
び育児参加のための休暇取
得率
上段：市長部局等
下段：市民病院

６

家
庭
生
活
に
お
け
る
活
動
及
び

①保育サービスや子
育て支援の充実を図
る

59

子育て支援
課

63

②子育てに関する相
談体制の充実を図る

67
子育て支援
課

５

就
業
分
野
に
お
け
る男
女
共
同
参
画
の
推
進
に
関
す
る
施
策

④市職員のワーク・
ライフ・バランスを
推進する

57

人財育成課

社
会
活
動
の
両
立
支
援
に
関
す
る
施
策

18



（4）取組事業の実施状況

基本的
施　策

事業
番号

事　　　業　　　名 次年度へ向けての課題・対応 事業推進課

(1)
【主要事業】
各種メディア等による男女共同参
画推進意識の啓発

－ 男女共同参画推進室

(2) 若い世代や男性に向けた啓発

男女共同参画社会の理念が認知
されるよう啓発方法を工夫し，若
い世代や男性を対象とした学習
会を企画・実施し広く情報発信を
していく。

男女共同参画推進室

(3)
【主要事業】
女性コーディネーター養成講座
「大崎塾」の実施

－ 男女共同参画推進室

(4)
女性セミナーなど女性教育事業
の実施（(19)再掲）

女性視点での学習ニーズの把握
に努め，仲間づくりを楽しみなが
ら学べる工夫をし，参加者の幅を
広げる。

生涯学習課

(5) 女性団体との連携事業の実施

女性団体への情報提供や，催事
等での啓発活動，市長との懇談
会等を継続して支援し，各団体の
ネットワークを活用しながら，広く
啓発活動を行う。事業のマンネリ
化と加入団体会員の高齢化が進
んでいることから，活動内容の見
直しを行う。

男女共同参画推進室

(6)
【主要事業】
市消防団への女性団員加入促進
と育成

－ 防災安全課

(7)
【主要事業】
審議会等委員の女性登用促進

－ 男女共同参画推進室

(8) 女性人材リスト事業の実施

講座や催事開催時に「女性人材
リスト」の周知を図り，引き続き女
性人材リストへの登録，活用に繋
げていく。

男女共同参画推進室

(9) 一日女性農業委員会の開催

平成20年度から実施しているが，
農業委員会の役割等も含め，興
味を持てるような旬な内容（テー
マ）を盛り込むなど，委嘱委員が
意見を出しやすい場の提供や手
法に努め，加えて，対象者を拡大
し幅広い意見を求める。

農業委員会

(10)
【主要事業】
女性職員のキャリア形成の促進
（(58)再掲）

－ 人財育成課

(11)
【主要事業】
人権尊重や男女平等の意識を育
てる教育の充実

－ 学校教育課

(12)
学習指導要領に基づく生命と性に
関する教育の充実

小・中・義務教育学校の児童生徒
に生命と性に関する学習の実施
を支援する。

学校教育課

(13)
教職員・保護者等への男女共同
参画に関する理解の促進

PTAの活動を活かし男女共同参
画の意識付けを促進できるよう，
啓発等を実施していく。

学校教育課

(14)
【主要事業】
中高生を対象としたデートDV予防
学習会の実施（(36)再掲）

－ 男女共同参画推進室

（４）取組事業の実施状況

事業実施結果または実績成果・参考指標等

　アクションプラン個票 26・27ページ参照

男女共同参画週間啓発事業として図書館に特設
コーナーを設置し，関連書籍の貸出や閲覧等を行
い，性別による役割分担意識の解消や働き方につ
いて啓発した。また，男性向けの研修会を企画した
が，講師の都合により中止となった。

　アクションプラン個票　28・29ページ参照

地域交流センターや各公民館において，女性の視
点を活かした暮らしに即した内容の事業を実施し
た。事業後も参加者同士の交流や地域活動につな
がるよう意識して事業展開を図っている。

連携事業として，古川まつりへ参加しピンクリボンパ
レード（ピンクリボン啓発活動）を実施。また，環境
フェアで女性団体連絡協議会の活動のPR，女性に
対する暴力をなくす運動週間の周知を行った。市長
との懇談会の場を調整し，女性団体の事務支援を
した。

　アクションプラン個票　30・31ページ参照

　アクションプラン個票　32・33ページ参照

平成30年度女性人材リスト登録者1名が審議会の
審議委員へ登用された。
令和5年度女性コーディネーター養成講座「大崎塾」
において，受講者OG（女性人材リスト登録者）を講
師として迎え，ワークショップを行った。令和5年度大
崎塾受講者2名が女性人材リストへ登録した。商工
会議所へも女性人材リスト登録への協力をお願いし
た。
農業や地域づくり活動をしている女性や担い手候補
である農業系学校の女子生徒，県農業大学校，大
学の女子学生を一日女性農業委員（32名）に委嘱
し，農業委員会の役割や農地行政などについて理
解を深めてもらうとともに，本市農業振興に向けた
女性の意見をいただく「一日女性農業委員会」を令
和5年7月4日及び11月6日に実施。提案意見は，市
への政策提案等に反映させている。

　アクションプラン個票　34・35ページ参照

　アクションプラン個票　36・37ページ参照

小・中学校の児童生徒には道徳教育のみならず,各
教科，学校行事等教育活動全体を通して，生命と性
に関する学習を実施した。

各事業や行事において，個人の得意分野や適性を
互いに尊重し，協働，協力した取組を行った。

　アクションプラン個票　38・39ページ参照

（
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（4）取組事業の実施状況

基本的
施　策

事業
番号

事　　　業　　　名 次年度へ向けての課題・対応 事業推進課事業実施結果または実績成果・参考指標等

(15)
【主要事業】
小中学生への生命と性に関する
学習機会の提供（(41)再掲）

－ 男女共同参画推進室

(16)
小中学校の児童生徒・保護者へ
の健康教育（(46)再掲）

他機関との連携を図りながら，学
校生活の中だけでは体験・経験
できないことを体験型で学び，生
命の大切さや将来の人間形成に
必要な父性・母性の育みに繋げ
る機会としたい。

健康推進課

(17)
学校保健委員会への参加（(47)再
掲）

学校保健委員会のへの参加を継
続。依頼のある学校へ出向き，子
ども・保護者の健康課題を情報
共有し健康課題への取り組みを
していく。

健康推進課

(18)
【主要事業】
通学合宿など青少年の生活体験
事業の実施

－ 生涯学習課

(19)
女性セミナーなど女性教育事業
の実施（(4)再掲）

－ 生涯学習課

(20)
【主要事業】
地域づくりリーダー養成講座の実
施

－ 生涯学習課

(21)
生涯学習出前講座実施メニュー
の充実

幅広く周知を図るとともに，各種
団体の協力，連携のもと，利用者
増加を図っていきたい。

生涯学習課

(22)
【主要事業】
男女共同参画相談体制の充実

－ 男女共同参画推進室

(23) フェミニストカウンセリングの実施

性別による人権侵害行為から相
談者を救済，生活再建の支援と，
女性が個性豊かに生き安心して
生活するための心理的・行動の
サポートを行うため，フェミニスト
カウンセリングを継続実施する。
また，「フェミニストカウンセリン
グ」の日程を広報紙へ掲載し周
知を図る。

男女共同参画推進室

(24)
【主要事業】
婦人保護相談体制の充実

－ 子育て支援課

(25)
人権擁護委員連絡協議会と連携
した相談・啓発活動の実施

周知や啓発方法を工夫し，女性
が相談しやすい環境が必要であ
る。

社会福祉課

(26)
【主要事業】
地域包括支援センターと連携した
相談体制の充実（(73)再掲）

－ 高齢障がい福祉課

(27)
相談窓口の周知と相談に関する
情報提供

広報やウェブサイトで二次元コー
ドやフォームなどを活用すること
により，情報へのアクセスのしや
すさを改善することに加え，記事
やサイトを見た人の行動変容に
つながる情報発信方法を工夫し，
必要とする相談支援が提供でき
るよう努める。

男女共同参画推進室

(28)
【主要事業】
DV被害者の安全確保に関する支
援

－ 子育て支援課

　アクションプラン個票　40・41ページ参照

鹿島台地域，鳴子地域で中学生を対象とした「生命
を考える会」「赤ちゃんふれあい体験事業」を開催で
きた。育児に関心を持つための体験，講話を通し，
自分の健康を保つことの大切さを感じ，親や家族の
サポートを受けて成長出来ていることへの感謝の気
持ちを持つことができた機会となった。

新型コロナウイルス感染拡大防止のため書面開催
の小学校もあったが，開催された学校には出向いて
情報共有場面を持つことができた。乳幼児健診で得
たデータをもとに資料を作成し，市の健康課題を共
有することができた。

　アクションプラン個票　42・43ページ参照

（(4)再掲）　20ページ参照

　アクションプラン個票　44・45ページ参照

令和5年度は全体で109件，2,272人に利用いただ
き，昨年度より件数，人数とも大幅に上回っている。
ジェンダー平等に関する講座は2件40人に受講いた
だいた。

　アクションプラン個票　46・47ページ参照

男女共同参画相談室「Withおおさき」において，月2
回専門カウンセラーによるフェミニストカウンセリン
グを実施し，年間24日間，36件の相談を受けた。
（新規3件，継続33件）

　アクションプラン個票　48・49ページ参照

古川人権擁護委員協議会男女共同参画委員会メン
バーが中心となり，古川秋祭りの開催に合わせて
「女性のためのなんでも相談in古川」を開催し1名の
相談に応じた。

　アクションプラン個票　50・51ページ参照

男女共同参画相談室「Withおおさき」の常設相談に
ついて，広報おおさきへ毎号掲載，専用ウェブサイ
トの運用，大崎市公式ウェブサイトへのリンクの掲
載に加え，若年層の利用者が多いSNSを活用し，X
（旧Twitter）による情報発信を実施。また，青年文
化祭において，啓発用品の配付，掲示物によるPR
を行った。

　アクションプラン個票　52・53ページ参照
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（4）取組事業の実施状況

基本的
施　策

事業
番号

事　　　業　　　名 次年度へ向けての課題・対応 事業推進課事業実施結果または実績成果・参考指標等

(29) 一時避難体制の充実

民間事業者と一時避難場所の協
定締結以降，協定内容の確認及
び見直しを行ってしていないこと
から，子育て支援担当者を交え
締結事業者との打合せを実施す
る。

男女共同参画推進室

(30)
ひとり親家庭等への就労支援や
制度の周知（(68)再掲）

ひとり親の自立したいという気持
ちを大切に，相談者本人の意思
や意向，現状を丁寧に聞き取り，
制度を理解していただきながら，
自立支援を推進していく。

子育て支援課

(31)
住民基本台帳の閲覧制限などDV
被害者等情報の保護

支援措置申出者の住所の取り扱
いについては、全庁にわたって細
心の注意が必要である。
そのため，機会をみて制度の趣
旨の啓発を図る。

市民課

(32)
DV被害者等の市営住宅抽選優
遇の措置

抽選の優遇については今後も継
続する。市営住宅の所在は公に
されていることもあり，身を隠すに
必ずしも適しているとは言えない
ものの，提供にあたっては，ソフト
面の支援を担当する関係課等と
緊急性を踏まえつつ連絡を取り
ながら相談を行っている。

建築住宅課

(33)
【主要事業】
庁内の各種相談窓口の連携の強
化

－ 男女共同参画推進室

(34)
庁内外の関係機関との連携の充
実

現在も庁内外問わず必要な関係
機関と連携を図りながら，それぞ
れの事例に対応している。引き続
き，対象者が抱える問題の解決
に向けて，関係機関が連携して
いく。

子育て支援課

(35)
高齢者虐待防止等ネットワーク推
進会議の実施

引き続き相談体制の充実を図り，
関係機関と連携しながら対応して
いく。

高齢障がい福祉課

(36)
【主要事業】
中高生を対象としたデートDV予防
学習会の実施（(14)再掲）

－ 男女共同参画推進室

(37)
市民を対象としたDV予防研修会
の実施

民生・児童委員等を対象とした
DV防止の研修会を計画的に開
催することで，地域におけるDV支
援の意識を広げるきっかけとす
る。

男女共同参画推進室

(38)
多様な性のあり方についての理
解促進

デートDV予防学習会に多様な性
の内容を継続して取り入れる。
LGBTQ支援団体との連携によ
り，情報収集や発信，学習機会な
どの啓発に取り組む。

男女共同参画推進室

(39)
大崎市メール配信サービスによる
不審者情報提供

引き続き情報提供があった際は
速やかに周知し，市民の安全・安
心の保護に努める。

防災安全課

(40)
【主要事業】
「リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツ」の普及啓発活動の実施

－ 男女共同参画推進室

(41)
【主要事業】
小中学生への生命と性に関する
学習機会の提供（(15)再掲）

－ 男女共同参画推進室

(42)
【主要事業】
妊産婦への訪問や育児相談など
母子保健事業の実施

－ 健康推進課

婦人保護担当である子育て支援課が，一時保護を
必要とする要支援者を県が管轄するシェルターへ
送致する体制のほか，民間事業者との協定により
一時避難場所を確保できる体制を確保している。令
和5年度は協定先利用実績はなかった。

ひとり親家庭に資格取得のための給付金制度の周
知等を行いながら就労支援を行った。また，必要
時，みやぎシゴトサポーター大崎と連携し就労支援
を行った。
高等職業訓練給付金受給者8名

住民基本台帳事務における支援措置に関する事務
取扱要綱により，「関係部署との連携」や「支援対象
者の情報管理」を明確にして，支援措置の取り組み
を強化している。

合併以来，当該抽選優遇措置については継続的に
行ってきているが，国土交通省住宅局長通知（平成
16年3月31日国住総第191号）の改正に伴い，DV被
害者の入居者資格及び抽選優遇資格について規
定している市営住宅条例施行規則の一部改正を令
和4年度に行い，DV被害者について入居者資格及
び抽選優遇資格を拡大した。

　アクションプラン個票　54・55ページ参照

相談内容の複雑化や困難事例が多く，庁内外の関
係機関と連携しながら対応していくことが不可欠で
ある。

高齢者虐待や権利擁護について，地域包括支援セ
ンター等と連携しながら速やかに当該高齢者の状
況を把握し，迅速な個別対応を行った。

（(14)再掲）　38・39ページ参照

民生・児童委員男女共同参画研修会の希望を募
り，川北地区27名，松山地区20名，鳴子地区33名，
田尻地区28名計108名が参加した。DV被害者が身
近に相談できる民生・児童委員にDVの知識を深め
てもらい，DVの早期発見，迅速な被害者支援につ
ながるよう実施した。
中学生を対象としたデートDV予防学習会において，
多様な性の内容を取り入れ啓発に努めている。ま
た，男女共同参画週間の際に，図書コーナーを設
置し，LGBTQ関連図書の展示・貸出を行った。加え
て，大崎市医師会附属高等看護学校の学生と一般
聴講者を対象とした講演会，庁内での新任職員研
修及び男女共同参画推進審議会研修会において，
LGBTQ当事者による講演会を実施し，多様な性へ
の在り方についての理解促進に努めた。

宮城県警察署から情報提供があった大崎市内で発
生した不審者情報等の事案について，メール配信
サービスを利用し市民へ周知を行っている。

　アクションプラン個票　56・57ページ参照

（(15)再掲）　40・41ページ参照

　アクションプラン個票　58・59ページ参照
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（4）取組事業の実施状況

基本的
施　策

事業
番号

事　　　業　　　名 次年度へ向けての課題・対応 事業推進課事業実施結果または実績成果・参考指標等

(43)
経済的な困窮者への助産施設入
所の支援

経済的な理由や，安全に出産す
ることができない妊婦等が，必要
な時に本制度を適切に活用でき
るよう，関係機関とは適時，情報
連携を図っていく。

子育て支援課

(44)
【主要事業】
女性のがん検診受診の啓発

－ 健康推進課

(45)
【主要事業】
各種健康教育・健康増進教室の
実施

－ 健康推進課

(46)
小中学校の児童生徒・保護者へ
の健康教育（(16)再掲）

－ 健康推進課

(47)
学校保健委員会への参加（(17)再
掲）

－ 健康推進課

(48) 健康相談事業の実施

引き続き，健康相談や個別相談
を継続し，個々の状況に合わせ
た形態での相談を引き続き実施
していく。

健康推進課

(49)
男女均等な採用選考ルールやハ
ラスメント対策などの周知

方法を工夫し，継続的な周知活
動を行う。

産業商工課

(50)
【主要事業】
ワーク・ライフ・バランス推進のた
めの各種支援制度の普及

－ 産業商工課

(51)
直売所団体等が行う活動への支
援

担い手の高齢化，固定化等に伴
い後継者育成が必要となってお
り，引き続き直売所団体における
継続した販売機会の提供に努め
ていく。

観光交流課

(52)
【主要事業】
農産加工クラブ開放講座への支
援

－ 農政企画課

(53)
アグリビジネス創出事業等による
6次産業化の推進

令和5年度より，アグリビジネス支
援については，交付対象者の要
件を大きく緩和しているが，実績
が少ない現状となっているため，
制度の周知を徹底し、男女を問
わず，事業の導入について推進
する。

農政企画課

(54)
女性農業者等に対する研修会や
交流会への参加促進

各研修会や交流会は，農業者に
とって必要な知識向上の場であ
るとともに，情報交換や相互研鑽
の場ともなっているので，積極的
に農業者が参加できるよう，開催
方法等の検討をしながら引き続
き，開催していく。

農政企画課

(55)
潜在的労働力をＩＴ人材として育成
するための支援

雇用機会の創出・働き方改革の
啓発を通じて潜在的労働力の掘
り起こしに努めていきたい。

産業商工課

(56)
【主要事業】
創業支援機関等と連携した起業
支援

－ 産業商工課

(57)
【主要事業】
ワーク・ライフ・バランス推進に向
けた職場環境づくり

－ 人財育成課

助産制度活用4名

　アクションプラン個票　60・61ページ参照

　アクションプラン個票　62・63ページ参照

（(16)再掲）　21ページ参照

（(17)再掲）　21ページ参照

公民館や集会所での地区健康教室開催時や「フ
ラッといしかいサロン」での健康相談，面接や電話
による個別相談に対応し，年間179回，2,470人に実
施した。
「かかりつけ医と連携した訪問健康相談事業」も実
施している。また，相談内容により関係機関につな
いだり継続した相談を実施した。

セミナーや企業説明会等，また，各関係窓口にチラ
シやリーフレットを配布し，周知を行った。

　アクションプラン個票　64・65ページ参照

各団体に対し，産直イベントなどの出店斡旋を積極
的に行い，農産物の生産・販売に関わる方々の販
売機会の提供に努めた。

　アクションプラン個票　66・67ページ参照

事業周知のため，広報おおさきへ2回掲載し，市内
の認定農業者，認定新規就農者に対して「アグリビ
ジネス創出事業チラシ」の配布を行った。
また，女性が主要メンバーである市内の農産加工
グループ等に対し，対面で事業PRを行った。
令和5年度においては1事業実施主体に対して，
68,000円の補助を行った、
大崎市農業（法人）セミナー（R6年1月23日）を2部構
成で開催し，第2部の講演「新技術で効率アップ！を
ねらう土地利用型作物栽培」では，東北農業研究セ
ンター 技術適用研究チーム長　古畑昌巳 氏を講師
に迎え，乾田直播技術の概要（コンセプト）･圃場管
理について講演を行っていただいた（参加農業者73
名うち女性農業者5名）。

地域の雇用安定化のため，新型コロナウィルス感
染症により影響を受けた事業者側への支援を行っ
たものの，潜在的な雇用の創出には至らなかった。

　アクションプラン個票　68・69ページ参照

　アクションプラン個票　70・71ページ参照

（
４

）
生
涯
に
及
ぶ
性
と
生
殖
に
関
す
る
健
康
と
権
利
の
保
障
に
関
す
る
施
策

（
５

）
就
業
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進
に
関
す
る
施
策
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（4）取組事業の実施状況

基本的
施　策

事業
番号

事　　　業　　　名 次年度へ向けての課題・対応 事業推進課事業実施結果または実績成果・参考指標等

（
５

）
就
業
分

野

に
お
け
る
男
女

共
同
参
画
の
推

進
に
関
す
る
施

策 (58)
【主要事業】
女性職員のキャリア形成の促進
（(10)再掲）

－ 人財育成課

(59)
【主要事業】
多様な保育サービスの提供

－ 子育て支援課

(60)
一時預かり事業など各種特別保
育事業の実施

引き続き，ニーズに応じて受け入
れ体制を整備し充足できるよう努
める。
延長保育は，全ての保育園で引
き続き実施して行く。

子育て支援課

(61)
市立幼稚園での一時預かり事業
の実施

一時預かりは，受け入れ体制を
整備し充足できるよう努める。

学校教育課

(62)
私立幼稚園での一時預かり事業
の支援

一時預かりは，受け入れ体制を
整備し充足できるよう努める。

子育て支援課

(63)
【主要事業】
放課後児童クラブの実施

－ 子育て支援課

(64) ファミリーサポート事業の実施

本事業のPR活動を実施，依頼会
員と提供会員の増加を目指す。
また，子育て支援の一貫を担う事
業の周知と活動増に努める。

子育て支援課

(65) 家庭児童相談支援体制の充実

相談内容は児童のことから，夫
婦関係や貧困，心身の不調な
ど，家庭内の複雑な状況が見え
てくることが多々あるため，対応
する相談員のスキルを一層高め
るとともに，適切に関係機関へつ
ないでいくことが必要。

子育て支援課

(66)
要保護児童対策ネットワークの充
実

要保護児童対策地域協議会構成
団体との一層の連携強化を図
り，市の要保護児童対策の方向
性を一致させ，情報共有や役割
分担を明確にしながら，要保護児
童の安全・安心を確保していく。

子育て支援課

(67)
【主要事業】
子育て支援センターでの育児相
談や情報提供

－ 子育て支援課

(68)
ひとり親家庭等への就労支援や
制度の周知（(30)再掲）

－ 子育て支援課

(69)
子育て支援サークルの育成とネッ
トワークへの支援

各支援サークルが主体となるよう
な活動や，PR活動を実施してい
く。

子育て支援課

(70) 学童保育運営団体への支援
情報提供を行い，研修受講を促
すともに，現地確認により保育の
質の確保を図っていく。

子育て支援課

(71)
介護予防サービスや介護サービ
スの充実

その人に合ったサービスを提供
できる体制を整備するととともに，
多様なサービスの創出にも努め
ていく。

高齢障がい福祉課

(72) 生活支援サービスの充実

これからも高齢者が住み慣れた
地域でいつまでも安心して生活を
継続することができるよう支援し
ていく。

高齢障がい福祉課

（(10)再掲）　34・35ページ参照

　アクションプラン個票　72・73ページ参照

緊急時や一時的に保育が必要となった児童に対
し，一時預かり事業の実施や通常の保育時間を延
長する延長保育事業への支援を行った。

一時預かり事業の支援を行い，9か所（子育て支援
総合施設の幼稚園部門を含む）の幼稚園において
実施し，8人（延べ357件）の利用があった。

一時預かり事業の支援を行い，7か所の幼稚園にお
いて実施し，延べ33,620人の利用があった。

　アクションプラン個票　74・75ページ参照

大崎市内の保育所や幼稚園，児童館への掲示や
パンフレット配布を行い，活動について知っていただ
く機会を増やした。また，利用についての枠を広げ
たことで活動についての問い合わせや，新規登録
者数の増加につながった。

家庭児童相談件数821件
内訳：虐待76件・養護相談106件・障害相談145件・
性格行動9件・不登校11件・その他照会等474件

代表者会議　1回
実務者会議　3回
個別支援会議　57回

　アクションプラン個票　76・77ページ参照

（(30)再掲）　21ページ参照

ネットワークのつどいや研修会など各支援サークル
が主体的に関われるような活動や，わくわくランド事
業の中でPR活動の回数を増やし，支援サークルの
周知や参加者増等につながるような場の提供を
行ってきた。

14の学童保育運営団体へ補助金を交付し，年間を
通じて地域における留守宅児童の安全安心な居場
所が確保され，児童の健全育成に加え，働く保護者
の支援を行うことができた。

出来る限り住み慣れた地域で暮らせるよう，介護予
防サービスや介護サービスを提供し，高齢者の生
活支援や身体機能の向上に務めた。

介護用品助成券の交付や軽度生活援助，配食サー
ビス等を提供することにより，高齢者の在宅生活の
支援，家族の介護不安の解消に努めた。

（
６

）
家
庭
生
活
に
お
け
る
活
動
及
び
社
会
活
動
の
両
立
支
援
に
関
す
る
施
策
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（4）取組事業の実施状況

基本的
施　策

事業
番号

事　　　業　　　名 次年度へ向けての課題・対応 事業推進課事業実施結果または実績成果・参考指標等

(73)
【主要事業】
地域包括支援センターと連携した
相談体制の充実（(26)再掲）

－ 高齢障がい福祉課

(74)
障害福祉サービスや障がい児支
援の充実

障がい者等の個々のニーズに対
応できるよう支援体制を引き続き
構築していく。

高齢障がい福祉課

(75)
男女共同参画推進の現状につい
ての各種調査と情報収集

引き続き，国・県等の依頼による
各種調査を実施し，調査結果等
情報収集を図る。

男女共同参画推進室

(76)
男女共同参画推進についての研
究

国・県・他の市町村等の取組状況
等を調査しながら情報収集を図
り，取り組むべき事業について研
究する。研究結果は当課のみで
なく関連各課と情報共有し事業の
充実へ結びつける。

男女共同参画推進室

(77)
第３次男女共同参画推進基本計
画の進行管理

第3次基本計画最終年度である
令和5年度取組事業の検証結果
が目標を達成したものについて
は，さらなる事業の充実に向け進
行管理を行う。目標が達成できな
かった事業については，反省点を
洗い出し，事業担当課と改善に
向け検証・検討し，目標達成に向
け進行管理を行う。

男女共同参画推進室

(78)
基本計画の取組み事業進捗状況
の評価・検証

令和5年度主要事業の検証作業・
進行管理を行い，より効果的な事
業推進のため，事業推進課への
情報提供や積極的な連携に努
め，第4次基本計画取り組み事業
へ反映させる。

男女共同参画推進室

(79)
【主要事業】
男女共同参画プロジェクトの推進　

－ 男女共同参画推進室

（(26)再掲）　50・51ページ参照

支給決定者数　障害福祉サービス　842人
障害児通所支援　297人
日中一時支援事業　152人
移動支援事業　52人
訪問入浴サービス事業　11人

国・県等の依頼による各種調査を実施し，調査結果
等情報収集を図る。

国・県・他の市町村等の取組状況等を調査しながら
情報収集を図り，取り組むべき事業について研究す
る。

第3次基本計画の取組事業（79項目）を具体的・効
率的に進めるために，第3次アクションプランを推
進。そのうち主要事業と位置付けた31事業（実数27
事業）については，アクションプラン個票を作成し，
進捗状況の効率的な進行管理を行った。

第3次基本計画の主要事業31事業（実数27事業）の
内部検証及び審議会による検証を行い，令和4年度
事業進捗状況調査報告書を作成した。

　アクションプラン個票　78・79ページ参照

（
６

）
家
庭
生
活
に
お
け
る

活
動
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び
社
会
活
動
の
両
立

支
援
に
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る
施
策
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す
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調
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及
び
研
究
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【事業番号　1　】

基本的施策：（１）市民及び事業者の理解を深めるための施策
施策の方向：　①男女共同参画・人権尊重意識を醸成する

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第1章　市民が主役 協働のまちづくり

第2節　男女が共に担うまちづくり

項　目 内　容 理　由

事　業　名
各種メディア等による男女共同参画推進意識
の啓発

総合計画

各種計画

事業推進課 男女共同参画推進室

関連する
SDGsの目標

事業の目的
男女共同参画社会推進のため，各種メディアの活用や啓発用品配布により，広く市民へ情
報提供や意識啓発を行う。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

30回 27回
31回

(115%)
28回

27回
(96%)

29回
34回

(117%)
30回

21回
(70％)

30回
30回

(100%)

2,038
人

1,750
人

2,304
人

(132％)

1,800
人

1,487
人

(82％)

1,850
人

1,700
人

(92％)

1,900
人

1,498
人

(78%)

2,000
人

1,339
人

(66%)

③各種啓発用品・
　資料配布数

3,048
枚

3,000
枚

3,015
枚

(101％)

3,000
枚

700枚
(23%)

3,000
枚

3,300
枚

(110%)

3,000
枚

3,200
枚

(106%)

3,000
枚

3,300
枚

(110%)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要

①各種メディアによる情報発信
　　広報，市ウェブサイトへの掲載，おおさき男女共同参画推進ニュースWithの発行，
　報道機関等への情報提供，懸垂幕掲示等によりPRを行う。

②学習会やイベント等の開催
　　男女共同参画推進をテーマにした出前講座，学習会による意識啓発を行う。

③啓発用品・資料配布による周知
　　二十歳の集いなど市の各種イベント等でリーフレットやポケットティッシュ等を配布
　し，男女共同参画推進に関する情報を提供する。

②男女共同参画に
　関する啓発事業
　上段：回数
　下段：参加人数
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【事業番号　1　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

1
・
2
・
3
・
4
・
5

A a

男女共同参画相談室の移転
に伴い，新たにリーフレッ
トを作成し関係機関へ配付
し周知した。ウエット
ティッシュ，リーフレット
等にて相談室のPR（市内7
地域成人式，中学校での学
習会，女性団体主催事業
等），情報誌With，広報，
ウェブサイトを活用し男女
共同参画の啓発，相談事業
の周知を行った。DV予防啓
発講座，リプロ研修会も実
施した。

男女共同参画相
談室について，
若年層を含めた
全ての方々へ相
談事業の周知を
行う。男女共同
参画推進に関す
る取組事業等に
て，それぞれの
施策に合わせた
場面，周知方法
で啓発活動を行
う。

評
価
妥
当

A a

実績値が，目標値・前年度実績をと
もに上回っており評価できる。ま
た，リーフレット等に二次元コード
を付すなど，広報媒体をさらに活用
する試みも見られる。
コロナ禍において，若年層に対して
の啓発がますます重要となってきて
おり，手法を工夫しながら，取り組
みを進めていただきたい。
なお，目標値については，すでに計
画期間最終年の目標値を達成してお
り，見直しを行うことが妥当と考え
る。

令和
２

年度

１
・
２
・
３
・
４
・
５

Ｂ ｂ

「男女共同参画週間」で懸
垂幕の掲示や図書コーナー
の設置，「女性に対する暴
力をなくす運動」でパープ
ルライトアップをする等PR
に努めた。
若い世代の市民を対象とし
た男女共同参画セミナーを
開催し，リプロダクティ
ブ・ヘルス／ライツの啓発
を行った。
成人式で配布するウエット
ティッシュについては，延
期となったため，来年度に
配布することとした。

コロナ禍により
中止となったイ
ベント等があり
啓発用品等の配
布数が伸びな
かった。
広報やウェブサ
イトを有効活用
する等，啓発方
法を工夫するこ
とでPRをして
いきたい。

評
価
妥
当

Ｂ ｂ

「男女共同参画週間」や「女性に対
する暴力をなくす運動」に関連して
PRに取り組んだことは評価した
い。パープルライトアップについて
は，広報紙等で「女性に対する暴力
をなくす運動」と合わせてPRし，
各支所等をはじめ市内各所でも実施
してはどうか。
リプロダクティブ・ヘルス／ライツ
に関して，若い世代の市民を対象に
実施した取り組みは評価できる。セ
ミナーに関するアンケートを実施す
るなどして効果を測り，今後のさら
に充実した取り組みにつなげていた
だきたい。

令和
３

年度

１
・
２
・
３
・
４
・
５

A a

「男女共同参画週間」で懸
垂幕の掲示や図書館特設
コーナーを設置し，地元新
聞社やケーブルテレビによ
り取り組みを紹介された。
出前講座において市の取り
組みを紹介した。「女性に
対する暴力をなくす運動」
は，古川駅構内に啓発コー
ナーを設置し，NPO団体と
合同で啓発活動を展開し
た。鳴子ダムの賛同を受け
パープルライトアップによ
る啓発箇所が増え知名度向
上が図られた。

各学習会の受講
者アンケートを
評価・改善の参
考として学習会
や取り組みの企
画・実施につな
げる。
広報やSNSを
活用して，男女
共同参画に関す
る情報発信に取
り組む。

評
価
妥
当

A a

NPO団体との合同による初の啓発
活動及び鳴子ダムでのパープルライ
トアップによる啓発場所の拡大等に
ついて意欲的に取り組んでおり評価
したい。チラシ等よりも懸垂幕に象
徴するように視覚に訴えることでイ
ンパクトが出てくる。成人式で配付
する啓発物の種類が多いため，効果
的な啓発ができるよう検討をしてい
ただきたい。人権擁護委員ではクリ
アファイルを配布しているが，法務
局とコラボレーションしての告知活
動も必要と思われる。啓発事業の実
施回数及び参加人数も増えているの
で，継続的に推し進めていただきた
い。
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【事業番号　1　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
４

年度

１
・
２
・
３
・
４
・
５

B b

広報おおさきにコラム
「Let's!男女共同参画」隔月
掲載，相談室Twitterによる
情報配信を開始した。「男
女共同参画週間」懸垂幕掲
示，「女性に対する暴力を
なくす運動」図書館での
NPO団体等との合同啓発展
示，講演会開催，パープル
ライトアップ等による啓発
事業の定着・拡大を図っ
た。

幅広い世代や多
様な対象に情報
が行き渡るよ
う，啓発ツール
の工夫やSNS
の活用，各活動
団体等との連携
を図る。

評
価
訂
正

B a

大崎塾を開催できなかったことは大
きいが，新規の事業として，学校給
食調理員研修やパープルライトアッ
プの拡大等があり，進捗はなされて
いる。また，家庭でできる性教育も
開催されており，小学生以下への啓
発もなされている。これらの事業を
引続き継続していただきたい。
また，中学生を対象としたデート
DV予防学習会は，PTAや先生方の
意見を参考にし，今後の学習会の内
容を検討し，推進室での方向性を模
索し，枠組みを作っていただきた
い。

令和
５

年度

１
・
２
・
３
・
４
・
５

B b

広報おおさきにコラム
「Let's!男女共同参画」を4
回掲載し，相談室X（旧
Twitter）による情報発信を
行った。しかし，XのDM機
能が使用できなくなったた
め，24時間の相談受付は
メールのみとなった。「男
女共同参画週間」，「女性
に対する暴力をなくす運
動」において，懸垂幕を設
置し，図書館で関連書籍の
貸出し・閲覧等を行った。
また，「女性に対する暴力
をなくす運動」期間中は市
役所本庁舎や協力機関にお
いて，パープル･ライトアッ
プ等による啓発事業を行っ
た。

幅広い世代や多
様な対象に加
え，本当に困っ
ている人に確実
に情報が行き渡
るよう，啓発
ツールの工夫や
SNSの活用，
各活動団体等と
の連携を図る。

評
価
妥
当

B ｂ

相談受付について，Ｘ（旧
Twitter）のDM機能が有料アカウ
ント以外使用できなくなったダメー
ジは大きいが，LINEアカウントを
個別に作成する等の他の方法を運用
しながら，ツールの拡大等を行い，
相談しやすい環境を構築してほし
い。
また，男女共同参画学習会や研修会
などの啓発事業は，主管課だけでは
少人数で対応が難しい面もあるた
め，主管課以外の他課や県が研修会
等を開催している事業に大崎市が参
画するなど，他課や他自治体と協
力・連携しながら取り組んでほし
い。
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【事業番号　1　】
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【事業番号　3　】

基本的施策：（１）市民及び事業者の理解を深めるための施策
施策の方向：　②女性の潜在能力開発・発揮のための支援を行う

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第1章　市民が主役 協働のまちづくり

第2節　男女が共に担うまちづくり

項　目 内　容 理　由 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

事　業　名
女性コーディネーター養成講座「大崎塾」の
実施

総合計画

各種計画

事業推進課 男女共同参画推進室

関連する
SDGsの目標

事業の目的
地域や市の施策決定過程への参画（審議会等委員），職場における方針決定過程への参加を
進めるため，地域で活躍できる女性コーディネーターの育成を推進する。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

①大崎塾参加者数
　上段：大崎塾参加者数
　下段：公開講座のみ
　　　　の参加者数

36人 30人
25人

(83%)
30人

11人
(36%)

30人
15人

(50%)
30人 30人

11人
(36%)

0人 24人 26人 9人 2人

②受講者の人材リスト
　登録者数

6人 5人
0人

(0%)
5人

2人
(40%)

5人
2人

(40%)
5人

2人
(40%)

5人
2人

(40％)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由 令和３年度 令和４年度 令和５年度

①大崎塾
　参加者
　数

大崎塾の参加者数につい
て，公開講座のみの参加者
を明らかにするため，上段
と下段に分けた。

公開講座のみの参加者を実
績に含めることで，目標値
を達成したように見えてし
まうことから。

30人 30人 30人

事業概要

①講座の実施
　　自分も相手も大切にする自己表現を学び，地域や職場等で活躍できる女性コーディ
　ネーターを育成するため，女性コーディネーター養成講座「大崎塾」を開催する。

②講座参加者の活動促進
　　参加者には女性人材リスト事業（事業番号8）への登録を促し，市や地域への参画
　の機会を提供する。
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【事業番号　3　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

3
・
4
・
5

B ｂ

日中働いている方も参加で
きるよう夜間の開催とし，
また第3回目は公開講座とし
たため，定員を上回る受講
となった。県のパートナー
シップ事業を活用し共催連
携に努めた。
登録を募集したが，受講者
からの女性人材リスト事業
への登録には至らなかっ
た。

地域社会で活躍
する女性コー
ディネーターを
育成するため，
内容の充実を図
り継続して開催
する。女性人材
リストへの受講
生の登録につい
ても啓発・促進
していく。

評
価
妥
当

B ｂ

大崎塾について，公開講座の実施な
ど，より多くの市民に対して働きか
けを行ったことは評価できる。しか
し，実施形態により，参加人数は大
きく左右され，目標は達成している
ものの，課題は残ると考える。ま
た，受講効果の向上と持続のため
に，フォローアップ講座の実施等は
検討してはどうか。
人材リスト登録については，過年度
の参加者にも声掛けするなど，登録
に向けたアプローチに工夫が必要で
はないか。

令和
２

年度

3
・
4
・
5

Ｃ ｂ

コーチングスキルアップ講
座を5回シリーズで開催し
た。第3回目はフォローアッ
プの位置付けとし「オラン
ダに学ぶコーチング」を
テーマに公開講座で開催し
た。例年に比べ受講生は少
なかったが，個別指導の場
面が多く取られ有意義な講
座となった。
女性人材リスト事業につい
ては，受講生から2名の登録
があった。

従来の内容に加
え，女性コー
ディネーターと
しての更なるス
キルアップが図
れるような講座
内容とし，女性
人材リスト事業
への登録につな
げていくことと
する。

評
価
妥
当

Ｃ ｂ

大崎塾の参加者数の減については，
コロナ禍が影響している可能性はあ
るものの，講座内容等の刷新も視野
に見直しが必要ではないか。
受講者の満足度が高い様子が伺える
ことは評価できるが，受講後にその
成果を発揮できる機会が必要だと考
える。プログラムに過年度受講者を
ゲストとして迎えるなど，活躍の場
を提供してはどうか。

令和
３

年度

１
・
２
・
３
・
４
・
５

Ｃ ｂ

コロナ禍の生活様式に配慮
し，1回目・5回目をハイブ
リット，2～4回目をオンラ
インで実施した。Zoomを
活用したオンラインコミュ
ニケーション方法や環境設
定の仕方，プレゼンテー
ションスキルを学ぶプログ
ラムとした。5回目は公開講
座とし，ロールモデルとな
る大崎塾OGをゲストスピー
カーに迎え，学びの還元や
地域活動についての話題提
供，講師・受講者がディス
カッションを行い，講座参
加者の一体感を得られた。

受講形式や講座
内容についての
ニーズやトレン
ドを把握し，プ
ログラムを検討
する。大崎塾を
きっかけとし
て，女性人材リ
ストへの登録や
地域で取り組め
る活動へのサ
ポートを行う。

評
価
妥
当

Ｃ ｂ

大崎塾OGが講座で活躍する機会が
あり，これまでの効果が出てきてい
ると思われる。女性人材リストの登
録を促していくため，市の審議会の
傍聴をし活躍の場の確認を進めて行
く事も必要ではないか。気軽に参加
できるように大崎塾のネーミングや
対象，テーマも検討の余地が考えら
れる。公開講座の参加者数が減って
きているので，まちづくり協議会や
他の団体への働き掛けも行い，更な
る広報活動に努めていただきたい。
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【事業番号　3　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
４

年度

４
・
５

Ｃ ｃ

受講者募集型の大崎塾は未
実施。
令和3年度大崎塾受講者有志
により，定期的に活動をす
るグループを結成したこと
から，定期的活動への側面
的支援を行った。大崎塾受
講者2名の他にも1名が女性
人材リストへ登録した。審
議会等への女性登用へリス
ト登録者の活用が図られ
た。令和5年度第1回大崎塾
を5月開催に向けて調整を
行った。

女性が参加しや
すい講座の形
式・魅力ある内
容の検討や大崎
塾OGや人材リ
スト登録者を活
用した，事業・
イベント等活動
へのサポートを
行う。

評
価
訂
正

C b

大崎塾は開催されなかったが，塾の
卒業生らのグループが作られ，情報
提供もなされている。引き続きの支
援をお願いしたい。また，受講者の
方々に審議会の傍聴機会を作ってい
ただければ，今後の人材リスト登録
数も増加するのではないかと思う。

令和
５

年度

１
・
４
・
５

C c

5月にブラッシュアップ講座
を1回（29名参加），11月
から1月にかけ連続講座を5
回開催した。昨年度まで
は，同一講師によるセルフ
マネジメント力向上をメイ
ンとした連続講座を実施し
てきたが，地域の防災・減
災や多様な性に関する講座
を取り入れたほか，大崎塾
OGによる実体験を交えた講
話を実施し，受講者層を広
げる工夫をした。また，連
続講座の内1回を公開講座と
し，女性のほか男性2名が受
講した。
大崎塾受講者2名が女性人材
リストに登録した。

令和6年度は
「ステップアッ
プ講座」へ事業
名称，目的及び
内容を変更し，
数名の講師陣に
よる講座を企
画。女性を対象
とした連続講座
から，市民を対
象をし，受講し
たい講座を選択
可能の講座とす
るなど，広く市
民に男女共同参
画に関する見識
を深める機会を
提供する。
女性を対象とし
た講座も別途開
催し，引き続き
女性人材リスト
への登録に繋げ
ていく。

評
価
妥
当

C ｃ

大崎塾の参加者が例年に比べ少な
かったことは残念であるが，女性人
材リストから審議会への登用があっ
たことは大変喜ばしい。
令和4年度までは，同一の講師が5
回通しで同一のテーマの講座を実施
していたが，令和5年度は4人の講
師で様々なテーマの講座を行うなど
工夫を凝らした結果，これまでにな
かった公開講座での男性の参加があ
り広がりを見せた。令和6年度の講
座に多くの方が参加することに期待
したい。
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【事業番号　3　】
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【事業番号　6　】

基本的施策：（１）市民及び事業者の理解を深めるための施策
施策の方向：　②女性の潜在能力開発・発揮のための支援を行う

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第2章　安全・安心で 交流が盛んなまちづくり

第5節　機動的な消防・救急体制の充実

項　目 内　容 理　由

事　業　名 市消防団への女性団員加入促進と育成
総合計画

各種計画 大崎市消防団整備計画

事業推進課 防災安全課

11関連する
SDGsの目標

事業の目的
女性団員が活躍できる場を提供し，広く周知することで消防団全体の充実強化，活性化につ
なげる。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項　目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

①大崎市消防団女性
　団員数

13人 15人
15人

(100％)
17人

14人
(82%)

19人
14人

(74%)
21人

31人
(147%)

24人
42人

(175％)

①女性団員の活動
　回数

7回 10回
16回

(160％)
10回

7回
(70%)

12回
9回

(75%)
12回

12回
(100%)

14回
14回

(100%)

②PR活動実施数 4回 5回
5回

(100％)
5回

5回
(100％)

6回
16回

(267％)
6回

6回
(100%)

7回
5回

(71%)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要

①女性団員が活躍できる場の提供
　・消防団の訓練，演習等へ女性団員の活動を取り入れる。
　・大崎広域消防本部と連携し，防火啓発活動や応急手当普及啓発活動へ女性団員を派遣
      する。

②広報紙，ウェブサイトへの掲載，啓発用品配布による周知
　・消防団の訓練，演習，火災予防運動行事や出初式などの活動を広報紙やウェブサイト
      でPRし，消防団活動を広く発信する。
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【事業番号　6　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度
5 A a

・各種訓練実施
・普通救命講習会派遣
・防火普及啓発活動派遣
・消防学校教育課程修了
・全国女性消防団員活性化
大会参加
・全国消防団員意見発表会出場

・出初式出席

引き続き女性団
員の確保に向
け，広報，ホー
ムページ等を活
用し，勧誘に努
める。

評
価
妥
当

A a

すべての目標値を達成していること
は評価できるが，女性団員の割合は
0.6%と低い状況である。少子高齢
化が進行するなか，地域の安全安心
のためには，消防団での女性の活躍
は欠かせない。消防団で女性が充分
に力を発揮できるよう，取り組みを
進めていただきたい。

令和
２

年度
5 B ｂ

・各種訓練実施
・防火普及啓発活動派遣
・防火パレード
・消防学校教育課程修了
※新型コロナウイルス感染
症の影響により，消防署で
行う救命講習会や各種イベ
ントが中止延期となった。

市内の企業や消
防団協力事業所
を直接訪問し，
引き続き女性団
員の確保に努
め，女性団員が
活躍できる機会
を提供する。

評
価
妥
当

B ｂ

コロナ禍により，消防団の活動が制
限される中での取り組みであったこ
とは理解できるが，女性団員の割合
は依然として0.6%と低い状況であ
る。
消防団の意義を効果的に周知しなが
ら団員確保に努めるとともに，地域
防災リーダーとして，女性団員の存
在がもたらす効果をさらに生かした
取り組みを進めていただきたい。

令和
３

年度
5 A a

・各種訓練実施
・出初式出席
・防火パレード
・火災予防運動
・機能別消防団員「学生
　消防団員」の制度化
 （令和4年4月条例施行）
※新型コロナウイルス感染
症の影響により各種事業中
止。

市内の企業や学
校を訪問し，令
和4年4月に女
性団員2名，学
生消防団員（女
性）4名が入
団。継続した企
業訪問等によ
り，更なる加入
促進と育成に努
める。

評
価
妥
当

A a

PR活動方法の工夫や実施回数が増
えたことにより，宮城誠真短期大学
の4名と一般の女性団員2名が入団
したことに繋がったと思われるた
め，大きな前進で評価したい。継続
して短大や各企業への訪問による
PR活動を進めてほしい。

令和
４

年度
5 A a

・各種訓練及び研修実施
・防火普及啓発活動派遣
・消防団員普及啓発活動
・火災予防運動
・消防学校教育課程修了
・出初式出席

市内の企業や学
校を訪問し，令
和4年度に女性
団員17名（内
学生消防団員
13名）が入
団。継続した加
入促進と団員育
成に努める。

評
価
妥
当

A a

宮城誠真短期大学へのPRは大きな
効果をもたらしたと思われる。卒業
後の進路先でも，この経験を大きく
生かせると思う。加えて，ジュニア
リーダーや高校生への呼びかけも拡
大していただければ，災害時の対応
等の先導者となるのではないか。
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【事業番号　6　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
５

年度
5 A a

・各種訓練及び研修実施
・防火普及啓発活動派遣
・消防団員普及啓発活動
・火災予防運動
・消防学校教育課程修了
・出初式出席

市内の企業や消
防団協力事業所
の直接訪問を継
続し，引き続き
女性団員の加入
促進を図るとと
もに，団員育成
を努めていく。

評
価
妥
当

A a

宮城誠真短期大学から女性消防団員
への入団が増加しており，これまで
の加入促進活動の取組みが功を奏し
ていると考える。また，学生消防団
員は通常大学を卒業すると同時に退
団するが，令和5年度は1名が継続
加入しており，大きな成果があっ
た。若者たちに防災意識を高めても
らうことは，将来に何かあったとき
に若者にリードしてもらうことにつ
ながる重要なことであるので，今後
も継続した加入のPR活動の展開を
望みたい。担当者評価の「次年度へ
向けて」欄に関し，前年度との評価
比較をしやすくするために，加入し
た学生消防団員数を記載をお願いし
たい。
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【事業番号　6　】
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【事業番号　7　】

基本的施策：（１）市民及び事業者の理解を深めるための施策
施策の方向：　③政策・方針決定過程への女性の参画・登用を促進する

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第1章　市民が主役 協働のまちづくり

第2節　男女が共に担うまちづくり

項　目 内　容 理　由

事　業　名 審議会等委員の女性登用促進
総合計画

各種計画

事業推進課 男女共同参画推進室

5関連する
SDGsの目標

事業の目的
市が設置する審議会等の委員の男女比率が均等となるよう配慮し，政策・方針決定過程へ，
社会の構成員の半数を占める女性の多様な視点を反映する

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

審議会等委員への女
性の登用率（地方自
治法第203条の3に
よるもの）

28% 30%
28%

(93%)
33%

28%
(84%)

35%
28%

(80%)
38%

27%
(71%)

40%
27%

(67％)

行政委員会等への女
性の登用率（地方自
治法第180条の5に
よるもの）
（参考数値）

32% 29% 31% 31% 29% 32%

市議会委員に占める
女性の割合
（参考指標）

10% 10% 10% 10% 14% 14%

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要
市の審議会等委員の選任について，男女比率に配慮した構成となるよう公募委員の追加や資
格要件の緩和を検討するなど，積極的改善措置を講じるよう改選時期前に各課に働きかけ
る。
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【事業番号　7　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

2
・
3
・
４

Ｂ ｂ

「審議会等委員の男女比率
の均等な選任について」の
文書を各課へ通知し，男女
比率の均等な構成につい
て，これまで以上に配慮
し，積極的改善措置を講じ
るようお願いをした。ま
た，審議会委員への女性登
用等を目的とした「大崎市
女性人材リスト」を公開し
ている。

引き続き各課に
働きかける。

評
価
妥
当

Ｂ ｂ

審議員の改選時期にあわせて，個別
のアプローチが有効だと考える。
充て職などについては，各種団体の
トップだけでなく，団体の中の女性
リーダーの登用について提案するな
ど，引き続き工夫しながら取り組ん
でいただきたい。

令和
２

年度

2
・
3
・
４

Ｂ ｂ

「審議会等委員の男女比率
の均等な選任について」積
極的改善措置として，国・
県・市が設定している目標
値を示し，重要な取組事項
であることを対外的にも周
知を促した。委嘱替の機会
を捉え，担当部署に口頭で
取組を依頼した。女性人材
リスト登録者から1名が審議
委員へ登用された。

各種団体への推
薦依頼時に積極
的改善措置につ
いて説明を行
い，女性登用へ
の理解と協力を
求める。

評
価
妥
当

Ｂ ｂ

委嘱替えの機会を捉えた積極的な取
り組みを評価したい。しかし，厳密
には，女性割合は減少しており，令
和5年度に目標を達成するには，視
点を変えた取り組みも必要ではない
か。充て職の委員の候補者として，
各種団体の代表に加えて副代表等も
視野に入れ，女性リーダー層の登用
を検討してみてはどうか。

令和
３

年度

2
・
3
・
４

Ｂ ｂ

審議会等委員の男女比率の
全体値は，令和3年度達成に
及んでいない。各審議会毎
では，42審議会中35％超
は15審議会，40％超は11
審議会，50％超は8審議会
ある。男性委員のみは5審議
会ある。「審議会等委員の
男女比率の均等な選任につ
いて」取組みを各課へ依頼
した。

目標達成への具
体的な取組を促
すため，達成ま
での人数を提示
し，委員数が多
く女性比率
10%未満の審
議会への女性登
用を重点的に進
めていく。

評
価
妥
当

Ｂ ｂ

まちづくり協議会推薦だと委員が重
複する傾向があり，女性の参画を積
極的に推進するには，自営業者への
PRも重要ではないか。特に男性委
員のみが5審議会あるため，解消の
ための努力や大崎市の広報・ウェブ
サイト・広告誌面等で公募枠を広げ
るなど女性参画を増やす努力がもう
一つ必要である。公募する際に，
ウェブサイト公募等により参加され
た経験者の「声」を掲載するなど，
工夫をしていただきたい。

令和
４

年度

2
・
3
・
４

B ｂ

審議会等への女性委員の登
用率は，積極的な登用に努
めた結果，前年度に比べて4
審議会で10％以上増加し
た。各審議会では，47審議
会中38％超は1審議会，
40％超は3審議会，50％超
は8審議会ある。男性委員の
みは7審議会である。「審議
会党委員の男女比率の均等
な選任について」取組みを
各課へ依頼した。

引き続き目標達
成への具体的な
取組を促すた
め，審議会毎の
達成までの人数
を提示するとと
もに，女性登用
のための人材リ
スト活用を拡大
する。

評
価
妥
当

B b

各審議会によって運営方法が異なっ
ているが，まずは，大崎塾生やジュ
ニアリーダー，大学生等に傍聴して
もらう機会を作り，関心を持っても
らうことから女性や若者の登用率を
上げていただきたい。また，年齢枠
として，高校生や大学生の枠があっ
ても良いと思われる。
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【事業番号　7　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
５

年度

2
・
3
・
４

Ｃ ｃ

審議会等委員への女性登用
率は，令和5年度目標値に及
んでいない。51審議会中
40％超は3審議会，50％超
は8審議会あるが，男性のみ
の審議会が依然として7審議
会存在するため，「審議会
等委員の男女比率の均等な
選任について」取組みを各
課へ依頼した。また，女性
人材リストへの登録につい
て市内団体へも協力依頼し
た。

令和6年度から
12年度にかけ
て，審議会等へ
の女性登用率を
50％にするこ
とを目標として
いる。現状の数
値を見ると，目
標達成には各課
の協力が必須で
ある。引続き各
課への具体的な
取組みを促すた
め，審議会毎の
達成までの人数
を提示するとと
もに，女性登用
のための人材リ
ストの活用を促
す。

評
価
妥
当

C ｃ

地域性もあるが富谷市では女性登用
率が高い傾向にあり，大崎市も女性
登用率を上げる努力をしてほしい。
審議会の女性比率が低い状況下，審
議会委員を引き受ける方が重複して
いる現状もあり，感受性の高い若い
世代が興味・関心を抱くように，次
世代層の傍聴参加が社会貢献への一
助となる大義があると意識付けする
ことで，審議会員数の精査や女性の
少ない審議会で次世代層の傍聴参加
を促すこと，さらには女性登用率
アップのアイデアを募るなどの施策
検討をお願いしたい。
審議会においては，男性ばかりの意
見だけではなく，男性女性双方の意
見を出し合い，高め合っていくこと
が大切である。偏った意見は好まし
くない傾向があることから，今後も
様々な視点から女性の審議会への参
画普及活動を望みたい。
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【事業番号　7　】
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【事業番号　10（58）】

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

基本的施策：（１）市民及び事業者の理解を深めるための施策／（５）就業分野における男女共同参画の推進に関する施策
施策の方向：　③政策・方針決定過程への女性の参画・登用を促進する／④市職員のワーク・ライフ・バランスを推進する

第１章　市民が主役 協働のまちづくり

第３節　市民の生活を支える行財政改革の推進

項　目 内　容 理　由

事　業　名 女性職員のキャリア形成の促進
総合計画

各種計画 大崎市特定事業主行動計画

事業推進課 人財育成課

5 10関連する
SDGsの目標

事業の目的 女性職員のキャリア形成を促進することにより，管理職への登用拡大を図る。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項　目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

①女性職員の各種研修
　参加率
　（市役所一般行政職）

18% 25%
28%

(112%)
29%

30%
(103％)

33%
34%

(103％)
37%

85%
(230%)

40%
32%

(80%)

（参考：男性職員の各種
　研修参加率）

25% 30% 36% 46% 86% 33%

②管理職に占める女性
　の割合
　上段：市長部局等
　下段：市民病院

10% 15%
15%

(100%)
15%

15%
(100％)

16%
17%

(106%)
17%

18%
(106%)

18%
20%

(111%)

32% 15%
32%

(213%)
15%

30%
(200％)

30%
27%

(90%)
30%

28%
(93%)

31%
31%

(100%)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

②管理職に
占める女性
の割合（市
長部局等）

②管理職に占める女性の割
合を見直しする。

「特定事業主行動計画」に
合わせた見直し

変更前:　15％　
変更後:　16％　

変更前:　15％　
変更後:　17％　

変更前:　15％
変更後:　18％　

②管理職に
占める女性
の割合（市
民病院）

②管理職に占める女性の割
合を見直しする。

「特定事業主行動計画」に
合わせた見直し

変更前:　15％　
変更後:　30％　

変更前:　15％　
変更後:　30％　

変更前:　15％
変更後:   31％　

事業概要

①キャリア形成支援
　　女性職員が仕事に取り組むプロセスの中で，身につけていく技術・知識・経験を蓄積
　させるため，階層別研修をはじめとした各種研修への女性参加を促す。

②能力適性を重視した女性職員の管理職への登用
　　キャリア形成等により，政策，財務，危機管理等のマネジメント能力を有した女性
　職員を管理職に積極的に登用する。
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【事業番号　10（58）】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度
3 Ａ a

①女性職員の各種研修参加
率
所属長への声掛けなど研修
に参加しやすい環境への配
慮を行った。

女性職員の研修
への参加につい
て，継続して推
進していきた
い。

評
価
妥
当

Ａ a

キャリア形成支援について，技術・
知識等の蓄積を目指すもののほか
に，ロールモデルを提示することで
管理職としての働きがいについて考
える場について検討してはどうか。
市民病院の管理職に占める女性の割
合は，計画期間最終年度の目標をす
でに達成しており，目標値の再設定
が妥当であると考える。

令和
２

年度
3 A a

①女性職員の各種研修参加
率について，所属長から職
員に研修参加の声掛けをし
たことで，女性職員のキャ
リア形成の機会の拡大が図
られた。また，令和2年9月
に改訂した「大崎市人財育
成基本方針」に女性職員の
キャリア形成支援を明記，
取組むこととした。

①所属長からの
研修参加への声
掛けは引き続き
実施しながら，
宿泊ではなく通
所による研修参
加など，生活ス
タイルにあった
受講形式を取り
入れていく。ま
た，他自治体の
キャリア形成
ロールモデルの
事例を紹介する
ことで，個々の
キャリア形成を
支援する。

評
価
妥
当

A a

「大崎市人財育成基本方針」に女性
職員のキャリア形成支援について明
記されたことは評価したい。また，
研修実施に際し，生活スタイルに
あった受講形式を取り入れること
は，効果が期待できると考える。
女性の管理職への登用拡大に向け
て，特定事業主行動計画に則った取
り組みを着実に進めていただきた
い。

令和
３

年度
3 A a

①「大崎市人財育成基本方
針」に基づき，職員のキャ
リア形成を支援する取り組
みを推進している。とくに
所属長からの声がけなど研
修に参加しやすい環境づく
りの推進した結果，女性職
員のキャリア形成機会の拡
大が図られた。

①男性職員と比
較した際の研修
参加率は依然低
いため，リモー
ト研修など様々
な生活スタイル
や職種に応じた
受講形式を検討
し，女性職員の
研修参加を促進
する。
②女性管理職の
登用拡大につい
ては，特定事業
主行動計画に則
り取組みを進め
るほか，広くマ
ネジメント能力
を向上させるた
めの研修メ
ニューを検討
し，キャリア形
成への支援機会
を拡充する。

評
価
妥
当

A a

着実に登用率が上がっていることは
喜ばしいことである。特に数値目標
を上げていることは，達成のためへ
の意欲が感じられる。研修に参加し
やすい，女性が働きやすい職場環境
の構築を推し進め，一般企業の規範
となるよう，行動・研修の指針を示
し，キャリア形成の取組を進めてい
ただきたい。
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【事業番号　10（58）】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
４

年度
3 A a

①リモートやeラーニングに
よるweb研修が普及し，受
講機会が増加したことによ
り，女性職員の各種研修へ
の参加率が前年度実績から
51ポイント増加した。

①人財育成アク
ションプランの
もと，多様な研
修参加方法を取
り入れ，職員が
計画的に必要な
研修を受講でき
る環境整備に努
める。
②女性管理職の
登用について
は，特定事業主
行動計画に基づ
き，個々のキャ
リア形成への支
援拡充を図る。

評
価
妥
当

A a

コロナ禍にリモート開催によって参
加者が増加したことは，思わぬメ
リットだと思う。より多くの方々が
受講できたことは大きな成果であ
り，今後も職員が参加しやすい形の
研修を目指していただきたい。

令和
５

年度
3 A a

①全職員対象の研修を見直
したことにより，参加率は
前年度実績から53ポイント
減少しているが，外部講師
を招いた新規研修を実施し
ており内容の充実を図っ
た。

①「大崎市人財
育成基本方針」
に基づき，今後
も引き続き多様
な研修及び参加
方法を取り入
れ，職員の研修
参加環境整備に
努める。
②女性管理職の
登用について
は，特定事業主
行動計画に基づ
き，キャリア形
成の支援機会の
拡充を図る。

評
価
訂
正

A ｂ

令和4年度は，人事評価システムが
新しくなったことによる全庁研修を
実施したことにより，リモート研修
での参加者が増加した一方で，令和
5年度は実績値が減少した。今後は
リモートでできる研修の拡充を図る
とともに，リモート研修を年1回定
例の参加にすること等で，参加者が
拡大するようにしてほしい。
また，階層別研修について，上位層
になると参加者が低下する傾向があ
るとのことから，参加しやすい環境
作りに努めていただきたい。
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【事業番号　10（58）】
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【事業番号　11　】

基本的施策：（２）学校教育及び社会教育において理解を深めるための施策
施策の方向：　①児童生徒への男女共同参画や人権尊重の理解を促進する

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第３章 地域の個性を生かし 豊かな心をはぐくむまちづくり

第１節　未来を担う子供たちの教育環境の充実

項　目 内　容 理　由

事　業　名
人権尊重や男女平等の意識を育てる教育の
充実

総合計画

各種計画

事業推進課 学校教育課

関連する
SDGsの目標

事業の目的 人格形成期の義務教育段階において，道徳教育の充実を図る。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項　目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

①意識調査を実施
　した割合
　（4回以上）

83% 80%
100%
(125％)

85%
100%
(117％)

100%
100%
(100％)

100%
100%
(100%)

100%
100%
(100%)

②外部関係者との
　連携事業の実施
　割合

31% 40%
100%
(250％)

50%
100%
(200％)

100%
100%
(100％)

100%
100%
(100%)

100%
100%
(100%)

PTA会長に占める
女性の割合
（参考指標）

6% 11% 11% 12% 7% 11%

生徒会長に占める
女子の割合
（参考指標）

9% 36% 36% 36% 63% 9%

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

①意識調査
を実施した
割合（4回
以上）

意識調査を実施した割合の
見直し

令和元・2年度ともに
100％の実績であること
から変更するもの。

変更前:   90％　
変更後: 100％　　

変更前:   95％　
変更後: 100％　　

②外部関係
者との連携
事業の実施
割合

外部関係者との連携の実施
割合の見直し

令和元・2年度ともに
100％の実績であること
から変更するもの。

変更前:   60％　　
変更後: 100％　

変更前:   70％　　
変更後: 100％　

事業概要

①道徳科において小学校では「相互理解」「公正・公平」，中学校では「相互理解」
　「社会参画」「集団生活の充実」などの価値項目を重視し，人と人との関わり方や，
　個人の悩みに関する意識調査を各学校で実施する。

②男女共同参画に関し，学外関係者と連携した授業やPTA研修会を各学校で実施する。
　（人権，生命と性，DV予防，キャリア教育，道徳教育に関することなど）
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【事業番号　11　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度
5 A a

全ての学校において児童生
徒の意識調査を実施（年4回
以上）し，現状を把握した
うえで，より良い人間関係
を築くための道徳教育を
行った。また，外部講師や
外部関係者と連携し，福祉
体験授業や職場体験を通し
て，他者を尊重し思いやる
豊かな人間性の醸成に努め
た。

引き続き児童生
徒の心理的な側
面について調査
を実施し，現状
を把握するとと
もに道徳教育の
充実を図り，人
権尊重や男女平
等の意識を育て
る。

評
価
妥
当

A a

意識調査の中に生命と性・ＤＶ等に
ついて問う部分がないので，是非2
～3項目取り入れていただきたい。
道徳教育の充実を図る為には学校で
のカリキュラムの他，外部講師や外
部関係者を起用した学習会の開催を
望む。また，オンラインを活用した
学習も検討していただきたい。

令和
２

年度
5 A a

男女問わず，社会との参画
を含め幅広く道徳教育を推
進することができた。新型
コロナウイルス感染症の影
響もあり，外部機関との連
携や体験学習など活動の機
会は一部制限されたが，一
方で，医療従事者や感染者
等に対する差別や偏見が生
まれないよう人権教育の充
実が図られたこともあり，
いじめ発生率の減少や他者
を思いやる意識の向上につ
ながった。

コロナ禍にある
が，外部講師や
外部関係者を起
用した学習会の
開催を推進して
いく。令和2年
度にＩＣＴ機器
が各校に整備さ
れたこともあ
り，オンライン
を活用した研修
会も可能となっ
ている。

評
価
妥
当

A a

コロナ禍での事業は，かなり制約を
伴うことが予想されるが，その中で
できうる限りのことがなされている
と思われる。ＰＴＡと一緒の行事や
タブレットでの学習の事例を参考と
し，他の学校においても広めて行っ
てもらいたい。また，道徳教育は幼
児期から段階的に一貫した学習の機
会を作るよう検討していただきた
い。

令和
３

年度
5 A a

学校教育全体を通じて，人
権の尊重や男女平等，共同
して社会参加すること等，
道徳教育を充実することが
できた。新型コロナウイル
ス感染症の影響もあり，昨
年度に引き続き部外機関と
の連携や体験活動の機会に
制限があったが，感染者等
に対する誹謗中傷，偏見や
差別等を生まない人間感覚
が図られたことで，他者尊
重に関するモラル向上に結
び付いた。

ＩＣＴを活用し
ながらコロナ禍
においても，性
別に基づく固定
的な思い込みや
価値観があるこ
とへの気づかせ
と，男女問わず
互いの人権を尊
重しあう道徳教
育の充実を図
る。幼児期の一
貫した学習機会
の保障について
は今後の検討課
題としたい。

評
価
妥
当

A a

大崎市男女共同参画推進基本条例の
基本理念は，「一人ひとりが一人の
人間として大切にされる社会の実
現」である。幼児期の経験が人間関
係の土台となり，小中学校教育へと
繋がっていく。そして，目の前にい
る子どもたちがその担い手になって
いく。その事を考える時，「幼児期
の終わりまでに育ってほしい10の
姿」の小学校での継続と道徳教育が
人格形成の土台をなるものと考え
る。社会情勢や核家族化，一人親世
帯の増加により家庭教育力が低下し
ている。保護者の善悪判断や常識，
規範意識などが先生と違う場合もあ
る。幼児期の早い時期から園児・児
童の学習機会を作ることはもちろん
の事，保護者に対する働き掛けや学
習機会も検討して頂きたい。また，
人権，生命と性の観点において，早
い段階での教育の必要性が高まって
いるLGBTQをはじめとする多様な
性，SOGI（性的指向，性自認）と
人権についての学習会を行ってほし
い。　

 47



【事業番号　11　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
４

年度
5 A a

学校教育全体を通じて，人
権の尊重や男女平等，共同
して社会参加すること等，
道徳教育を充実することが
できた。新型コロナウイル
ス感染症の影響もあり，昨
年度に引き続き外部機関と
の連携や体験活動の機会に
制限があったが，感染者等
に対する誹謗中傷，偏見や
差別等を生まない人権感覚
が図られたことで，他者尊
重に関するモラル向上に結
び付いた。

性別に基づく固
定的な思い込み
や価値観がある
ことへの気づき
と男女問わず互
いの人権を尊重
しあう道徳教育
の充実を図る。
また，ジェン
ダー平等の視点
のみならず，外
国籍の児童生徒
等との関わりの
中で多様な価値
観を尊重し更な
る道徳教育の充
実を図る。

評
価
妥
当

A a

大崎市男女共同参画基本条例の基本
理念実現を考えるとき，基本的理念
実現の担い手となる子どもたちをど
う教育していくかがポイントになる
と考えている。それは幼児期に始ま
り，小中学校教育に繋がっていく。
幼児期に「幼児期の終わりまでに
育ってほしい10の姿」を目標とす
る教育を行うことで，日常生活や他
者との関わりの中での体験・経験を
通して学ぶことができ，小学校の道
徳教育や人権教育がその児童の個の
確立及び人格形成に重要な影響を与
える。核家族化や一人親世帯の増加
により，家庭教育力が低下している
現在，幼児期の早い時期からの学習
機会に必要性を感じる。また，外国
籍・障がいがある児童生徒や，
LGBTQなど多様な価値観に対応で
きるよう「心」を育む指導の充実を
望む。

令和
５

年度
5 A a

学校教育全体を通じ，人権
尊重や男女平等，共同し社
会参加すること等，道徳教
育を充実することができ
た。
また，外部講師や外部関係
者と連携し，職場体験学習
や職業講話を行い，他者の
尊重と豊かな人間性の醸成
に努めた。

引き続き，意識
調査を実施し，
子ども一人ひと
りの現状把握
と，心を育む人
間関係構築のた
めの道徳教育を
行う。

評
価
妥
当

A ａ

道徳教育は，幼児期の早い時期から
の取組みが重要だと考える。言葉遣
いや相手を尊重すること，傷付けな
いことなどは幼い時期から教える必
要がある。本来であれば，家庭での
躾の中で行うことだが，家庭教育力
が低下している現在，幼稚園・保育
所と小学校との連携が重要だと考え
る。その点を踏まえての就学前の生
活面・健康面等の引継ぎ，就学相談
や就学時健診の教育相談の取組みは
評価できる。今後の外国籍・障がい
がある児童・生徒やLGBTQなど多
様な価値観に対応出来る「心」を育
む指導の充実に期待している。
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【事業番号　11　】
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【事業番号　14（36）】

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

基本的施策：（２）学校教育及び社会教育において理解を深めるための施策／（３）性別による人権侵害に対する自立支援に関する施策

施策の方向：　②学外関係者と連携した学習機会を提供する／④DVやさまざまな人権侵害の未然防止を図る

第1章　市民が主役 協働のまちづくり

第2節　男女が共に担うまちづくり

項　目 内　容 理　由

事　業　名
中高生を対象としたデートDV予防学習会の
実施

総合計画

各種計画

事業推進課 男女共同参画推進室

関連する
SDGsの目標

事業の目的
男女お互いの人権を尊重する意識を醸成し，良好なコミュニケーションを身につけ，暴力や
危険を回避する知識を提供する。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

デートDV予防学習会
（市内中学校）
上段：開催校数
下段：参加者数

11校 11校
11校

(100%)
11校

９校
(81％)

11校
11校

(100%)
11校

11校
(100%)

11校
11校

(100%)

1,127人 1,134人 939人 1,038人 1,016人 920人

デートDV防止講座
（市内高等学校）
上段：開催校数
下段：参加者数

３校 4校
4校

(100%)
4校

3校
(75％)

4校
3校

(75％)
4校

2校
(50%)

4校
5校

(125%)

558人 901人 366人 452人 146人 687人

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要

中高生を対象とするデートDV予防学習会に講師を派遣し，各学校に開催を働きかける。

①市内中学校：各中学校が実施する学習会への講師派遣と情報提供
②市内高等学校：県主催のデートDV防止講座への応募促進と情報提供
③中高生を取り巻く関係者への理解促進
④生徒アンケートの実施・集計・分析
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【事業番号　14（36）】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

1
・
2
・
3
・
4
・
5

A a

デートDV予防学習会を市立
中学校全11校で実施。希望
する中学校では，保護者，
地域住民の参加も可能と
し，学習会への参加を周知
した。講話終了後に相談室
の紹介を行い，カード型の
相談室のリーフレットを全
対象生徒へ配布した。また
県主催で，大崎市内4校の高
校でもデートDV予防学習会
を実施した。

講話内容を改良
し，またリプロ
ダクティブヘル
ス／ライツの内
容も取り入れ，
継続して実施し
ていく。また男
女共同参画プロ
ジェクトの中心
事業と位置づ
け，プロジェク
ト全体として事
業実施してい
く。

評
価
妥
当

A a

人権を尊重する意識を醸成させるに
は，小学生・中学生・高校生に提供
できる一連のツールが必要だと考え
ている。「一人ひとりが人間として
大切にされる社会」の構築には，幼
い時から段階的な教育が必要であ
る。なお，「リプロダクティブ・ヘ
ルス／ライツ」に関する学習の機会
は極めて少ない。そのような機会を
作りあげていただきたい。また，コ
ロナ禍の社会もまだまだ続くと思わ
れるので，実施方法についても考慮
いただきたい。

令和
２

年度

1
・
2
・
3
・
4
・
5

B ｂ

デートDV予防学習会を市立
中学校11校中9校で実施。
コロナ禍による臨時休校に
より日程再調整，感染予防
対策を講じて生徒のみ対象
とし，体育館での集会形式
の講義を実施した。講話と
併せて相談室の紹介カード
とティッシュを配布し，相
談することの大切さを伝え
た。アンケート結果から講
話内容への生徒の関心の高
さ，意識の高まりが伺え
た。

国が令和3年度
から進める「生
命の安全教育」
の方針を踏ま
え，年齢に応じ
た適切な啓発事
業を学校や関係
機関との連携の
もと推進する。
特に性や身体に
関する正しい知
識の指導が定着
するよう取り組
む。

評
価
妥
当

B ｂ

中学校を対象としたデートDV予防
学習会は定着してきたと思われる。
さらにもう一歩踏み込んで「リプロ
ダクティブ・ヘルス／ライツ」の内
容が盛り込まれることを望みたい。
道徳教育の転換期でもあることから
「生命（いのち）の安全教育」の推
進校をつくるなど今後も市として推
進していただきたい。

令和
３

年度

1
・
2
・
3
・
4
・
5

A a

デートDV予防学習会を市立
中学校全11校で実施。内5
校へは性に関する知識と
ルールを内容に組み込ん
だ。夏休み前に学習会を実
施し，県発行の中学生向け
デートDV予防教材（小冊
子）を併用し，生徒への知
識・理解の定着に努めた。
生徒の事前・事後アンケー
トをグーグルフォームで実
施したことにより，集計作
業の負担軽減と，率直な意
見や疑問・感想を収集で
き，講師との共有により学
習会構成の参考にできた。

「リプロダク
ティブ・ヘルス
/ライツ」の視
点を持った「生
命の安全教育」
を中学校学習会
で実施し，各学
校の実態等に配
慮しながら，生
徒への人権・道
徳教育と併せた
性教育機会の提
供に取り組む。

評
価
妥
当

A a

中学校を対象としたデートDV予防
学習会の実施は，十分定着して来て
いるので，今後は「リプロダクティ
ブ・ヘルス／ライツ」の視点を強化
した「生命の安全教育」を多くの中
学校で実施していただきたい。幼
児・児童・生徒が成長する中で，幾
度となく耳にし定着するよう日常的
な指導が必要だと感じている。
また，保護者向けに理解を促すツー
ルとしてチラシまたはSNSによる広
報も必要と考える。「一人ひとりが
人として大切にされる社会」の構築
に向けて，幼い時から段階的な教育
の必要性を強く感じているので，考
慮いただきたい。
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【事業番号　14（36）】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
４

年度

1
・
2
・
3
・
4
・
5

A a

デートDV予防学習会を市立
中学校全11校で実施。内5
校は各学校の希望に応じて
性教育を組み込んだ。夏休
み前に学習会を実施し，県
発行の中学生向けデートDV
予防教材（小冊子）や講師
提供の啓発リーフレットを
活用し，生徒への知識・理
解の定着に努めた。生徒の
事前・事後アンケートを
グーグルフォームで実施
し，結果は学校と共有を
図った。

引き続き「生命
の安全教育」と
して学習会を位
置づけ，各学校
の実態等に配慮
しながら，生徒
への人権・道徳
教育と併せた性
教育機会の提供
に取り組む。

評
価
妥
当

A a

中学校を対象としたデートDV予防
講座を，市内市立中学校全校で平成
30年度から実施していることは評
価したい。「リプロダクティブ・ヘ
ルス／ライツ」が盛り込まれたもの
と従来型の2種類が実施されている
が，内容等の精査も必要なのかもし
れない。「生命（いのち）の安全教
育」も実施から3年目を迎えるの
で，幼児期からの性や身体に関する
知識の指導の定着を望む。

令和
５

年度

1
・
2
・
3
・
4
・
5

A a

デートDV予防学習会を市立
中学校全11校で実施。内5
校は各学校の希望に応じて
性教育を組み込んだ。夏休
み前に学習会を実施し，県
発行の中学生向けデートDV
予防教材（小冊子）や講師
提供の啓発リーフレットを
活用し，生徒への知識・理
解の定着に努めた。生徒の
事前・事後アンケートを
グーグルフォームで実施
し，結果は学校と共有を
図った。性教育を組み込ん
だ学習会では事前アンケー
トでの質問に対し講師が講
話のなかで回答し生徒の疑
問や不安の解消に努めた。

引き続き「生命
の安全教育」と
して学習会を位
置づけ，生徒へ
の人権・道徳教
育と併せた性教
育機会の提供に
取り組む。各中
学校・各地域に
よって実態が異
なり，求められ
る情報に偏りが
あるが，中学校
間での情報格差
が生じないよう
に配慮する。

評
価
妥
当

A ａ

デートDV予防学習会を，市立中学
校全11校並びに市内高等学校5校で
実施している点は評価したい。た
だ，学習会の対象が中学校からで良
いのか，性体験の若年化も踏まえ，
小学校高学年で前段階の学習会を実
施することも検討していただきた
い。小学校高学年児を対象とした学
習会の実施が難しければ，デート
DVに関するチラシやリーフレット
の配布，保護者向けの学習会の実施
など，知識を伝える方法を検討して
ほしい。
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【事業番号　14（36）】
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【事業番号　15（41）】

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

基本的施策：（２）学校教育及び社会教育において理解を深めるための施策／（４）生涯に及ぶ性と生殖に関する健康と権利の保障に関する施策

施策の方向：　②学外関係者と連携した学習機会を提供する／①「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」の概念の普及を図る

第1章　市民が主役 協働のまちづくり

第2節　男女が共に担うまちづくり

項　目 内　容 理　由

事　業　名
小中学生への生命と性に関する学習機会の
提供

総合計画

各種計画

事業推進課 男女共同参画推進室

関連する
SDGsの目標

事業の目的
人権としての「生涯に及ぶ健康と権利」という考え方の普及のため，次世代を担う子どもた
ちへ年齢に応じた学習の機会を提供する。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

①デートDV（リプロ）
　予防学習会開催校

０校 ２校
３校

(150%)
２校

１校
(50％)

５校
5校

(100％)
５校

5校
(100％)

５校
5校

(100%)

②「生命の安全教育」
　実施校（小学校）
　（参考値）

22校 22校 19校

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

①デート
DV（リプ
ロ）予防学
習会開催校

令和3年度以降の目標値
を５校にする。

令和3年度から「生命の安
全教育」を進めることを国
が決定しているため，3年
間強化を図る。

変更前:　3校
変更後:　5校

変更前:　3校
変更後:　5校

変更前:　3校
変更後:　5校

②「生命の
安全教育」
実施校（小
学校）
（参考値）

文部科学省・内閣府作成「生
命の安全教育」教材等を活用
した児童への指導を各小学校
で実施する。

令和3年度から「生命の安全
教育」を進めることを国が決
定しているため，これまで課
題だった小学生への指導への
取り組みを進める。

※小学校数
22校

※小学校数
22校

※小学校数
19校

事業概要

関係機関と連携し，小学生・中学生を対象に「リプロダクティブ・ヘルス/ライツ」に関す
る学習の機会を提供する。
中学生については，デートDV予防学習会（事業番号14）の中で，性・生命の大切さを中心
とした内容も取り入れ実施し，小学生については，学習内容，学習機会の提供方法も含め検
討していく。
【令和3年度追記】「生命(いのち)の安全教育」の強化
文部科学省・内閣府作成「生命の安全教育」教材等を活用した児童への指導・取り組みへの
支援・調査を行う。
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【事業番号　15（41）】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

1
・
2
・
3
・
4
・
5

A a

「リプロダクティブ・ヘル
ス/ライツ」に関する学習の
機会を提供するため，中学
校に講師を派遣しデートDV
予防学習会の中で，性・生
命の大切さを中心とした内
容で開催した。

希望する中学校
へ講師を派遣
し，継続して実
施していく。小
学生について
は，学習機会の
提供方法など，
男女共同参画プ
ロジェクトにて
検討していく。

評
価
妥
当

A a

着実に学習機会は提供され，定着に
至っていることは評価される。今後
は，小学校でも実施されるべく検討
していただきたい。

令和
２

年度

1
・
2
・
3
・
4
・
5

B b

デートDV予防学習会市立中
学校11校中9校のうち，
性・生命の大切さを中心と
したテーマは1校実施。新型
コロナウイルス感染予防対
策を講じて生徒のみ対象と
し，体育館での集会形式の
講義を実施した。講話と併
せて相談室の紹介カード・
ティッシュを配布し，相談
することの大切さを伝え
た。アンケート結果から性
教育をテーマとした講話は
生徒からの関心が高く，正
しい情報を伝えるための機
会提供の必要性が実感でき
た。各小学校での性教育の
指導状況を把握するためア
ンケートを実施した。

国が令和3年度
から進める「生
命の安全教育」
の方針を踏ま
え，年齢に応じ
た適切な啓発事
業を学校や関係
機関との連携の
もと推進する。
特に性や身体に
関する正しい知
識の指導が定着
するよう強化し
て取り組む。

評
価
妥
当

B b

講話の中に「人権と生命を守る」話
を必ず盛り込んでいただきたい。ま
た，リプロダクティブ・ヘルス／ラ
イツに関する学習の機会を小学校へ
広めるよう努力していただきたい。

令和
３

年度

1
・
2
・
3
・
4
・
5

A a

校長会において「生命の安
全教育」推進と「性・生命
の大切さ・性教育」の学習
機会活用を強化することへ
の理解を求め，中学校デー
トDV予防学習会は目標とし
た5校で対面型で実施でき
た。性教育を受ける機会が
ない生徒にとって，互いの
人権と性・心身を守り，正
しい知識と相談することの
大切さを学ぶ学習会となっ
た。幼稚園養護教諭研修会
において，「生命の安全教
育」推進のための教材の紹
介を行い，取り組みについ
て活用や情報提供を行っ
た。

幼児・小学生へ
の「生命の安全
教育」推進のた
めの絵本教材の
活用や指導方法
の研修，講師の
人材確保につい
て，各団体・関
係機関の協力を
得ながら取り組
んでいく。

評
価
妥
当

A a

「生命(いのち)の安全教育」が市内
市立小・中学校全てで文科省の意図
した子どもたちが性暴力の当事者や
傍観者にしないという内容で実施さ
れていることを評価したい。また，
デートDV(リプロ)予防学習会も市内
中学校5校で実施されているが，今
後実施校数が増加することを望む。
その上で，小学校での実施も視野に
入れていただきたい。
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【事業番号　15（41）】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
４

年度

1
・
2
・
3
・
4
・
5

A a

「生命の安全教育」の位置
づけとしての中学生対象
デートDV予防学習会は学校
行事として定着しており，
「性教育講話」を積極的に
選択する学校もみられる。
市立幼・保・小学校へ絵本
「おしえてくもくん」を配
付し，未就学児・小学校低
学年の子どもたちへのプラ
イベートゾーン教育用教材
として活用を図った。

包括的性教育へ
の取り組みに対
する意識の高ま
りが社会で見ら
れており，ニー
ズに応えるた
め，学習機会の
提供や人材確保
に取り組んでい
く。

評
価
妥
当

A a

「生命（いのち）の安全教育」の対
象は幼児期から中高生であるので，
実施報告は小学校の他も提出してい
ただきたい。加えて，「リプロダク
ティブ・ヘルス／ライツ」の内容を
含んだデートDV講座の実施は5校で
目標値達成となっているが，更なる
取り組みに期待したい。

令和
５

年度

1
・
2
・
3
・
4
・
5

A ｂ

「生命の安全教育」の位置
づけとしての中学生対象
デートDV予防学習会は学校
行事として定着しており，
「性教育講話」を積極的に
選択する学校もみられる。
小学生以下のこどもたちへ
の事業は推進室としては実
施できていない。

中学生対象の
デートDV予防
学習会について
は，引き続き実
施する。小学生
等を対象とした
事業について
は，年齢に応じ
た適切な啓発事
業を学校や教育
委員会，関係機
関との連携のも
と企画・実施す
る。

評
価
妥
当

A ｂ

「リプロダクティブ・ヘルス/ライ
ツ」の知識は，幼児期から必要であ
る。「生命の安全教育」も幼児期か
ら始まっているので，幼稚園・保育
所での実績把握もしてほしい。ま
た，今は小学校低学年で初潮を迎え
る女児もおり，男児も含めた生理・
生理用品等の学習の必要性を感じ
る。親子で学べる講座も必要かもし
れない。
中学校で実施しているデートDV
（リプロ）予防学習会の内容等も精
査し，5校以上での開催等，さらな
る取組みに期待したい。
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【事業番号　15（41）】
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【事業番号　18　】

基本的施策：（２）学校教育及び社会教育において理解を深めるための施策
施策の方向：　③社会教育・生涯学習の分野での学習機会を提供する

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第３章  地域の個性を生かし 豊かな心をはぐくむまちづくり

第2節   豊かな心をはぐくむ生涯学習の充実

項　目 内　容 理　由

事　業　名 通学合宿など青少年の生活体験事業の実施
総合計画

各種計画 大崎市生涯学習推進計画

事業推進課 生涯学習課

4関連する
SDGsの目標

事業の目的
小学生を対象とした異年齢での生活体験事業を通じ，身の回りのことを自分たちで協力して
行うことで，家事への理解を深め，自主性や協調性を育む。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項　目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

実施地域 3地域 3地域
2地域
(66%)

3地域
0地域
(0%)

3地域
0地域
(0%)

3地域
0地域
(0％)

2地域 2地域
(100％)

参加人数 91人 108人
61人

(56%)
108人

0人
(0%)

108人
0人

(0%)
108人

0人
(0％)

60人
29人

(48％)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要

家事への理解を深める事業の推進
　　地域内に宿泊可能な公共施設のある3地域において，地域の各種団体の協力を得て実施
   する。
　　松山地域・・・・「合宿通学」2泊3日／松山体育研修センター
　　　　　　　　　　　小学4～6年生対象
　　鹿島台地域・・・「チャレンジスクール」3泊4日／鹿島台学童農園
　　　　　　　　　　　小学4～6年生対象
【令和5年度追記】
　　事業廃止：田尻地域・・・・「ロマンスクール」3泊4日／ロマン館
　　　　　　　　　　　　　　　　小学4～6年生対象
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【事業番号　18　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度
3 Ｂ b

松山体育研修センター（3泊
4日）
ロマン館（3泊4日）
長期間の共同生活におい
て，自分の身のまわりのこ
とを進んで行おうとする自
主性や自立性，また子ども
同士が協力して助け合って
いこうとする協調性や社会
性が育まれている。また，
地域の各種団体の協力を得
ながら事業を展開してお
り，地域で子どもを育てる
という地域の教育力向上の
一助となっている。
※チャレンジスクールにつ
いては，令和元年東日本台
風により中止。

公民館では少年
教育領域におい
て多様な事業を
展開しており，
今後も事業のね
らいや特徴を活
かした事業を継
続していきた
い。

評
価
妥
当

Ｂ b

学年の垣根を越えての合宿はかなり
成果が期待できる。だが，3地域の
みの開催となっているので，全地域
対象となれる企画もあって良いと考
える。せっかくの良い企画なので，
合宿という形にとらわれず参加でき
る地域・人の拡大を図っていただき
たい。

令和
２

年度
3 Ｃ ｃ

例年実施している3事業につ
いて，実施の計画をしてい
たが，宿泊を伴い，多人数
で共同生活を送ることが新
型コロナウイルス感染症対
策の観点から望ましくない
と判断し，生活体験型の事
業については実施を見送っ
た。

令和2年度事業
計画作成段階で
は感染症の拡大
が予想できな
かったが，今年
度の状況を考慮
したうえで，実
施できる形態を
探りながら子ど
もの体験機会を
確保したい。

評
価
妥
当

Ｃ ｃ

コロナ禍での実施は見送られ，残念
に思う。先が見えない中での模索は
困難が予想されるが，今まで行って
きていない地域でも何らかの形で実
施されるように検討していただきた
い。

令和
３

年度
3 C c

前年に引き続き計画してい
た3事業については事業の形
態上，通学合宿での感染が
学校での蔓延に直結するた
め慎重に判断せざるを得な
い状況であり，リスクを考
慮して実施を見送った。
各地域少年教育は感染症対
策を万全にできるよう実施
しており，子どもたちの生
涯学習の場としての役割は
男女共同の観点のみに固執
せず行っている。

共同生活の中で
得られる効果は
大きいと考えて
いるため，実施
するための準備
を整えつつも，
実施できないこ
とを想定した代
替事業も模索し
ていく。

評
価
訂
正

Ｂ b

通学合宿の異年齢での生活体験の重
要性を認識しているが，1市6町が
合併した大崎市の中で3地域だけで
実施されている事業であり，コロナ
禍の中で通学合宿の実施が難しく代
替がないことが残念であったが，
「おおさきサマーキャンプ」が昨年
から大崎市全域の小学4～6年生を
対象に実施されており，調理体験が
含まれている。地域によっては日帰
りの家事体験が実施されているとも
聞いている。事業推進課として十分
な調査報告を望みたい。コロナ禍で
も子どもたちは日々成長しているこ
とを考えると今，出来得る事業計画
の検討・実施を切にお願いしたい。

 59



【事業番号　18　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
４

年度
3 B b

新型コロナウイルス感染拡
大防止のため，学校期間中
に長期の宿泊を伴う合宿通
学事業については，学校生
活への影響が大きくなるこ
とから中止とした。
一方で，感染状況を見極
め，夏季休業中に市全域の
小学4～6年生を対象とした
「おおさきサマーキャン
プ」や各公民館での宿泊を
伴わない各種少年教育事業
等を実施し，家事への理解
を含めた生活体験の機会を
提供した。

合宿通学は貴重
な体験の場であ
るが，公民館で
はそれ以外の少
年教育事業でも
生活体験等の体
験活動の充実を
図る事業を展開
しているため，
合宿通学にとら
われない，家事
への理解を深め
る事業のあり方
を検討していき
たい。

評
価
妥
当

B b

コロナ禍で「おおさきサマーキャン
プ」を実施出来たことは評価した
い。ただ，通学合宿は，宿泊施設が
ある地域だけの事業となってしまう
ので，宿泊施設がない地域の宿泊を
伴わない類似事業企画の検討もお願
いしたい。

令和
５

年度
3 A b

コロナ禍で実施を見合わせ
ていた通学合宿を松山地域
で2泊3日，鹿島台地域で3
泊4日で実施した。
また，おおさきサマーキャ
ンプや各公民館での宿泊を
伴わない少年教育事業を実
施し，生活体験の機会を提
供した。

通学合宿をはじ
め社会教育行政
における少年教
育事業本来の目
的を鑑みなが
ら，そのなかに
男女共同参画意
識の醸成につな
がる生活体験の
要素をどのよう
に取り入れてい
けるか，引き続
き検討していき
たい。

評
価
妥
当

A ｂ

松山・鹿島台地域で実施されている
通学合宿，「おおさきサマーキャン
プ」の継続を望むと共に，各地区公
民館で実施している調理体験，チャ
レンジDAY等での体験活動など，宿
泊を伴わない事業の実施を評価した
い。その上で，調理以外の家事体験
事業の実施にも期待したい。
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【事業番号　18　】
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【事業番号　20　】

基本的施策：（2）学校教育及び社会教育において理解を深めるための施策
施策の方向：　③社会教育・生涯学習の分野での学習機会を提供する

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第３章  地域の個性を生かし 豊かな心をはぐくむまちづくり

第2節   豊かな心をはぐくむ生涯学習の充実

項　目 内　容 理　由

事　業　名 地域づくりリーダー養成講座の実施
総合計画

各種計画 大崎市生涯学習推進計画

事業推進課 生涯学習課

4 11関連する
SDGsの目標

事業の目的
話し合いの場づくり，行動のための学習といった事業を行い，地域づくりのリーダーの育
成を図る。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項　目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

実施回数 3回 2回
4回

(200％)
2回

6回
(300%)

4回
4回

(100％)
4回

4回
(100%)

4回
4回

(100％)

参加人数 81人 60人
131人
(218％)

60人
160人
(266％)

100人
104人
(104%)

100人
96人
(96%)

100人
86人

(86％)

女性割合 50% 30%
52%

(173人)
30%

31%
(103人)

30%
56%

(59人)
30%

35%
(34人)

30%
59％

(48人)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

実施回数
地域づくりリーダー養成講
座の実施回数を見直す。

研修のニーズが高まったこ
とによる見直し

変更前:　2回
変更後:　4回　

変更前:　2回
変更後:　4回　

変更前:　2回
変更後:　4回　

参加人数
地域づくりリーダー養成講
座の参加人数を見直す。

研修のニーズが高まったこ
とによる見直し

変更前:   60人
変更後: 100人　

変更前:   60人
変更後: 100人　

変更前:   60人
変更後: 100人　

事業概要

地域運営に関する手法の研修会の充実
　　公民館職員や地域づくり委員会役員等の研修会や講習会を通じて話し合いの場づくり
  の工夫,  公民館の地域運営に関するノウハウやコミュニケーション及びプレゼンテーシ
　ョン能力を高め，持続可能な地域運営に関する手法を学習する。
　　研修内容については各地域の実情を考慮し，研修対象者のレベルに対応した研修会を
  毎年内容を検討し開催する。　
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【事業番号　20　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

1
・
2
・
3

A a

地区公民館職員が，公民館
事業や地域づくりのための
企画等を実績できるよう，
各種研修・講話・ワーク
ショップを実施した。

地区公民館が地
域の核となるよ
う，職員に対し
て学習の場を，
継続して設けて
いく。

評
価
妥
当

A a

指定管理の公民館職員を対象とした
事業である事は理解できるが，せっ
かくの機会なので，まちづくり協議
会会員や一般の方にも参加できる機
会を与えてほしい。人材不足解消の
ためにも，1人でも多くの方に知っ
ていただける工夫も必要と考える。

令和
２

年度

１
・
２
・
３

Ａ a

地区公民館職員が，公民館
事業や地域づくりのための
企画等ができるよう，ま
た，指定管理者が地域づく
りや公民館への理解を深め
られるよう，各種研修・講
話を実施した。

地区公民館が地
域の核となるよ
う，職員に対し
てはもちろん，
使用者である指
定管理者に対し
ても学習の場を
継続して設けて
いく。

評
価
妥
当

Ａ a

内容を見ると昨年と同様の研修のあ
り方に見受けられる。各地域の地域
づくり委員会等にも呼び掛けをして
いるとのことだが，継続受講者のス
キルアップとモチベーション向上が
図られる研修メニューの企画を工夫
していただきたい。若手リーダーの
育成にもさらなる努力をお願いした
い。

令和
３

年度

１
・
２
・
３

A a

地区公民館職員が，公民館
事業や地域づくりのための
企画等ができるよう，ま
た，指定管理者が地域づく
りや公民館への理解を深め
られるよう，各種研修・講
話を実施した。

指定管理第4期
目に向けて，地
区公民館が地域
の核となるよ
う，職員に対し
てはもちろん，
使用者である指
定管理者に対し
ても学習の場を
継続して設けて
いく。

評
価
妥
当

Ａ a

地域づくりリーダー養成講座の実施
状況から，地区公民館職員研修会は
定着してきているので，次のステッ
プを考えてもらいたい。例えば地域
学校協働本部に関わっている方やま
ちづくりに関わっている方など対象
範囲を拡大し，公民館における地域
運営の担い手となる若手の育成をお
願いしたい。

令和
４

年度

１
・
２
・
３

B b

地区公民館職員が，公民館
事業や地域づくりのための
企画等ができるよう，ま
た，指定管理者が地域づく
りや公民館への理解を深め
られるよう，各種研修・講
話を実施した。

地区公民館の指
定管理4期目の
スタートにあた
り，職員のスキ
ルアップはもと
より，指定管理
者の公民館や地
域づくりに対す
る理解を深め，
地域の核となる
公民館の土台作
りをしていきた
い。

評
価
妥
当

B b

大崎市には地区公民館が無い地域も
存在するので，地域づくりリーダー
養成講座イコール地区公民館職員研
修では広がりが感じられない。将
来，基幹公民館も地域運営を考えて
いるのであれば，基幹公民館でも，
その担い手となる若手の育成が必要
だと考える。研修の内容について，
男女共同参画の視点を反映させてほ
しい。加えて，女性割合の目標が
30％となっているが，このような
低い認識で良いのか。
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【事業番号　20　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
５

年度

１
・
２
・
３

A b

公民館職員が，公民館事業
や地域づくりのための企画
等ができるよう，また，地
域づくり団体が地域づくり
や公民館への理解を深めら
れるよう，各種研修・講話
を実施した。

そもそも参加対
象となる公民館
職員，地域づく
り団体の男女比
に差があるが，
女性の参加が増
えるよう内容・
テーマを検討し
たい。
また，男女共同
参画という視点
から，公民館事
業においては総
じて女性の参加
割合が高くなる
傾向があるた
め，男性参加の
増加が図られる
取り組みを促し
たい。

評
価
妥
当

A ｂ

講座の女性割合が半数を超えたこと
は評価したい。しかし，地域づくり
リーダー養成講座なので，地区公民
館職員研修だけでなく，地域づくり
委員会委員や地域づくりに関心を
持っている方など，参加者の範囲を
広げての開催を望む。また，基幹公
民館だけの地域もあるので，講座の
受講機会が公平になるよう考慮して
いただきたい。男性参加者の増加が
図られる取組みにも期待したい。
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【事業番号　20　】
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【事業番号　22　】

基本的施策：（３）性別による人権侵害に対する自立支援に関する施策
施策の方向：　①人権侵害に対する相談窓口と相談体制の充実を図る

【数値目標】

※相談件数にはフェミニストカウンセリング（事業番号23）の件数を含む

【変更事項（変更した場合に記載）】

第1章　市民が主役 協働のまちづくり

第2節　男女が共に担うまちづくり

項　目 内　容 理　由

事　業　名 男女共同参画相談体制の充実
総合計画

各種計画

事業推進課 男女共同参画推進室

関連する
SDGsの目標

事業の目的 男女共同参画相談室の充実を図り，人権侵害相談体制を充実させる

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

①男女共同参画
　相談員数

2人 2人
2人

(100%)
2人

2人
(100%)

2人
2人

(100%)
2人

2人
(100%)

2人
2人

(100%)

①相談件数
　上段：総件数
　下段：うちDVに
　　　　関わる件数
　　　（参考指標）

228件 151件 175件 178件 192件 168件

83件 22件 38件 33件 64件 61件

②研修会への参加
　回数

5回 10回
8回

(80%)
10回

5回
(50％)

10回
10回

(100％)
10回

5回
(50％)

10回
0回

(0%)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要

①男女共同参画相談室「Withおおさき」の設置
　　常設相談室による，電話，面接相談を実施する。
　　（月～金　9：00～16：00）

②相談員のスキルアップ
　　県・関係団体等主催の研修会への参加で知識や技術，情報を取得し，相談対応力を向
　上させる。
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【事業番号　22　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

1
・
2
・
３
・
4

Ｂ b

5月より相談室が移転したた
め，新たにリーフレットを
作成し関係機関へ送付，市
ウェブサイト，広報等にて
市民等への周知啓発に努め
た。当初は相談員の欠員が
あったが，5月より2名体制
に戻り相談者への利便性を
確保した。参加可能な研修
会へは積極的に出席し，相
談員としてのスキルアップ
を図った。

各種講座や研修
会への参加を引
き続き行い，相
談員のスキル
アップを図る。

評
価
妥
当

Ｂ b

リーフレットの作成や市ウェブサイ
トへの掲載だけでは意味がなく，実
際に市民に情報が届かなければ利用
や認知につながらない。ウェブサイ
トにある相談窓口として，行政用語
をそのまま使った「男女共同参画相
談」の表現では，どのような相談が
できるのかがわからないし，出前講
座についても依頼がない理由を考え
るべきだ。QRコードの作成など新
しい取り組みをし，確実に市民への
情報発信をお願いしたい。

令和
２

年度

1
・
2
・
３
・
4

Ｂ b

市・相談室ウェブサイトや
広報に掲載している情報に
ついて，相談内容がわかり
やすく伝わりやすいかを検
証しながら更新をしてい
る。24時間相談できる窓口
などの一覧を相談室ウェヴ
サイトに掲載し，他の相談
機関へ繋がるよう情報発信
を工夫した。国等主催の研
修・講演会がオンラインで
配信されるようになり，相
談業務を行いながら研修機
会を得ることができた。

電話・面談のほ
か，Eメールな
どをよる相談方
法の導入につい
て研究し，若年
層や相談・支援
を必要とする人
が利用しやすい
相談体制を検討
する。出前講座
内容について市
民が男女共同参
画に関心を持っ
てもらえるよう
なメニューと
オーダーメイド
で提供できるよ
うに工夫する。

評
価
妥
当

Ｂ b

依然として市ウェブサイトを見ても
どこに相談してよいのかが分かりに
くい。各課のページをたどっていく
と確かに「相談」が出てくるが，人
権や人の命に関わるような実際の相
談は妊娠・子育て，DV，性別，虐
待，生活問題といったカテゴリーの
複数にまたがっており，当事者はど
の窓口に相談すべきか迷ってしま
う。相談自体を諦めてしまうことも
考えられるのではないか。市の相談
体制の全体を改めて見直すととも
に，ウェブサイトについては早急に
改善を求めたい。

令和
３

年度

1
・
2
・
３
・
4
・
5

A ａ

市・相談室ウェブサイトや
広報への情報掲載に加え，
相談室ツイッターとメール
相談フォームを開設した。
24時間相談の申し込みがで
きる環境をつくり，相談内
容や状況に応じ，メールか
ら電話・面談へ促すなど，
相談支援や情報発信方法の
改善を随時行っている。国
等主催の研修・講演会はオ
ンライン配信が定着し，相
談業務を行いながら研修機
会を得ることができた。

市ウェブサイト
の相談窓口情報
の検索がしやす
くなるよう改善
を図る。
Eメール相談へ
の対応スキル向
上のための研修
機会を設ける。

評
価
訂
正

Ｂ a

SNS等の活用により24時間体制で
の相談申し込み受付が可能になった
のは大きな進展であり，高く評価し
たい。新しいサービスについて市民
に周知してほしい。ウェブサイトの
更新については引き続き改善を強く
求める。
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【事業番号　22　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
４

年度

1
・
2
・
３
・
4
・
5

Ｂ b

市・相談室ウェブサイトや
広報への情報掲載，相談室
ツイッター，メール相談
フォームを運用している。
フェミニストカウンセリン
グはツイッターのDMで予約
できる。メールでは相談を
完結せずに電話・面談へ促
すなど，適切な支援に繋げ
るよう努めている。国等主
催の研修はオンデマンド配
信受講を活用した。

市ウェブサイト
情報検索がしや
すくなるよう，
担当課と連携し
ながら改善を図
る。
相談傾向に沿っ
た研修・スー
パーバイズの機
会を設ける。

評
価
妥
当

B ｂ

相談件数が増加した理由は再相談が
増えたためとのことであった。同じ
人が相談員をしてくれている安心感
があり、適切な対応がおこなわれて
いると評価できる。相談員の研修の
機会は目標値にできる限り近い回数
を確保し、スキルアップを図ってい
ただきたい。24時間相談の受付に
ついては、SNSの柔軟な活用を引き
続き検討してほしい。

令和
５

年度

1
・
2
・
３
・
4
・
5

Ｂ b

市・相談室ウェブサイトや
広報への情報掲載，相談室X
（旧Twitter)，メール相談
フォームを運用している。
メールでは相談を完結せず
に電話・面談へ促すなど，
適切な支援に繋げるよう努
めている。
市役所の組織再編成によ
り，様々な相談窓口が集約
されたことから，当相談室
においても業務の見直しを
行いながら実施した。

市ウェブサイト
情報検索がしや
すくなるよう，
市ウェブサイト
の掲載について
担当課と協議中
である。引き続
き連携を図り令
和6年度の供用
開始を目指す。

評
価
妥
当

B ｂ

オンライン研修など相談員が参加し
やすい形での研修を案内しているも
のの，以前受けた研修と同様の内容
であるために参加しなかったとのこ
となので，今後は相談員の学びたい
内容等に合わせて研修を提案する必
要があるのはないか。実態等を踏ま
えた研修内容，研修方法を提供でき
るよう今後努めていただきたい。
男女共同参画相談室「Withおおさ
き」の在り方について，DV相談者
のプライバシー保護，アクセスのし
やすさ等を考慮して今度検討を進め
ていってほしい。
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【事業番号　22　】
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【事業番号　24　】

基本的施策：（3）性別による人権侵害に対する自立支援に関する施策
施策の方向：　①人権侵害に対する相談窓口と相談体制の充実を図る

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第５章  地域で支え合い 健康で元気なまちづくり

第５節   環境の変化に対応した子育て支援の充実

項　目 内　容 理　由

事　業　名 婦人保護相談体制の充実
総合計画

各種計画

事業推進課 子育て支援課

3 5 10 11関連する
SDGsの目標

事業の目的 さまざまな婦人保護の相談を受け，関係機関と連携しながら相談体制の充実を図る。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項　目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

母子・父子自立
支援員数
（兼婦人相談員）

3人 2人
2人

(100%)
2人

2人
(100%)

2人
2人

(100%)
2人

2人
(100%)

2人
2人

(100%)

研修会参加回数 10回 ５回
12回

(240%)
5回

6回
(120%)

5回
17回

(340%)
5回

16回
(320%)

5回
8回

(160%)

DVに関わる相談件数
（参考指標）

91件 128件 62件 48件 42件 38件

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要

相談体制の充実

①さまざまな困難事例に対応できるよう，研修に多く参加し，相談員のスキルアップを
　図る。

②婦人保護に関する関係機関と情報共有しながら，支援体制を構築する。
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【事業番号　24　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

3
.
4

Ａ ｂ

専門的な知識習得に努める
ため，多くの研修会に参加
した。また，相談支援にあ
たっては，関係機関との連
携協議が必須であるため，
今後も連携して支援してい
けるよう各機関の活動内容
の情報交換を実施した。

継続して積極的
に研修に参加
し，職員の知識
や対応力の向上
に努める。DV
に対する相談場
所の周知活動に
努める。

評
価
訂
正

B ｂ

相談員を2名に減員したことへの対
応として，相談窓口の開いている時
間を長くしたとのことであったが，
その対応が適切かどうか疑問であ
る。また，窓口は平日の昼間に限ら
れ，土日と夜間は警察で対応すると
のことだが，相談者の立場からする
と警察への電話は抵抗を感じやす
く，よほどのことがなければ電話で
きない。現在の相談体制は，市民が
安心できるものになっているとは言
えないのではないか。

令和
２

年度

3
.
4

Ａ ｂ

専門的な知識習得に努める
ため，研修会に参加しなが
ら活動した。また，関係機
関とは役割分担のもと連携
しながら対応できた。定額
給付金に係わるDV証明書発
行は7件あり給付金の支給を
受けることができた。

継続して積極的
に研修に参加
し，職員の知識
や対応力の向上
に努める。DV
に対する相談場
所の周知活動に
努める。

評
価
妥
当

Ａ ｂ

相談内容の多様化に伴い，相談員の
専門的知識の向上と個別対応におけ
る専門性の強化が求められる。関係
機関との情報交換だけでなく，個別
事例への対応が適切であったかどう
かの検証をおこなうことにより，専
門性の向上につながるのではない
か。

令和
３

年度

３
・
４

Ａ ｂ

相談内容の複雑化や虐待件
数の増加等に伴い，ＤＶ支
援者と児童虐待支援者の連
携の重要性が高まってい
る。そのため児童の相談員
との協議もしながら，より
よい連携・支援の在り方に
ついて協議を進めた。ＤＶ
に関する相談は48件あり，
一時保護件数は警察署経由
のものも含め9件あった。障
害や特性を持っている相談
者等対応の難しい相談者が
増えてきていると感じてい
る。対応については，過去
の事案を検証しながら，課
内で支援の方針を協議し統
一した見解で対応すること
に努めている。

研修に参加し，
職員の知識や対
応力の向上に努
める。DVに対
する相談場所の
周知活動に努め
る。

評
価
妥
当

Ａ b

支援員の研修への参加機会が増えて
いるところは評価したい。問題が複
雑化し，当事者の被害と加害が混在
するようなケースにおいても，問題
を一面的に捉えることなく，そのつ
ど現場をみて適切な判断と対応がで
きるよう，引き続き丁寧な対応をお
願いしたい。
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【事業番号　24　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
４

年度

３
・
４

Ａ ｂ

相談内容の複雑化や虐待件
数の増加等に伴い，ＤＶ支
援者と児童虐待支援者の連
携の重要性が高まってい
る。そのため児童の相談員
との協議もしながら，より
よい連携・支援の在り方に
ついて協議を進めた。ＤＶ
に関する相談は42件あり，
障害や特性を持っている相
談者等対応の難しい相談者
が増えてきていると感じて
いる。また，離婚の方法や
ひとり親の支援について求
めて来所される方も増えて
おり，DVについての周知が
図られてきている印象を受
ける。対応については，過
去の事案を検証しながら，
課内で支援の方針を協議し
統一した見解で対応するこ
とに努めている。

研修に参加し，
職員の知識や対
応力の向上に努
める。DVに対
する相談場所の
周知活動に努め
る。

評
価
妥
当

A b

昨年度同様、支援員の研修回数が確
保できていることは評価できる。市
民へのDVについての周知が図られ
ているようだとのことだが、次年度
に向けてDVに対する相談場所の周
知についてより具体的な対策を図っ
ていくことを強くお願いしたい。

令和
５

年度

３
・
４

Ａ ｂ

相談内容の複雑化や虐待件
数の増加等に伴い，DV支援
者と児童虐待支援者の連携
の重要性が高まっている。
そのため児童の相談員との
協議もしながら，よりよい
連携・支援の在り方につい
て協議を進めた。DVに関す
る相談は38件あり，30
代，40代の方が多く，20
から70代と幅広い年齢層と
なっている。障害や特性を
持っている相談者等対応の
難しい相談者や，離婚の方
法やひとり親の支援を求め
て来所される方も増えてお
り，DVについての周知が図
られてきている印象を受け
る。過去の事案を検証しな
がら，課内で支援の方針を
協議し統一した見解で対応
することに努めている。

研修に参加し，
職員の知識や対
応力の向上に努
める。DVに対
する相談場所の
周知活動に努め
る。

評
価
妥
当

A ｂ

新しい知識を得るために法律に関わ
る研修などを積極的に受けている
等，実態に合わせた研修を受講して
いる点は高く評価できる。年々相談
内容が複雑化しており，さまざまな
視点を持って相談者に寄り添うこと
が必要であると感じる。今後も多様
な研修内容を提供しながら，相談員
のスキルアップにつなげていってほ
しい。
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【事業番号　24　】
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【事業番号　26（73）】

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

基本的施策：（３）性別による人権侵害に対する自立支援に関する施策／（６）家庭生活における活動及び社会活動の両立支援に関する施策

施策の方向：　①人権侵害に対する相談窓口と相談体制の充実を図る／④高齢者及び障がい者の介護支援・生活支援の充実を図る

第5章  地域で支え合い 健康で元気なまちづくり

第3節   安心と生きがいのある高齢福祉の充実

項　目 内　容 理　由

事　業　名
地域包括支援センターと連携した相談体制の
充実

総合計画

各種計画
大崎市高齢者福祉計画・介護保険
事業計画

事業推進課 高齢障がい福祉課

3関連する
SDGsの目標

事業の目的 高齢者虐待の予防や対応，成年後見の相談等を行い，高齢者の権利擁護を図る。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項　目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

①総合相談受付件数
　（地域包括延べ）
　（参考指標）

10,298
件

10,376
件

12,137
件

11,612
件

11,909
件

12,356
件

①高齢者虐待の受理
　会議数
　（参考指標）

55回 64回 60回 80回 65回 53回

②個別地域ケア会議
　件数
　（地域包括延べ）
　（参考数値）

29回 16回 38回 36回 27回 48回

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要

①相談体制の充実
　　地域の高齢者の介護のみならず，安心して暮らすための総合相談及び高齢者虐待の
　予防や対応，成年後見の相談等を行い，高齢者の権利擁護を図る。

②地域包括支援センターとの連携強化
　　多職種連携のネットワークづくりを行うため，地域包括支援センターの相談体制を
　PRするなどの支援を行う。
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【事業番号　26（73）】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

1
・
2
・
3
・
4

A a

地域包括支援センターの相
談体制の充実に向けて，職
種ごとの（社会福祉士，主
任介護支援専門員）情報交
換の場を設け，問題点の共
有，解決方法を話し合っ
た。また, 市と地域包括支援
センターの担当者が高齢者
の支援者等（介護サービス
事業者や民生委員等）向け
に権利擁護の研修会を企画
し開催した。

地域包括支援セ
ンターの啓発を
継続し，さらな
る連携強化のた
め情報共有に努
めたい。

評
価
訂
正

B ｂ

地域包括支援センターが扱うのは相
談業務にとどまらず，他にも多くの
業務を抱えている。民間が引き受け
たがらないケアプラン作成の業務な
どを請け負う必要もあることから，
両立は容易ではないかもしれない
が，高齢者やその家族の支援をこれ
まで以上に充実させてほしい。虐待
はその背景に家庭内の問題や職場の
労働環境などが複雑に絡んでいる。
ギャンブル依存症やアルコール依存
症，夫婦間や親子間の共依存なども
あり，問題を解決していくために
は，高度な専門的知識が必要とな
る。他の関係諸機関と連携をとるの
は当然のことながら，問われるのは
その質ではないか。

令和
２

年度

1
・
2
・
3
・
4

A a

令和2年度においても，職種
ごとの（社会福祉士，主任
介護支援専門員）情報交換
の場を設け，問題点の共
有，解決方法を話し合っ
た。また，市及び地域包括
支援センターの社会福祉士
とで地域課題（猫多頭飼い
家庭への支援）について研
修会を開催し，宮城県ケア
マネジャー協会大崎支部か
らも参加者があった。新型
コロナウィルス感染症拡大
防止のため，介護サービス
事業所及び民生委員向けの
権利擁護の研修会は開催で
きず，大崎市高齢者虐待防
止等ネットワーク推進会議
は書面で行った。

困難事例の増加
に伴い，専門的
な支援が必要と
なるため，保
健・医療・福祉
関係者などの協
力機関との連携
を強化し，住民
ニーズに応えら
れるように地域
包括支援セン
ターの機能の充
実に努めたい。

評
価
訂
正

A ｂ

ヒアリングでは，関係機関と役割分
担を図りながら個別ケースに対応し
ていることは理解できたが，昨年度
に比べて「a進んだ」と言える点は
確認できなかった。「担当課評価」
に記載されている地域包括支援セン
ターとの「さらなる連携強化」に具
体的に取り組んでいただき，その内
容を示してほしい。

令和
３

年度

1
・
2
・
3
・
4

Ａ ａ

地域包括支援センターの相
談体制の充実に向けて，令
和3年度は社会福祉士との事
例検討会を重点的に行い，
個別困難事例について，関
係機関との情報共有や課題
解決に向けて話し合った。
また，事業所でのサービス
提供時における虐待発見・
初期対応研修を実施し，早
期発見・包括支援センター
への連携・対応がスムーズ
になり，ケア担当者の心理
的負担軽減も図られた。
（研修会参加者各事業所を
含め113人）

多岐にわたる相
談業務に伴い，
専門的知識や支
援が必要となる
ことから，関係
機関と情報共有
の場や更なる連
携に努めたい。

評
価
妥
当

Ａ a

令和3年度に実施された研修によ
り，虐待に対する初期対応が市全体
で統一されるようになったことは，
一定の効果が期待できる。問題の複
雑化や，本人の意志の尊重という理
念から，思うような介入ができず多
職種連携が図られていない実状があ
るのではないか。実質的な連携が図
られているのかどうかいま一度検証
をお願いしたい。

 75



【事業番号　26（73）】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
４

年度

1
・
2
・
3
・
4
・
５

Ａ ａ

相談体制・対応の充実に向
けて，地域包括支援セン
ターと事例検討会を行い，
困難事例について情報共有
や課題解決に向けて話し
合った。困難事例にみられ
る「家族関係からみる虐待
対応」についてテーマとし
た研修を実施し，関係機関
や多職種連携・対応に生か
していく内容とした。困難
事例は関係者で情報・方針
共有の場を重ね、チームで
支援することでケア担当者
の心理的負担軽減もはかっ
ている。（研修会参加者72
人）

多岐にわたる相
談業務、長期に
わたり支援を要
する事例への対
応等，専門的知
識や支援が必要
となることか
ら，関係機関と
情報共有の場や
更なる連携に努
めていく。

評
価
妥
当

A a

ヒアリングの結果、加害者・被害者
双方に話を聞き、ひとつひとつの
ケースに丁寧に対応している印象を
受けた。必要に応じて男性職員に協
力を仰ぐ体制も構築されていること
や、チームでケース対応している点
も高く評価できる。過度な負担がひ
とりの職員に集中しないようにする
ためにも、チーム対応の体制づくり
を今後も継続していただきたい。

令和
５

年度

1
・
2
・
3
・
4
・
５

A ａ

地域包括支援センターの相
談体制の充実に向けて，職
種ごとの（社会福祉士，主
任介護支援専門員）情報交
換の場を設け，問題点の共
有，解決方法を話し合っ
た。ケアマネジャー及び地
域包括支援センターを対象
に困難事例検討を行った。
また，経済的虐待や生活困
窮者の相談が増加傾向にあ
るため，関係機関を対象に
困窮者支援をテーマにした
研修会を行い，連携の強化
と支援の充実を図った。

多岐にわたる相
談業務に伴い，
専門的知識や関
係機関との連携
を図り，チーム
での支援が重要
となってくる。
今後も情報交換
の場や研修会を
実施し，更なる
連携を図って行
く。

評
価
妥
当

A a

実態をふまえ，専門職との連携体制
がしっかりと取れている点は評価で
きる。
相談内容が困難なケースが増えてお
り，それに合わせて個別地域ケア会
議の回数も増えているとのことなの
で，今後も専門家の連携を強化する
とともに，困難なケースに対応する
相談員，職員のケアも視野に入れて
取り組んでほしい。
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【事業番号　26（73）】
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【事業番号　28　】

基本的施策：（3）性別による人権侵害に対する自立支援に関する施策
施策の方向：　②DV被害者等の自立に向けた支援を行う

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第５章  地域で支え合い 健康で元気なまちづくり

第５節   環境の変化に対応した子育て支援の充実

項　目 内　容 理　由

事　業　名 DV被害者の安全確保に関する支援
総合計画

各種計画

事業推進課 子育て支援課

3 5 10 11関連する
SDGsの目標

事業の目的
DV被害者の相談を受け，必要時に一時保護施設への入所措置をし安全確保を図る。保護施
設と情報連携し自立に向けた支援を行う。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

関係機関連携回数
（参考数値）

816回 461回 598回 827回 471回 492回

一時保護件数
（参考数値）

7件 3件 3件 9件 4件 4件

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要
相談内容により一時保護が必要な場合には宮城県女性センター等へ入所措置をする。関係機
関（保護施設，警察等）と連携し，加害者から遠ざけ危害が及ばないように安全を確保する
とともに，被害者の自立に向けたサポートを行う。
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【事業番号　28　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度
4 Ａ b

一時保護件数3件（警察署の
件数も含む）について，一
時保護からその後の支援に
ついて関係機関と連携を図
りながらすすめた。

相談者の状況に
より，必要な機
関へつなぎ支援
を行うため，継
続して関係機関
との連携を密に
する。女性相談
（DV等）の周
知にも努める。

評
価
訂
正

B ｂ

被害者の自立に向けたサポートに
もっと力を入れてほしい。相談窓口
の数や相談件数の問題ではない。必
要に応じて医療機関につなげるな
ど，具体的な問題解決のための多面
的な対応を求めたい。加えて，これ
までの一時保護等の事案について事
例研究が必要ではないか。その支援
内容が本当に適切であったかの事後
的な検証も，関係諸機関が集まって
おこなう必要があるのではないか。

令和
２

年度
4 B ｂ

一時保護件数3件について，
一時保護期間が終了した後
も，すぐに自立することが
難しいケースが多く，生活
支援施設に移行し心理士に
よる心のケアや，施設職員
によるアパート探し，通院
の同行，また，居住地の保
健師と連携し自立後のサ
ポートを依頼する等しなが
ら支援した。支援を進める
際には関係機関が集まり本
人の気持ちを聞きサポート
しながら行っている。

相談者の状況に
より，必要な機
関へつなぎ支援
を行うため，継
続して関係機関
との連携を密に
する。女性相談
（DV等）の周
知にも努める。

評
価
妥
当

B ｂ

一時保護が必要なケースについて，
支援のあり方を現状維持でよいとす
るのではなく，対応に問題がなかっ
たかや，よりよい支援のためにどう
すればよかったのかなどを検証する
ための事例研究を，関係諸機関でお
こなっていくことを強く求めたい。

令和
３

年度
4 Ａ ｂ

一時保護件数9件（警察署経
由3件含む）でありDVに関
する相談は多かった。DVの
陰に児童虐待が起きている
可能性もあるため児童の相
談員とも連携し，虐待防止
も意識して対応した。また
障害や特性を持った相談者
もおり対応困難な事例が増
えてきていると感じる。相
談者の対応については過去
の事案を検証しながら，関
係機関とも情報共有し，市
としての方針を明確にして
支援することに努めた。ま
た一時保護後の自立に向け
た支援も重要で関係機関と
連携・協議をしながら進め
た。

相談件数は増加
傾向にあり，
個々の相談者の
状況に応じ，必
要な機関と連携
しながら支援を
行うため，引き
続き関係機関と
の連携を密にす
る。女性相談
（DV等）の周
知にも努める。

評
価
訂
正

Ａ a

相談を受けてからスピード感をもっ
て対応しようと取り組まれている点
は評価できる。問題の根本的解決に
向けてひとつひとつ課題をクリアし
ていく必要があり，その入口として
一時保護の窓口が一本化しているこ
とは重要である。このまま継続して
いただきたい。
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【事業番号　28　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
４

年度
4 Ａ ｂ

一時保護件数4件について，
DVの陰に児童虐待が起きて
いる可能性もあるため児童
の相談員とも連携し，虐待
防止も意識して対応した。
また障害や特性を持った相
談者もおり対応困難な事例
が増えてきていると感じ
る。相談者の対応について
は過去の事案を検証しなが
ら，関係機関とも情報共有
し，市としての方針を明確
にして支援することに努め
た。また一時保護後の自立
に向けた支援も重要で関係
機関と連携・協議をしなが
ら進めた。

相談件数は増加
傾向にあり，
個々の相談者の
状況に応じ，必
要な機関と連携
しながら支援を
行うため，引き
続き関係機関と
の連携を密にす
る。女性相談
（DV等）の周
知にも努める。

評
価
訂
正

A a

前年度に比べて一時保護件数が減っ
ている点や、DVの陰で起きている
児童虐待も視野に入れ相談員と連携
して対応を行った点は評価できる。
障がいや配慮が必要な相談者も増え
ている中、次年度に向けてより具体
的な対策内容を図っていくことをお
願いしたい。

令和
５

年度
4 A ｂ

一時保護件数4件について，
DVの陰に児童虐待が起きて
いる可能性もあるため児童
の相談員とも連携し，虐待
防止も意識して対応した。
また障害や特性を持った相
談者もおり対応困難な事例
が増えてきていると感じ
る。相談者の対応について
は過去の事案を検証しなが
ら，関係機関とも情報共有
し，市としての方針を明確
にして支援することに努め
た。また一時保護後の自立
に向けた支援も重要であ
り，関係機関と連携・協議
をしながら進めた。

相談件数は増加
傾向にあり，
個々の相談者の
状況に応じ，必
要な機関と連携
しながら支援を
行うため，引き
続き関係機関と
の連携を密にす
る。女性相談
（DV等）の周
知にも努める。

評
価
妥
当

A ｂ

ヒアリングの結果，警察や児童相談
所，シェルター等と連携を取りなが
ら，丁寧に対応していることが伺え
た。1件につき60回程度関係機関と
やり取りをするということから，相
談内容の複雑化・困難化が伺える。
相談者の身の安全の確保やその後の
ケアの継続など課題は多いと思う
が，引続き丁寧な対応を心がけてい
ただきたい。
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【事業番号　28　】
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【事業番号　33　】

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

基本的施策：（３）性別による人権侵害に対する自立支援に関する施策
施策の方向：　③関係機関の支援ネットワーク体制の充実を図る

第1章　市民が主役 協働のまちづくり

第2節　男女が共に担うまちづくり

項　目 内　容 理　由

事　業　名 庁内の各種相談窓口の連携の強化
総合計画

各種計画

事業推進課 男女共同参画推進室

5関連する
SDGsの目標

事業の目的
関係機関と連携し啓発に努め，相談体制を確立し，DVによる被害者への迅速かつ適切な支
援を行う。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

ネットワーク会議
開催数

2回 3回
3回

(100%)
3回

2回
(66%)

3回
2回

(66%)
3回

1回
(33%)

3回
1回

(33%)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要
DV対策庁内ネットワーク会議を開催し，市役所内の関係課が共通認識を持って情報を共有
し，常に連携できる体制を備える。（研修会，定例会議）
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【事業番号　33　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

3
・
4

A b

第1回DV対策庁内ネット
ワーク会議では，各課の相
談体制・業務内容等を共有
し情報交換を行った。第2回
は県と共催し相談員を対象
としたDV予防啓発講座
「DV事例検討会」を開催し
た。第3回は各課の相談状
況・実績について情報共有
し，実情や課題などを協議
し互いの連携を図った。

関係課同士の連
携をさらに深め
るため，引き続
きネットワーク
会議を開催し，
事案発生時の個
別支援会議な
ど，迅速かつス
ムーズな連携体
制づくりを図
る。

評
価
妥
当

A b

庁内ネットワーク会議が真に機能し
各課の連携がはかられているなら
ば，現在縦割りで各分野に存在して
いる相談窓口もひとつで済むという
考えかたも成り立ちうる。連携体制
づくりが形式的になもので終わるこ
とのないよう，実質化を強く求めた
い。

令和
２

年度

3
・
4

Ｃ b

第1回会議：各課の相談体
制・相談実績事案の傾向な
どについて情報交換実施。
令和元年度事業評価結果を
踏まえ，市の広報・ウェブ
サイトの情報提供方法の改
善について各担当で取組を
促した。
第2回会議：相談員対象とし
て外部講師による研修会
「DV被害者の現状と相談時
の注意点」を実施（9課15
名）

相談業務の初期
対応方法等，担
当職員育成のた
めの研修会を企
画・実施する。

評
価
妥
当

Ｃ b

依然として庁内ネットワークのシス
テムを年度ごとに維持するのに精一
杯で，各種相談窓口の連携の強化が
図られているとは言えない。男女共
同参画推進室こそが主導権を握って
各課をつなぎ，全体を見渡す役割を
担うべきである。本事業で求められ
るのは相談員の研修会の企画ではな
い。事業内容をもう一度確認された
い。

令和
３

年度

3
・
4
・
５

Ｃ b

第1回：各課の相談体制・相
談実績事案の傾向，コロナ
禍の影響など，支援のあり
方について意見交換を行っ
た。ウェブサイトへの情報
掲載方法の改善取組を促し
たが，一体的に取り組めな
かった。
第2回：相談員対象として
フェミニストカウンセラー
による研修会「DV被害者へ
の相談・支援」を実施（6課
1団体12名）
随時：相談対応についての
ケース会議を行い支援方針
や役割分担について連携を
図った。

推進室が主体と
なり市ウェブサ
イトにおける相
談窓口情報掲載
の整備に取り組
む。令和5年4
月の組織機構変
更による相談窓
口体制に応じた
ネットワーク会
議の運用を検討
する。

評
価
訂
正

Ｂ ｂ

新庁舎への移転に伴い，ネットワー
ク会議の組織編成や運用もよい方向
に進むことを期待する。市役所内で
の男女共同参画についての共通認識
を高める重要な場である。回数は問
題ではない。開催内容は，必要に応
じてどんどん変更してよい。推進室
が積極的に前に出て舵取りをしてほ
しい。

令和
４

年度

3
・
4
・
５

Ｃ b

第1回：各課の相談体制・相
談実績事案の傾向，ウェブ
サイトへの情報掲載方法に
ついて情報交換を行った。
随時：相談対応についての
情報交換を行い支援方針や
役割分担について確認を行
い連携を図った。
研修会：ネットワーク会議
構成課（高齢介護課・社会
福祉課）が企画した研修会
へ参加した。

令和5年4月以
降の組織機構変
更に伴う相談窓
口体制に応じた
ネットワーク会
議の運用を図
る。

評
価
妥
当

C ｂ

ネットワーク会議開催数の目標数値
には達しなかったものの、相談対応
についての情報交換を随時行ったこ
とは評価できる。数値目標に「ネッ
トワーク研修会」という項目を追加
し数値で示していただきたい。新庁
舎移転に伴い、相談窓口の変更が
あったため、市民が利用しやすいよ
うな対策について、ネットワーク会
議等でぜひ検討していただきたい。
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【事業番号　33　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
５

年度

3
・
4

Ｃ ｂ

第1回：各課の相談体制・相
談実績事案の傾向，相談窓
口等の情報発信について情
報交換を行った。市ウェブ
サイトでの情報掲載方法に
ついて，共用を目指し検討
した。

市ウェブサイト
への情報掲載方
法について，情
報検索がしやす
くなるよう担当
課へ相談。年度
内の共用開始を
目指したが，実
施できなかっ
た。

評
価
妥
当

C ｂ

市ウェブサイトへの掲載方法につい
て担当課との連携を試みてはいるも
のの，なかなか改善することは難し
い様子である。
実際の相談者は，電話相談が利用し
やすい人もいれば，オンラインツー
ルでの相談の方が利用しやすい人も
いるだろう。市公式LINEのメインメ
ニューに「相談」の項目を追加する
等，市ウェブサイト以外のツールの
活用も視野に入れていただきたい。
相談者が相談したいときにすぐに繋
がれるような仕組みを，今後も検討
してほしい。
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【事業番号　33　】
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【事業番号　40　】

基本的施策：（４）生涯に及ぶ性と生殖に関する健康と権利の保障に関する施策
施策の方向：　①「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」の概念の普及を図る

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第1章　市民が主役 協働のまちづくり

第2節　男女が共に担うまちづくり

項　目 内　容 理　由

事　業　名
「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」の普
及啓発活動の実施

総合計画

各種計画

事業推進課 男女共同参画推進室

関連する
SDGsの目標

事業の目的
人権としての「女性の生涯に及ぶ健康と権利」という考え方の普及のために年齢に応じた
学習の機会を提供する

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

リプロダクティブ・
ヘルス／ライツに関
する学習会等の開催
数

1回 2回
1回

(50%)
2回

1回
(50%)

2回
1回

(50%)
2回

2回
(100％)

2回
1回

(50％)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要

①庁内推進委員会等で「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」（性と生殖に関する健康・
　権利）について学習会を開催する。

②関係機関と連携し，「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」について情報を収集し，啓
　発を行う。
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【事業番号　40　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

１
・
２
・
３
・
４

B b

市内企業の管理職・人事担
当，市役所管理職等を対象
に，リプロダクティブ・ヘ
ルス／ライツについて，産
婦人科医による研修会を実
施した。また，「リプロ」
のチラシを庁内推進委員会
にて作成し，成人式にて配
布した。また，「リプロ」
の小型ポスターも作成し市
内ドラッグストア・市役所
庁舎へ掲示依頼した。

リプロの研修会
実施や，チラシ
等の配布による
啓発を継続して
行う。

評
価
妥
当

B b

良い学習会を提供されていると考え
るので，男性職員の参加をこれから
もっと増やす努力をお願いしたい。
学生へのチラシの配布を長期休日前
等にするなど，より多くの方の目に
止まる工夫をしていただきたい。総
合健診時にも展示されることが望ま
れる。

令和
２

年度

１
・
２
・
３
・
４

B b

産婦人科医師を講師として
10代～20代対象とした
「リプロダクティブヘルス
／ライツ」セミナーを実施
した。募集にあたり市内の
短大・看護学校学生へ受講
案内をした。会場において
出張図書館・リプロ情報
コーナーを設置し，女性の
健康問題に着目した本の展
示，各種リーフレット・サ
ンプル配付も併せて行っ
た。（参加数46人）

リプロ研修会は
10代・20代対
象には継続して
実施する。
市民健診や各種
イベントの際
に，リプロ啓発
リーフレット等
を配付し啓発機
会を増やしてい
く。

評
価
妥
当

B b

パンフレット等の配置場所（各公共
施設のトイレやエレベーター，地域
のスーパーマーケット等）の工夫が
必要と思われる。配布のタイミング
にも留意されていることと見受けら
れるが，総合健診時や病院等にも協
力を求めていただきたい。

令和
３

年度

１
・
２
・
３
・
４

B b

大崎市医師会連携事業とし
て高等看護学校特別講義
「リプロダクティブ・ヘル
ス/ライツ」セミナーを一般
聴講も含めて実施した。(参
加人数73人)啓発用リーフ
レットを図書館等の施設に
相談カードと併せて設置し
たほか，6月・11月啓発運
動週間や青年文化祭等のイ
ベント，成人式において各
種啓発リーフレット（QR
コード情報へ誘導）の配付
を行った。啓発ポスターは
市内公衆トイレや道の駅等
商業施設のトイレ，検診会
場に常時掲示している。

リプロダクティ
ブ・ヘルス/ラ
イツを学ぶこと
により，生涯に
わたるライフプ
ランやキャリア
継続について自
己実現やサポー
トをする意識づ
けとなる学習会
を行う。

評
価
妥
当

B b

高等看護学校での講座，啓発運動週
間・青年文化祭・成人式でのチラシ
やリーフレットの配布など努力の跡
は見受けられるが，そろそろ一般市
民に対する働きかけも必要な時期に
来ていると感じている。庁内推進委
員会で学習会を開催する際に一般聴
講も出来るようにするなど工夫が必
要と考える。

令和
４

年度

１
・
２
・
３
・
４
・
５

A a

大崎市医師会連携事業とし
て高等看護学校特別講義
「大人のための性教育講
座」を一般聴講も含めて実
施したほか，小学生の親子
を対象としたオンラインセ
ミナー「家庭でできる性教
育」を託児ありで実施し
た。6月・11月啓発運動週
間や青年文化祭等のイベン
ト，二十歳のつどいにおい
て各種リーフレットを配布
し啓発を図った。

リプロダクティ
ブ・ヘルス/ラ
イツの概念の
下，幼少期から
の人権尊重意識
の醸成，若年層
の生涯にわたる
ライフプランや
キャリア継続に
ついて意識づけ
となる学習会を
行う。

評
価
妥
当

A a

高等看護学校での「大人のための性
教育講座」が，一般聴講も含めて実
施されたこと並びに，小学生の親子
対象としたオンラインセミナー「家
庭でできる性教育」を託児有りで実
施したことを評価したい。今後の新
しい取り組みにも期待したい。
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【事業番号　40　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
５

年度

１
・
２
・
３
・
４
・
５

A a

思春期を迎えるお子さんの
保護者と一般聴講を対象と
し，「家庭で伝える「性」
と「生」学習会」を実施し
た。また，二十歳の集いで
は，待合時間等を活用し内
閣府の啓発動画視聴による
啓発を行った。

人が生まれなが
らに持つべき人
権で，生殖可能
な時期だけでな
く，思春期や更
年期，老齢期を
含む一生を通し
て幅広く性と生
殖の健康を保障
する考えである
「セクシャル･
リプロダクティ
ブ･ヘルス/ライ
ツ」の概念や言
葉の認知理解が
進むよう，各年
代に応じた正し
い知識の普及や
情報提供を行
い，啓発活動を
実施する。

評
価
訂
正

B ｂ

思春期を迎える親子と一般聴講を対
象とした講座の実施は評価したい
が，学習会等の開催回数が目標値に
達しなかったことは残念である。ま
た，思春期だけではなく，更年期に
対する理解を深める事業も実施して
もらいたい。事業目的には「女性の
生涯に及ぶ健康と権利」とあるが，
更年期障害は女性だけでなく男性に
もあることなので，夫婦で学び合う
機会も必要かもしれない。
二十歳の集いの際の啓発動画視聴
も，全地域での実施に期待したい。
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【事業番号　40　】
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【事業番号　42　】

基本的施策：（４）生涯に及ぶ性と生殖に関する健康と権利の保障に関する施策
施策の方向：　②女性のライフステージに応じた健康を支援する

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第５章　地域で支え合い 健康で元気なまちづくり

第１節　生涯を通じた健康づくりの推進

項　目 内　容 理　由

事　業　名
妊産婦への訪問や育児相談など母子保健事業
の実施

総合計画

各種計画 大崎市母子保健計画

事業推進課 健康推進課

3関連する
SDGsの目標

事業の目的
妊娠・出産・育児に関する知識の普及と相談を実施し，必要に応じて関係機関と連携し個別
の支援を行い，母子の健康の保持増進・健全育成の推進を図る。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項　目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

①妊娠11週以下での
　妊娠届出率

94.0% 94.2% 93.8%
(99.6%)

94.5% 94.8%
(100.3%)

94.5% 97.1%
(102.8%)

95.0% 96.6%
(101.7%)

95.0% 95.2%
(100.2%)

③乳幼児家庭全戸
　訪問実施率

96.8% 99.0% 99.4%
(100.4％)

99.0% 97.7%
(98.6％)

99.5% 101.3%
(100.4％)

99.5% 99.5%
(100.0％)

100.0% 99.1%
(99.1%)

一般母子相談件数
（参考指標）

8,124
件

7,723
件

8,500
件

8,849
件

8,773
件

7,005
件

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要

①母子健康手帳交付と交付時の健康相談
②パパママ講座（妊婦やその夫を対象に教室を開催し，沐浴実習，妊婦体験等を実施）
③妊産婦・新生児訪問指導（乳幼児家庭全戸訪問）
④離乳食教室・育児相談事業（健康相談・健康教育・離乳食の試食）
⑤母親の心の健康支援事業（個別面談・グループカウンセリング・精神科医による
　スーパーバイズ）
⑥産前・産後サポート事業（助産師・保健師による育児相談）R2から
⑦産前・産後サポート事業（妊婦への助産師による電話相談）R2からR4
⑧出産子育て応援給付金事業（伴走型相談支援）R5から
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【事業番号　42　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

2
・
3

Ｂ b

保健師や助産師が家庭を訪
問し，妊娠，出産，育児に
関する相談や保健指導を行
い，妊産婦が健全な出産・
育児を迎えられるよう訪問
指導を実施した。子どもの
発育・発達に与える影響を
家族で理解し，子供の健康
に関する意識を高められる
ように啓発・個別指導を実
施した。

支援が必要な方
は複雑な課題を
一人で抱えてい
る場合が多く．
相談体制や関係
機関との連携体
制の強化が求め
られている。妊
娠期から子育て
期にわたる切れ
目のない支援を
目指して相談窓
口を設置し，関
係機関と連携し
支援していく。

評
価
妥
当

Ｂ b

②④⑤の事業内容が見えてこないの
で評価に苦しむ。参加率向上のため
の創意工夫がさらに必要と考える。
一般母子相談件数の内容も不明なの
で，評価できるよう実績値を報告願
いたい。努力はされていることと思
われるが，もう一工夫必要と考え
る。

令和
２

年度

２
・
３

B ｂ

①母子手帳交付：子育て世
代包括支援センターを設置
し，妊娠期から切れ目のな
い相談支援を実施した。
②パパママ講座：月1回の定
例の講座だが，開催回数を
増やし希望した妊婦家族が
参加できるようにした。
③全戸訪問：全家庭に連絡
を取り保健師や助産師が訪
問した。
④離乳食相談・育児相談：
郵送で資料送付，個別に電
話相談を実施した。緊急事
態宣言解除後は各会場で個
別相談を充実させて実施で
きた。
⑤はーとほっと事業：グ
ループミーティングを通し
て心の健康につながる気づ
きができるように支援して
いる。

妊娠届出時は保
健師が全数面接
を行い，支援が
必要な方に関係
機関と連携しな
がら支援をす
る。引き続き妊
娠期から子育て
期にわたり切れ
目のない支援を
していく。また
コロナ禍であり
感染状況により
内容の随時検討
をしながら相談
事業等は開催で
きるようにした
い。随時個別相
談や情報提供等
で不安を軽減・
解消して育児が
できるように支
援する。

評
価
訂
正

B ａ

コロナ禍の今だからこそ，きめ細や
かな支援が必要である。相談件数も
増えており，相談しやすい体制が
整っていると思われる。引き続き気
軽に相談できる体制を維持していた
だきたい。
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【事業番号　42　】

令和
３

年度

2
・
3

A a

①母子手帳交付：保健師が
全員と面接。子育て世代包
括支援センターで把握し必
要な方に妊娠期から切れ目
のない相談支援を実施し
た。
②パパママ講座：月1回の定
例の講座だが，開催回数を
増やし希望した妊婦家族が
参加できるようにした。
③全戸訪問：全家庭に連絡
を取り保健師や助産師が訪
問した。
④離乳食相談・育児相談：
各会場で個別相談を充実さ
せて実施。感染状況を見な
がら集団教育できる場面を
作った。父の来所時は同席
できるように配慮した。
⑤はーとほっと事業：グ
ループミーティングを通し
て心の健康につながる気づ
きができるように支援して
いる。
⑥なんでも相談：月1回子育
て支援センターで保健師・
助産師が個別相談を実施
し，保護者が安心して相談
していた。
⑦妊婦への助産師による電
話相談：出産を控える妊婦
を対象に，不安を軽減し安
心して出産を迎えることが
できるように助産師の電話
相談を実施した。

妊娠届出時は保
健師が全員と面
接を行い，支援
が必要な方に関
係機関と連携し
ながら支援をす
る。引き続き妊
娠期から子育て
期にわたり切れ
目のない支援を
していく。また
コロナ禍であり
感染対策を取り
ながら相談事業
等を開催してい
きたい。随時個
別相談や情報提
供等で不安を軽
減・解消して育
児ができるよう
に支援する。
参加希望者が少
ない事業は，全
戸訪問，各健
診・育児相談時
にも声がけをし
て必要な人に繋
げていく。
⑦妊婦健診だけ
では解消しきれ
ない部分を傾
聴，必要な行動
がとれるように
アドバイスをし
ていく。

評
価
妥
当

A a

妊娠期から出産・育児期間中の切れ
目ない相談支援の実施やパパママ講
座の参加希望者への対応など，きめ
細かい事業実施をされている点を評
価したい。その上で若年妊婦に対す
る支援，予期せぬ妊娠，コロナ等に
よる貧困，シングルマザーで届け出
をしないで臨月を迎えている妊婦へ
の支援・相談等のサポートもお願い
したい。
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【事業番号　42　】

令和
４

年度

2
・
3

A a

①母子手帳交付：保健師が
全員と面接。子育て世代包
括支援センターで把握し必
要な方に妊娠期から切れ目
のない相談支援を実施し
た。
②パパママ講座：月1回の定
例の講座だが，参加人数を
少人数として開催回数を増
やし前年同様，24回開催。
希望した妊婦家族が参加で
きるようにした。夫婦での
参加が多く家族との気持ち
の共有・協力について考え
る機会になっている。
③全戸訪問：全家庭に連絡
を取り保健師や助産師が訪
問した。
④離乳食相談・育児相談：
個別相談を充実させて実
施。集団教育ができる場面
を作り，図書館と連携し子
育て支援に繋がる情報提供
をしている。父の来所時は
同席できるように配慮し
た。
⑤はーとホッと事業：参加
者が少なかった。
⑥なんでも相談：月1回子育
て支援センターで実施する
ことで，遊びに来ながら気
軽に相談できる場面になっ
ている。
⑦妊婦への助産師による電
話相談：出産を控える妊婦
を対象に，不安を軽減し安
心して出産を迎えることが
できるように助産師の電話
相談を実施した。

妊娠届出時は保
健師が全員と面
接し，必要な方
には関係機関と
連携しながら，
妊娠期から子育
て期にわたり切
れ目のない支援
をしていく。ま
た子育てアプリ
等を活用した情
報提供や個別相
談で不安を軽
減・解消できる
ように支援す
る。
母親の心の健康
支援事業（はー
とホッと教室）
の参加者が少な
いため，グルー
プカウンセリン
グ効果のために
回数を見直し，
必要な方が受け
られるようにす
る。
⑦は内容を組み
換えし，妊娠7
か月頃の妊婦全
員にアンケート
をとり，出産に
向けての協力体
制や気になるこ
と等を伺い，妊
娠8か月頃希望
者には助産師の
面接し伴走型支
援を行う（子育
て世代包括支援
センター事
業）。

評
価
妥
当

A a

妊娠期から出産・育児期間中の切れ
目ない相談支援の実施や，24回の
パパママ講座の開催，出産を控えた
妊婦希望者に対する伴走型支援な
ど，個別対応のきめ細かい事業実施
をしている点を評価したい。その上
で，若年妊婦に対する支援，予期せ
ぬ妊娠，コロナ等に伴う貧困，シン
グルマザーで届け出なしの臨月を迎
えている妊婦への支援・相談等のサ
ポートもよろしくお願いしたい。
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【事業番号　42　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
５

年度

2
・
3

B b

①母子健康手帳交付：子育
て世代包括支援センターで
全員に面接。早期に状況把
握し必要な方が妊娠期から
切れ目のない支援を受けら
れる体制が構築できた。
②パパママ講座：月1回12
回開催。夫婦での参加が多
く家族との気持ちの共有や
協力について考える機会に
なっていた。
③全戸訪問：全家庭に保健
師や助産師が訪問実施し
た。
④離乳食相談・育児相談：
個別相談：集団教育で図書
館と連携し子育て支援に繋
がる情報提供を実施した。
⑤はーとホッと事業：参加
者が減少傾向であり検討必
要。
⑥なんでも相談：月1回子育
て支援センターで実施。気
軽に相談できる体制が構築
できた。
⑦妊婦対象の電話相談：内
容を組み換えし，妊娠7か月
頃の妊婦全員にアンケート
実施。出産に向けての協力
体制や相談を伺い，妊娠8か
月頃希望者には助産師が面
接し伴走型支援を行う（子
育て世代包括支援センター
事業）

①必要な方には
関係機関と連携
し，妊娠期から
切れ目のない支
援をしていく。
子育てアプリ等
を活用した情報
提供や個別相談
で不安を軽減・
解消できるよう
に支援する。
②③④継続実
施。
⑤参加者が減少
傾向でありR6
年度は個別支援
で対応。
⑥⑦継続実施。

評
価
訂
正

A ｂ

妊娠期から出産・育児期間中の切れ
目ない相談支援など，きめ細かい事
業実施をされている点を評価した
い。ただ，一般相談件数減少の理由
が気がかりである。
乳幼児の一時預かり事業ついては，
全地域での実施を望む。また，はー
とホッと事業の個別支援化に期待し
たい。
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【事業番号　44　】

基本的施策：（４）生涯に及ぶ性と生殖に関する健康と権利の保障に関する施策
施策の方向：　②女性のライフステージに応じた健康を支援する

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第５章　地域で支え合い 健康で元気なまちづくり

第１節　生涯を通じた健康づくりの推進

項　目 内　容 理　由

事　業　名 女性のがん検診受診の啓発
総合計画

各種計画 大崎市健康増進計画

事業推進課 健康推進課

3関連する
SDGsの目標

事業の目的 疾病予防対策を推進し，検診で早期発見治療につなげる。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項　目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

乳がん検診受診率 23.4% 24.5%
22.0%
(89.8%)

25.5% 21.2%
(83.1%)

27.5% 13.1%
(47.6％)

29.5% 16.6％
(56.3％)

30.0% 16.3%
(54.3%)

子宮頸がん検診
受診率

19.6% 20.0%
19.0%
(95.0％)

21.0% 18.8%
(89.5%)

23.0% 19.6％
(85.2％)

24.0% 19.8%
(86.1%)

25.0% 17.7%
(70.8%)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要

女性特有の疾病の早期発見・早期治療につなげる（乳がん検診・子宮頸がん検診）
　・がん検診推進事業において，特定の年齢の人に検診のお知らせと受診票のほかに，無料
　　クーポン券，検診手帳を配布する。
　・受診者を増やすために，申し込みの呼びかけのチラシを作成し，保健推進員等の協力を
　　もらい全世帯への配布や声がけを行う。
　・精密検査に該当した人については，精密検査受診を促し，疾病の早期発見・早期治療に
　　つなげる。
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【事業番号　44　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

3
・
4

Ｂ b

＜R2.3.31現在＞
1.受診者数
　①乳がん検診 5,399人
　②子宮頸がん検診 9,022
人
2.無料クーポン券利用者数
　①乳がん検診 262人
　②子宮頸がん検診 52人
3.精検受診率
　①乳がん検診 93.4％
　②子宮頸がん検診 86.7％
若い世代の対象者が受けや
すいように検診会場での託
児を実施した。また,1月下
旬～2月上旬にかけて,未検
者検診を実施し受診機会の
増加につなげた。

乳幼児健診や相
談，地区健康教
室などで検診の
重要性について
啓発を行う。ま
た，受けやすい
体制づくりとし
て，保健推進員
との連携による
託児を継続し，
若い世代の受診
につなげてい
く。

評
価
妥
当

Ｂ b

無料クーポン券の利用率（受診率）が
低迷しているが，とても良い事業なの
で継続できるよう，工夫していただき
たい。受診率の割り出し方法も職場受
診は含まないとのことであるので，こ
の算出方法で良いのか疑問である。一
考されることを望みたい。

令和
２

年度

3
・
4

B ｂ

＜R3.3.31現在＞
1.受診者数
　①乳がん検診 4,931人
　②子宮頸がん検診 8,526
人
2.無料クーポン券利用者数
　①乳がん検診 220人
　②子宮頸がん検診 49人
3.精検受診率（受診者数）
　①乳がん検診 99.5％
（208人）
　②子宮頸がん検診 98.7％
（77人）
新型コロナウィルス感染症
の影響により，託児や未検
者検診を実施することがで
きなかったが，感染症対策
を講じて，集団・個別とも
に計画していた日数は実施
することができた。

乳がん検診（マ
ンモグラフィ）
は偶数年齢のみ
対象としていた
が，令和3年度
は奇数年齢で前
年度受診してい
ない人も対象と
し，今年度受診
を控えた人の受
診機会を設ける
とともに，受診
者本人にとって
2年に1度の受
診機会となるよ
うに見直しを行
う。

評
価
妥
当

B ｂ

子宮頸がん検診の20歳の無料クーポ
ン券は国の制度であり受診の意識づけ
を目的としているとはいえ実状として
は早すぎる気がする。無料クーポン券
と一緒にどのような状況下で発がんす
るのかを知らせるパンフレットが同封
されれば関心を引くのではないかと思
われる。確かな情報を一緒に届けるこ
とで20歳以降の若い年齢の方々にも
興味を持って受診してもらえる工夫を
していただきたい。
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【事業番号　44　】

令和
３

年度

3
・
4

B ｂ

＜R4.3.31現在＞
1.受診者数
　①乳がん検診 5,840人
　②子宮頸がん検診 9,237
人
2.無料クーポン券利用者数
　①乳がん検診 243人
　②子宮頸がん検診 82人
3.精検受診率（受診者数）
　①乳がん検診 94.0％
（235人）
　②子宮頸がん検診 86.2％
（88人）
乳がん検診(マンモグラフィ)
は偶数年齢のみ対象として
いたが，奇数年齢で前年度
受診していない人も対象と
し受診機会を設けることが
でき受診者数は増加した。
しかし，そのことから対象
者が増加したため受診率は
減少となった。
受診票等を送付する際に，
受診の重要性について啓発
するチラシを同封してい
る。

今年度から乳が
んは前年度未受
診者が対象とな
る。
夜間の未検者検
診を実施し受け
やすい体制づく
りを行ってい
く。
乳幼児健診や相
談，地区健康教
室などで検診の
重要性について
啓発を継続して
行っていく。

評
価
妥
当

Ｂ b

子宮頸がん検診20歳の無料クーポン
の使用件数が伸び悩んでいる。啓発チ
ラシを同封しても効果がないのであれ
ば，SNSを活用するか高校での「デー
トDV予防講座」の際の告知など若年
層にアピールできる方法を考えていた
だきたい。

令和
４

年度

3
・
4

B ｂ

＜R5.3.31現在＞
1.受診者数
　①乳がん検診 5,957人
　②子宮頸がん検診 9,257
人
2.無料クーポン券利用者数
　①乳がん検診 247人
　②子宮頸がん検診 82人
3.精検受診率（受診者数）
　①乳がん検診 94.3％
（247人）
　②子宮頸がん検診 81.3％
（74人）
受診票等を送付する際に，
受診の重要性について啓発
するチラシを同封してい
る。
今年度から古川地域で乳が
ん検診の集団検診を追加実
施し，子宮頸がん検診の未
検者検診とともに午後から
夜間に実施した。子宮がん
検診のみ託児を実施。就労
している方から夜間検診に
ついて受けやすいという感
想があった。

令和5年度から
子宮がん検診の
対象が20～69
歳は毎年，70
歳以上は偶数年
齢の方と前年度
未受診者が対象
となる。
乳幼児健診や相
談，地区健康教
室などで検診の
重要性について
啓発を継続して
行っていくとと
もに，夜間の検
診を継続し受け
やすい体制づく
りを行ってい
く。
今年度は，子宮
頸がん検診の対
象年齢になった
時に受診するこ
との重要性を早
期に意識づけす
るため，HPV
ワクチンの対象
者（小学校6年
生から高校1年
生）に，啓発を
行う。

評
価
妥
当

B b

子宮頸がん検診において，就労者向け
に夜間健診を実施したことと，受診者
数が維持されていることは評価した
い。子宮頸がん検診20歳の無料クー
ポン券の使用件数も相変わらず伸び悩
んでいるようだ。HPVワクチン対象者
や，高校での「デートDV予防講座」
の際に啓発をしていただきたい。
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【事業番号　44　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
５

年度

3
・
４

B ｂ

＜R6.3.31現在＞
1.受診者数
　①乳がん検診 5,810人
　②子宮頸がん検診 8,131
人
2.無料クーポン券利用者数
　①乳がん検診 241人
　②子宮頸がん検診 68人
3.精検受診率（受診者数）
　①乳がん検診 78.1％
（205人）
　②子宮頸がん検診 79％
（49人）
受診票等を送付する際に，
受診の重要性について啓発
するチラシを同封してい
る。
古川地域で乳がん検診の集
団検診並びに，子宮頸がん
検診の未検者検診を午後か
ら夜間に継続して実施し
た。子宮がん検診のみ託児
を実施。

令和6年度は子
宮がん検診の対
象が20～69歳
は毎年，70歳
以上は前年度未
受診者が対象と
なる。
乳幼児健診や相
談，地区健康教
室などで検診の
重要性について
啓発を継続して
行っていくとと
もに，夜間の検
診を継続し受け
やすい体制づく
りを行ってい
く。
子宮頸がんの予
防は検診と
HPVワクチン
の接種の推進で
あるため，対象
者（小学校6年
生から高校1年
生）にも，啓発
を行う。

評
価
妥
当

B ｂ

特に，子宮頸がん検診受診率並びに
20歳の無料クーポン券の使用件数が
低迷していることを懸念している。産
婦人科へ行くことを躊躇している若年
層も多いと考えるが，受診を促す手立
てやSNSを活用しての広報を望む。ま
た，子宮頸がんの予防は病院を受信す
ることとHPVワクチンの接種であるの
で，対象者への啓発にも期待したい。
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【事業番号　45　】

基本的施策：（４）生涯に及ぶ性と生殖に関する健康と権利の保障に関する施策
施策の方向：　③男女の生涯にわたる健康保持や健康増進を支援する

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第５章　地域で支え合い 健康で元気なまちづくり

第１節　生涯を通じた健康づくりの推進

項　目 内　容 理　由

事　業　名 各種健康教育・健康増進教室の実施
総合計画

各種計画 大崎市健康増進計画

事業推進課 健康推進課

3関連する
SDGsの目標

事業の目的
健康増進，生活習慣病の予防等に関する正しい知識を普及し「自分の健康は自分で守る」と
いう意識を啓発する。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項　目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

522回 560回
407回
(73%)

570回
282回
(49%)

580回
318回
(55%)

590回
402回
(68％)

600回
532回
(88％)

11,644
人

13,200
人

8,485
人

(64%)

13,500
人

4,698
人

(34%)

14,000
人

5,079
人

(36%)

14,500
人

6496
人

(45％)

15,000
人

8,112
人

(54％)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要

①健康増進教室
　・一次予防を重視した健康教育を地域毎にシリーズで開催し，7地域で実施。
　・「運動」「食事」「心の健康」「歯の健康」等をテーマとして講話，運動実技，調理実習を
　　実施。
②地区健康教室
　・大崎市や地域の課題を保健推進員と共有し，協働で地域や行政区ごとに，地域の状況に
　　応じた健康教室の実施
　・地区組織や企業等からの依頼に応じた出前講座の実施
③健康手帳作成事業
　　自らの健康管理，健診結果の記録や健康保持と適切な医療の確保に役立てるために健康手帳
　の配布。

①②地区健康教室・
　　健康増進教室
　　上段：開催数
　　下段：参加人数
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【事業番号　45　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

2
・
3

B b

保健推進員や食生活改善推
進員等の地区組織団体，公
民館との連携により健康教
室を実施した。内容として
は，地域の実情に合わせて
内容を企画し，市民への啓
発を行った。また，第2次大
崎市健康増進計画に掲げて
いる地域ごとの課題に沿っ
た内容で実施したり，企業
や小学校へ出向くことに
よって，幅広い年齢層に啓
発することができた。

重点課題である
糖尿病につい
て，関係機関や
団体との連携を
図り啓発を行
う。また，地域
の課題に沿った
内容での教室も
継続し，地域ぐ
るみでの健康づ
くりにつながる
ように取り組ん
でいく。

評
価
妥
当

B b

健康手帳も活用されている方はいる
ものの，その後のフォローは無いと
いうことなので，40歳以上に配布
されるのならスマホでダウンロード
する方法も一考していただきたい。
健康教室はとても良い事業である
が，参加者の減少は否めない。呼び
掛けの工夫や内容の工夫を再考して
いただきたい。

令和
２

年度

2
・
3

Ｂ ｂ

新型コロナウィルス感染症
の影響により，保健推進員
などと連携した健康教室が
ほとんど実施できなかっ
た。その一方で，地区の団
体から感染症予防に関する
健康教室の依頼があり，基
本的な感染症対策と合わせ3
密の回避などについて啓発
を行った。また，公民館や
学童との連携による体験型
の健康教育（出張！健康
チェッカーズ）を実施し，
子どもや働きざかりに対す
る健康の意識づけを行っ
た。

生活習慣病の重
症化を予防する
ために，糖尿
病・高血圧対策
を重点に掲げ，
関係機関と連携
した健康教室を
継続する。

評
価
訂
正

Ｂ ａ

コロナ禍の中において，できうる活
動を行っていただいたように思われ
る。コロナの収束が見えない中での
活動は評価したい。引き続き活動の
継続を願いたい。

令和
３

年度

2
・
3

B ｂ

新型コロナウイルス感染症
の影響で保健推進員などと
連携した健康教室は少な
かったが，地域での健康教
室のニーズはあり，従来の
方法を変更しながら感染症
対策を講じ，健康づくりや
予防の重要性を伝えること
ができた。
地区公民館等での「出張！
健康チェッカーズ」や「フ
レイルチェック」を通じ
て，様々な年代に対して健
康に関する普及啓発を行う
ことができた。

生活習慣病の重
症化を予防する
ために，糖尿
病・高血圧対策
を重点に掲げ，
地域ごとの生活
実態や課題に
沿った内容で関
係機関と連携し
た健康教室を継
続する。

評
価
妥
当

B ｂ

目標値が高いため実績が上がっても
達成度が低いのは，残念である。コ
ロナ禍で，病院受診や健康管理が大
変な時期でもあるので，地区健康教
室の実施は健康づくりや予防を考え
ると重要と思われるので様々な手法
を用いながら引き続き普及啓発をお
願いしたい。
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【事業番号　45　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
４

年度

2
・
3

B ｂ

新型コロナウイルス感染症
の影響で保健推進員などと
連携した健康教室はコロナ
前にはまだ及ばないが，地
域での健康教室のニーズは
あり，従来の方法を変更し
感染症対策を講じながら，
医師会や薬剤師会等の関係
機関と連携し，市民が自ら
の健康管理ができるよう市
の健康課題に沿った健康づ
くりを予防の重要性を伝え
ることができた。
地区公民館等での「出張！
健康チェッカーズ」や「フ
レイルチェック」を通じ
て，様々な年代に対して健
康に関する普及啓発を行う
ことができた。

生活習慣病の重
症化を予防する
ために，糖尿
病・高血圧対策
を重点に掲げ，
地域ごとの生活
実態や課題に
沿った内容で関
係機関と連携し
た健康教室を継
続する。

評
価
妥
当

B ｂ

コロナ禍であっても，開催数・参加
人数が増加している点は評価した
い。ただ，目標値が高いため達成度
が低いのは残念である。健康推進課
だけでなく，市民福祉課，社協包括
支援センター等の連携があると良い
のではないか。

令和
５

年度

2
・
３

B ｂ

保健推進員や食生活改善推
進員等の地区組織団体，公
民館，医師会や薬剤師会等
の関係機関と連携し，市民
が自らの健康管理ができる
よう市の健康課題に沿った
健康づくりを予防の重要性
を伝えることができた。
地区公民館等での「出張！
健康チェッカーズ」や「フ
レイルチェック」を通じ
て，様々な年代に対して健
康に関する普及啓発を行う
ことができた。

生活習慣病の重
症化を予防する
ために，糖尿
病・高血圧対策
を重点に掲げ，
地域ごとの生活
実態や課題に
沿った内容で関
係機関と連携し
た健康教室を継
続する。

評
価
訂
正

A ａ

目標値が高いため達成度が低いのは
残念だが，健康教室の開催数，参加
人数共に増加していることを評価し
たい。保健推進委員と食生活改善推
進委員，公民館や医師会等の連携は
引き続きお願いしたい。加えて，事
業を進める上で地域格差が出ないよ
う配慮していただきたい。
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【事業番号　45　】
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【事業番号　50　】

基本的施策：（５）就業分野における男女共同参画の推進に関する施策
施策の方向：　①均等な雇用機会と労働環境・条件整備の支援を行う

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第４章  活力あふれる 産業のまちづくり

第５節  安定した就労・雇用の支援

項　目 内　容 理　由

事　業　名
ワーク・ライフ・バランス推進のための各種
支援制度の普及

総合計画

各種計画 大崎市産業振興計画

事業推進課 産業商工課

5関連する
SDGsの目標

事業の目的 男女が共に仕事と家庭・地域における活動をバランスよく担えるよう啓発活動を実施する。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項　目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

①チラシ配布等の
　回数

2回 2回
4回

(200％)
2回

2回
(100％)

2回
2回

(100%)
2回

3回
(150%)

2回
1回

(50％)

②宮城県「女性のチ
カラを活かす企業 」
の認証を受けた市内
事業者数

15社 15社
12社

(80％)
15社

9社
(60％)

15社
19社

(127%)
15社

27社
(180％)

15社
29社

(193％)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要

①企業等におけるワーク・ライフ・バランス推進に向けた取組の啓発・促進
　　未来産業創造おおさきや大崎市工業会等の地域の企業の代表が一堂に会する総会等の
　機会に，チラシの配布等による情報提供を実施する。

②広報，ウェブサイトによる周知
　　宮城県「女性のチカラを活かす企業」の認証制度など，ワーク・ライフ・バランスの
　各種支援制度について，広報紙，ウェブサイト及び市内商工団体の会報等へ掲載し，
　普及を促進する。
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【事業番号　50　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

４
・
５

B b

働き方改革に関するセミ
ナー（5月・3月）に加え，
地場企業支援事業（ものづ
くり企業出張説明会にて2
回）においても，参加企業
等に対してリーフレットを
配布するなど，事業者への
周知回数を増やすことはで
きた。一方，宮城県「女性
のチカラを活かす企業 」の
認証を受けた市内事業者数
は目標値に届かなかった。

②宮城県「女性
のチカラを活か
す企業 」の認
証制度について
も，①に合わせ
て周知回数を増
やすこととした
い。

評
価
妥
当

B b

企業の採用活動との関連付けなど，
企業にとってのメリットを提示しな
がらの啓発は効果的であると考え
る。具体的な取り組みをイメージし
やすいよう地元企業の事例を紹介す
るなど，効果的な手法を検討しては
どうか。
また，「女性のチカラを活かす企
業」認証制度については，男女共同
参画推進室との連携等により，効果
的なPRに努めていただきたい。

令和
２

年度
4 B ｃ

新型コロナウイルス感染症
拡大により実施予定でセミ
ナー開催は2回のみであっ
た。中小企業人材確保事業
（ものづくり企業出張説明
会）においても周知活動は
困難であった。また，宮城
県「女性のチカラを活かす
企業」の認証を受けた市内
事業者数は大きく落ち込ん
だ。

企業では，新型
コロナ感染症対
応が優先であ
り，状況に応じ
た周知方法の検
討しながら実施
することとした
い。

評
価
妥
当

B ｃ

コロナ禍の影響により，取り組みを
進めることが難しいことは理解でき
るが，コロナ対策を機に働き方改革
を進めた企業の例もあり，企業に
とって有益な情報の提供等を模索し
ていただきたい。

令和
３

年度
4 Ｂ ｂ

新型コロナウイルス感染症
拡大によりセミナー開催は1
回のみであった。地場企業
人材確保事業（ものづくり
企業出張説明会）において
も周知活動は困難であっ
た。一方，宮城県「女性の
チカラを活かす企業」の認
証を受けた市内事業者数は
増加した。入札制度におけ
る評価項目となることで，
認証取得推進の効果が期待
できる。

企業では，新型
コロナ感染症対
応が優先である
ことに変わりは
なく，コロナ禍
の状況に応じた
周知方法を検討
したい。

評
価
妥
当

Ｂ ｂ

テレワーク・ITによるビジネスモデ
ルを作るためのセミナー開催である
ため，今後とも引き続き商工会議所
含め，企業への告知活動を進め，複
数回の開催に努めていただきたい。
宮城県の事業であるが，「女性のチ
カラを活かす企業」で認証された事
業者が増えているので，大崎市の広
報・他団体の会報誌に掲載するなど
し，PRに努めていただきたい。

令和
４

年度
4 B ｂ

人材確保につながるセミ
ナー，大崎市工業会定例会
にて参加企業等に対してチ
ラシを配布の上で口頭で説
明し周知に努めた。一方，
宮城県「女性のチカラを活
かす企業」の認証を受けた
市内事業者数は目標数を上
回った。入札制度における
評価項目となることから，
建設業等を中心に認証取得
に繋がったものと考えられ
る。

チラシの配布の
みならず，宮城
県「女性のチカ
ラを活かす企業 
」の認証制度の
周知方法を検討
し実施したい。

評
価
妥
当

B b

「女性のチカラを活かす企業」の認
定啓発により，より多くの企業が認
定されたことは喜ばしいことであ
る。企業への啓発チラシの個別配布
は難しいことだが，1つでも多くの
企業が啓発チラシを目にする配布方
法を工夫願いたい。
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【事業番号　50　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
５

年度
4 B ｂ

大崎市工業会定例会にて参
加企業等に対してチラシを
配布の上で口頭で説明し周
知に努めた。宮城県「女性
のチカラを活かす企業」の
認証を受けた市内業者数は
目標数を上回った。

チラシの配布の
みならず，宮城
県「女性のチカ
ラを活かす企業 
」の認証制度の
周知方法を検討
し実施したい。

評
価
妥
当

B ｂ

チラシ配布等の啓発事業について，
令和4年度に比べ実施回数が減少し
ていることから，実施回数増加の取
組みに期待したい。
市民に「女性の力を活かしている会
社」と容易に認知され，働く人を優
遇し応募しやすい環境作りに努めて
ほしい。
また，県事業の「女性のチカラを活
かす企業」の認証制度の啓発とは別
に，市および企業，働く人双方がメ
リットを享受できる独自の認証制度
の構築を図ってほしい。
事業概要および数値目標の項目につ
いて，県と市が取り組んでいる内容
がそれぞれ分かるように記載願いた
い。
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【事業番号　50　】
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【事業番号　52　】

基本的施策：（５）就業分野における男女共同参画の推進に関する施策
施策の方向：　②農業・自営業へ従事する女性への支援を行う

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第４章  活力あふれる 産業のまちづくり

第６節   魅力ある地域資源の活用と産業の連携

項　目 内　容 理　由

事　業　名 農産加工クラブ開放講座への支援
総合計画

各種計画 大崎市産業振興計画

事業推進課 農政企画課

9関連する
SDGsの目標

事業の目的 農産加工技術の普及や農産物を加工することの喜び等を見いだす場を提供する。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項　目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

3回 3回
3回

(100％)
3回

3回
(100％)

3回
3回

(100%)
3回

3回
(100%)

3回
3回

(100%)

96人 90人
97人

(108％)
90人

84人
(93％)

90人
97人

(108%)
90人

87人
(97％)

90人
119人
(132%)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要
　大崎市内の一般市民を対象に農産加工技術の普及や，農産物を加工することの喜びを感
じ，伝統的な食品加工技術である「もち料理」や「味噌」などの発酵食などの食文化を指
導・伝承するため開放講座の運営や場所の提供等を支援する。

農産加工クラブ開放
講座
上段：開催数
下段：参加人数
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【事業番号　52　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

2
・
3
・
4

Ａ b

開放講座は定員を超える応
募があり，特に女性に限ら
ず男性も参加するなど，男
女共に農産加工を通し活動
できる場を提供できた。
開放講座を運営している大
崎市古川農産加工クラブ連
絡協議会が，今年度の宮城
県農業・農村活性化女性グ
ループ等表彰にて長年の功
績が認められ，地域社会参
画部門で最優秀賞を受賞し
た。

今後も開放講座
等を通して男女
共に参画できる
場を提供してい
く。

評
価
妥
当

Ａ b

数値目標を達成していることは評価
できる。加えて，新たな担い手の育
成に向けて，若い世代を巻き込んで
いく必要があるのではないか。
異業種交流の機会を設けることで多
様な視点の獲得と新たな事業展開の
支援を図ってはどうか。

令和
２

年度

2
・
3
・
4

B b

新型コロナ感染防止に配慮
しながらの開催のため，試
食等は行わず全て持ち帰る
スタイルに変更したり，講
座内容を変更し実施した。
広報を見て初めて参加した
転勤ママや親子で参加した
方も見受けられた。講座に
よっては力を必要とする作
業もあり，男性参加者に積
極的にお願いする場面も
あった。
開放講座を運営している大
崎市古川農産加工クラブ連
絡協議会が，第13回「宝の
都（くに）・活性化貢献
賞」を受賞した。

今年度初めて実
施した焼肉のタ
レ作りが好評
だった。参加者
の意見を聞い
て，講座内容や
開催日程につい
て協議していき
たい。
これからも開放
講座等を通して
男女共に参画で
きる場を提供し
ていく。

評
価
妥
当

B b

当該事業は，農産加工クラブ，参加
者ともに満足度が高く，コロナ禍の
中でも工夫して実施したことは評価
したい。
一般市民への農産加工技術普及等を
目的とした事業であるが，農業加工
クラブのメンバーに女性が多いこと
や食文化に興味を持つ男性の参加が
あることなどを鑑み，「施策の方
向」についての成果・評価について
意識しながら取り組んでいただきた
い。

令和
３

年度

2
・
3
・
4

A a

新型コロナウイルス感染防
止対策として，第1回と第3
回講座については，密状態
回避のため，二部制で開催
した。内容については，1回
梅干し作り・2回雑煮つく
り・3回味噌つくりと伝統的
な食品加工技術である講座
内容を実施し，応募者多数
となった。食文化に興味を
持った男性も参加者の見ら
れた。（講座参加者94名う
ち10名）

今後も新型コロ
ナ感染防止対策
に配慮しながら
開放講座を開催
していき，男女
共に参画できる
場を提供してい
く。

評
価
妥
当

A a

講座の参加者数が増加してきている
ので何に魅力があるのかアンケート
を取り，方向性を探る必要があると
考える。参加者の年代層は高いと思
われるため，若い世代に向けたPR
の検討を望む。リピーターを講師と
して育成するなど，農産加工クラブ
の人材確保や，農家とコラボレー
ションして原料を調達するなどと
いった横に広がりのあるアプローチ
も考えてはどうか。
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【事業番号　52　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
４

年度

2
・
3
・
4

A a

昨年に引き続き，新型コロ
ナウイルス感染防止対策と
して，第1回と第3回講座に
ついては，密状態回避のた
め，二部制で開催した。内
容については，1回梅干し作
り・2回雑煮つくり・3回味
噌つくりを実施した。開放
講座は定員を超える応募が
あり，第1回から第3回講座
まで抽選を実施した。当日
のキャンセル等もあった
が，応募者多数となった。
食文化に興味を持った初参
加の男性も見られた。（講
座参加者87名うち7名）

今後は，参加者
へのアンケート
等を実施し，直
接的な意見を取
り入れ，開放講
座を開催してい
き，男女共に参
画できる場を提
供していく。

評
価
妥
当

A a

毎年多くの参加者があり，人気の企
画であることがわかる。毎年リピー
トして参加している方がどのくらい
いるのか，新規参加者はどのくらい
か，また今後のこの事業に望むこと
等ぜひアンケートや聞き取りをして
いただきたい。

令和
５

年度

2
・
３
・
５

A a

第1回梅干し作り・第2回雑
煮つくり・第3回味噌つくり
を実施し，いずれも募集人
数を超える応募があった。
第3回目ではアンケートを実
施し，8割以上が大変満足と
回答，参加男女比は約1：4
（未回答1割有り）だった。
50代以下は約2割，60代以
上が8割，7割がリピーター
であり，需要は十分あるこ
とが伺えた。

アンケート結果
を参考に，男女
ともに農産加工
を次世代につな
ぐ取り組みとし
て，開放講座を
継続していきた
い。講座講師の
高齢化・担い手
について今後検
討したい。

評
価
妥
当

A a

実施した3回の開放講座が全て好評
であり，アンケート結果をみると男
性参加者も増えたことを評価した
い。今後，開催数の増加，また，対
象者を日本語学校の生徒等にして開
催すること等，他課事業とのコラボ
の展開に期待したい。
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【事業番号　56　】

基本的施策：（５）就業分野における男女共同参画の推進に関する施策
施策の方向：　③創業支援・新産業の創造支援を行う

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第４章  活力あふれる 産業のまちづくり

第５節  安定した就労・雇用の支援

項　目 内　容 理　由

事　業　名 創業支援機関等と連携した起業支援
総合計画

各種計画 大崎市産業振興計画

事業推進課 産業商工課

8 9 11 17関連する
SDGsの目標

事業の目的 創業を目指す女性への継続した支援を行う。

平成３０年度
平成

30年度
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項　目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

創業支援機関等の支
援を受けた創業者数

32件 25件
23件

(92%)
25件

20件
(80％)

25件
18件

（72%）
25件

39件
(156％)

25件
23件

(92％)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要

創業支援施設「おおさきコワーキングスペース alata（アラタ）」の設置
　　おおさきコワーキングスペースの円滑な運営による交流の場・拠点づくりを推進
　しながら，創業支援機関である商工会議所・商工会及び金融機関等と連携し，起業
　支援体制を強化する。
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【事業番号　56　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度
2 A ｂ

市の創業支援連携事業者で
ある，古川商工会議所，大
崎商工会，玉造商工会，古
川信用組合と連携し，起業
に必要な知識を習得できる
特定創業支援事業（創業
塾）を始め，創業セミ
ナー，相談会などを開催
し，延べ251人に支援を
行った。うち23人が創業に
至った。

「食」や「観
光」など地域資
源をテーマとし
た特徴ある起業
塾を開催し，新
たな事業と雇用
の場を創出して
いく。

評
価
訂
正

B ｂ

女性を対象とした創業支援について
は，きめ細かく取り組んでおり評価
できる。引き続き，ネットワーク支
援を含めて継続的に取り組んでいた
だきたい。事業の目的に鑑みて，数
値目標については，女性の創業者に
ついてモニタリングしていく必要が
あるのではないか。

令和
２

年度
2 B b

市の創業支援連携事業者
（古川商工会議所・大崎商
工会・玉造商工会・古川信
用組合）と連携し，起業に
必要な知識を習得できる特
定創業支援事業（創業塾）
を開催したが，コロナ対策
で人数を限定したり中止と
なった事業もあった。創業
セミナーや相談会等で延べ
288人に支援を行った。う
ち20人が創業に至った。

セミナーで創業
者に実体験を講
演いただいてい
る。今後もセミ
ナーを通して創
業後の経過を見
守っていく。
「農業」の新た
な市場拡大につ
いて関係機関と
連携し，支援し
ていく。

評
価
妥
当

B b

創業前から創業後までの継続した支
援としての様々な取り組みを評価し
たい。また，大崎市の資源を生かし
た「農業の新たな市場拡大」に期待
したい。
今後も，創業後5年間に実施してい
る事業実施状況調査から課題やニー
ズを抽出して柔軟に取り組んでいた
だきたい。

令和
３

年度

2
・
4

Ａ ａ

市の創業支援連携事業者で
ある，商工団体及び金融機
関と連携し，起業に必要な
知識を習得できる特定創業
支援事業（創業塾）を2回開
催。青年就農者向けのセミ
ナーを市農林振興課と合同
開催した。夫婦で参加した
就農者も3組あり，今後の経
営に繋がる内容となった。
その他創業セミナー，相談
会も開催し，延べ395人に
支援を行った。うち18人
（女性7人男性11人）が創
業に至った。

農林振興課と合
同開催したセミ
ナーは大変好評
だったため，次
年度も取り組ん
でいきたい。ま
た，大崎市を拠
点としたECサ
イトが立ち上が
るため，新たな
販路開拓にも支
援していきた
い。

評
価
妥
当

Ａ ａ

新規就農者が農業と関係のない夫婦
というのは支援結果の表れと思う。
産業商工と農業関係が連携したセミ
ナーを増やし，起業のための分かり
やすい説明をするには十分なスタッ
フの確保が望まれ，また起業後のサ
ポート体制の充実が大切である。今
後を期待したい。大崎地域全体にも
影響力のあるコワーキングスペース
alataの情報スペースコーナーの更
なる有効活用を図るよう努めていた
だきたい。
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【事業番号　56　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
４

年度

2
・
4

Ａ ａ

市の創業支援連携事業者（3
商工団体・金融機関）と連
携し，起業に必要な知識を
習得できる特定創業支援事
業（創業塾）を3回開催
（内，1回は参加しやすい日
程として日曜日開催とし
た）。青年就農者向けのセ
ミナー（参加者20人）及び
農業者向けのインボイスセ
ミナー（会場79人・オンラ
イン27人）を市農林振興課
と合同開催した。夫婦また
は親子で参加した農業者も
あり，今後の経営に繋がる
内容となった。その他創業
セミナー，相談会も開催
し，延べ703人に支援を
行った。うち39人（女性
17人男性22人）が創業に
至った。

日曜日開催のセ
ミナーは定員に
達するほど好評
だったため，継
続する。
農林振興課と合
同開催した青年
就農者向けのセ
ミナーは水稲農
家夫婦で講演い
ただき，大変好
評だった。次年
度も合同開催と
したい。
インボイス制度
は令和5年10
月から始まるた
め，7月に3地
域でセミナーを
行うこととし
た。

評
価
妥
当

A a

セミナー参加者が参加しやすい日時
の設定で，参加者が増加したことを
評価したい。創業後のサポートも確
立されていることが安心感を生み，
この事業が，起業を考えている方の
大きな支えになっていると思われ
る。今後もニーズにこたえられるよ
う，企画・サポートをお願いした
い。

令和
５

年度

２
・
４

B ｂ

市の創業支援連携事業者（3
商工団体・金融機関）と連
携し，起業に必要な知識を
習得できる特定創業支援事
業（創業塾）を3回開催。
また，インボイスセミナー
を3地域（古川，鹿島台，鳴
子）にて開催した。その他
創業セミナー，相談会も開
催し，延べ485人に支援を
行った。うち23人（女性
15人男性8人）が創業に
至った。

農政企画課と合
同開催したセミ
ナーは青年就農
者，酪農家に
とって新しい知
見が広がるセミ
ナーであり大変
好評だったた
め，次年度も合
同開催とした
い。また，セル
フブランディン
グを支援するセ
ミナーを行うこ
ととした。

評
価
妥
当

B ｂ

特定創業支援事業認定講座では，一
部のカリキュラムに，過去に本講座
を受講した先輩起業者が講師とな
り，自身の体験談を踏まえた構成と
工夫を凝らしたセミナーを行ってい
る。過去の受講者である先輩起業者
との接点を途絶えることなく脈々と
受け継いで対応していることを評価
したい。
イベントおよびセミナー開催にあた
り，創業支援施設「おおさきコワー
キングスペースalata（アラタ）」
等との連携による周知活動のほか，
他課との合同開催セミナーでは参加
者から好評を得るなど，良好な連携
体制が構築されていることが伺え
た。引き続き，新規起業者の販路拡
大，既存事業者との情報交換の場を
通じて，支援活動に取り組んでいだ
たきたい。また，新たに起業を検討
している方々への講座の充実化を
図ってほしい。
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【事業番号　57　】

基本的施策：（５）就業分野における男女共同参画の推進に関する施策
施策の方向：　④市職員のワーク・ライフ・バランスを推進する

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第１章　市民が主役協働のまちづくり

第３節　市民の生活を支える行財政改革の推進

項　目 内　容 理　由

事　業　名
ワーク・ライフ・バランス推進に向けた職場
環境づくり

総合計画

各種計画 大崎市特定事業主行動計画

事業推進課 人財育成課

5 8 10関連する
SDGsの目標

事業の目的 生き生きと活躍できる職場環境づくりにより，仕事と家庭生活の両立の実現を図る。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項　目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

①時間外勤務が1年間に
240時間を超える職員
　上段：市長部局等
　下段：市民病院

8%
3％
以内

10％
(29%)

3％
以内

7%
(41%)

11％
以内

9%
(122%)

10％
以内

12%
(83%)

9％
以内

8%
(112%)

9％
以内

11%
(82%)

9％
以内

14%
(64%)

8％
以内

14%
(57%)

①年間の年次有給
　休暇取得日数
　上段：市長部局等
　下段：市民病院

10.4日 15日
10.5日
(70%)

15日
10.5日
(70%)

11日
11日

 (100%)
12日

12日
(100%)

13日
14日

(107%)

6日
8日

(133%)
7日

10日
(143%)

8日
10日

(125%)

②男性の育児休業取
得率(令和元・２年度
は市民病院除く)

0% 5%
18%

(360%)
5%

25%
(500%)

7%

50%

7%

36%
(514%)

8%

64%
(800%)

12%
(171%)

17%
(243%)

27%
(337%)

②男性の配偶者出産休暇
及び育児参加のための休
暇取得率
　上段：市長部局等
　下段：市民病院

66%
75%

70%
55%

(79%)
73%

64%
(87%)

73%
54%

(74%) 74%
33%

(45%)
76%

93%
(122%)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

①時間外勤務
が1年間に
240時間を
超える職員

時間外勤務が1年間に240時
間を超える職員の割合を見直
す（管理職除く）

実績による見直し及び令和2年度
までは分母に管理職員の人数を含
めていたが，令和3年度より「特
定事業主行動計画」に合わせ，管
理職員数を除くこととした。

変更前:　3％以内　
変更後:
(市長部局等)
　11％以内
(市民病院)
　9％以内　　

変更前:　3％以内　
変更後:
(市長部局等)
　10％以内
(市民病院)
　9％以内　　

変更前:　3％以内　
変更後:
(市長部局等)
　9％以内
(市民病院)
　8％以内　　

①年間の年次
有給休暇取得
日数

年間の年次有給休暇取得日数
の見直し

「特定事業主行動計画」に合
わせた見直し

変更前:　15日　
変更後:
(市長部局等)  11日
(市民病院)        6日　　

変更前:　15日　
変更後:
(市長部局等)  12日
(市民病院)        7日　　

変更前:　15日　
変更後:
(市長部局等)  13日
(市民病院)        8日　　

②男性の育児
休業取得率

男性の育児休業取得率の
見直し

「特定事業主行動計画」に合
わせた見直し

変更前:　5％　
変更後:　7％

変更前:　5％　
変更後:　7％

変更前:　5％　
変更後:　8％

②男性の配偶
者出産休暇及
び育児参加の
ための休暇取
得率

【追加】
男性の配偶者出産休暇及び育
児参加のための休暇取得率

男性職員の育児参加を促進す
るため

(市長部局等)  66％
(市民病院)     73％　

(市長部局等)  70％
(市民病院)     74％　

(市長部局等)  73％
(市民病院)     76％　

事業概要

①時間外勤務の縮減，年次有給休暇の取得推進
　　職員が健康で能力を発揮でき，家族・友人との充実した時間，自己啓発，地域活動への
　参加のための時間を確保するため，ノー残業デーの周知徹底と年次有給休暇の取得を促す。

②男性職員の育児休業，特別休暇の取得促進
　　出産後の配偶者支援，男性の家事・育児参画を推進するため，休暇制度及び手続方法の
　周知により育児休業の取得を促す。

(714%)

(114%)
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【事業番号　57　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度
5 Ｂ b

時間外勤務については，令
和元年東日本台風の影響に
より，平成30年度の実績か
ら2％増加した。年次有給
休暇の取得状況は，変化は
なく横ばいの結果となっ
た。育児休業の男性取得に
ついては，制度周知の資料
を作成したこともあり，令
和元年度中の男性の新規育
児休業取得可能者11名のう
ち，2名が取得した。

管理職のマネジ
メントによる業
務量平準化を進
め，時間外勤務
の縮減と年次有
給休暇を取得し
やすい環境づく
りを推進する。
育児休業につい
ても，男性職員
取得に係る意識
啓発を図る。

評
価
妥
当

Ｂ b

時間外勤務や年次有給休暇取得日数
については，災害発生などの要因は
理解できるが，引き続き目標達成に
向けて取り組んでいただきたい。
取得期間，取得率の向上に向けて
は，取得者の感想などを職員内で共
有するなど，取得の具体的なイメー
ジを持ち，また，長期休業を取得し
たことで，不安にならない職場環境
作りが重要である。

令和
２

年度
5 B a

時間外勤務については，台
風等の被害もなく前年度か
ら減少したが，新型コロナ
ウイルス感染症への対応等
により目標値には達しな
かった。また，年次有給休
暇の取得状況は，変化はな
く横ばいの結果となった。
男性の育児休業取得につい
ては，昨年度作成した制度
周知用のパンフレットに体
験談を盛り込むなどして男
性職員の育児参加を促し
た。令和2年度中の男性の
新規育児休業取得可能者8
人のうち，2名が取得し
た。

管理職マネジメ
ント能力の強
化，職員が情報
を共有し相互に
協力・尊重しあ
う職場を醸成す
ることにより，
時間外勤務の縮
減と年次有給休
暇を取得しやす
い職場環境づく
りを推進する。
引き続き育児休
業及び育児参加
特別休暇の取得
に係る制度・体
験談を周知する
ことで，職員の
意識啓発を図
る。

評
価
妥
当

B a

男性の育児休業取得について，制度
周知に体験談を盛り込むなどの工夫
は評価したい。しかしながら，取得
者の休業期間が短く，ワーク・ライ
フ・バランスが実現されているとは
言い難い状況である。今後は，育児
休業期間や休業中の過ごし方などに
も目を向けて取り組んでいただきた
い。
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【事業番号　57　】

令和
３

年度
5 B a

①市長部局については，災
害対応の影響などのため，
時間外勤務が前年度実績よ
り2.6ポイントの上昇と
なったものの，当初設定目
標を達成している。年次有
給休暇の取得平均日数は昨
年度実績を0.5日上回っ
た。
②男性の育児休業取得につ
いては，新規育児休業取得
可能者8人中4名（最長4カ
月)取得しており，男性の育
児休業取得への理解や体制
整備が進んでいる。

①管理職が業務
の進捗管理を適
切に行うととも
に，担当や課，
部を越えた協力
体制を確立する
ことで，業務量
の偏りを解消
し，時間外勤務
の縮減を図る。
また，引き続き
計画的に年次有
給休暇が取得で
きる職場環境づ
くりに努めてい
く。
②男性の育児休
業期間が短いこ
とについては，
職場への負担な
どを念頭にした
意識が根強いこ
とが原因と考え
られるため，職
場環境及び職員
の意識啓発を図
る。

評
価
妥
当

B a

制度活用への理解が高まり，育児休
業の取得率が上がっているため，令
和7年度は20%位に設定する必要が
あると考える。職員の業務負担が多
いため，育休代替の手配等環境を整
える事が必須である。ワーク・ライ
フ・バランスの取組であるノー残業
デーが業務の先延ばしにならないよ
う業務の進捗管理に注意を払う必要
がある。特定事業主行動計画の目標
値は5年間で設定されているが，途
中で制度設計を見直すよう検討をお
願いしたい。

令和
４

年度
5 B a

①市長部局については，令
和4年7月豪雨による災害対
応，内部情報系システムの
更新，庁舎の移転準備など
により時間外勤務が前年度
実績から3％増加し，目標
値を達成していない。一方
で年次有給休暇の取得は増
えており，目標値を達成す
ることができた。
②男性の育児休業取得につ
いては，市長部局の新規育
児休業取得可能者11名のう
ち4名，市民病院の新規育
児休業取得可能者18名のう
ち3名が取得しており，い
ずれも目標値を上回ってい
る。

①管理職が適切
な業務管理を行
うとともに，一
つの業務を多方
面から協力・支
援できる体制を
構築すること
で，業務遂行環
境の改善を図
る。また，特定
の担当に集中す
る業務量を平準
化することで時
間外勤務の削減
や年次有給休暇
の取得増加に努
める。
②男性の育児休
業取得は周囲の
理解や環境によ
る部分が大きい
ため，制度理解
への周知を図
り，更なる取得
推進に努める。

評
価
妥
当

B a

職員が安心して育休が取得できるよ
うな業務の体制作りが必要である。
在宅ワークへの切換えや，休職中の
人材の補充等も必要ではないか。
また，ノー残業デーの在り方も考え
直すべきと思われ，サービス残業を
していない，本当に残業をしていな
い職員数の把握が必要である。職員
は意識はしているだろうが，業務の
繁忙期が各課で異なるので，各課の
ノー残業デーもあってよいのではな
いか。まずはできることから始めて
いくべきだと思う。
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【事業番号　57　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
5

年度
5 B a

①市長部局については，前
年度と比較し災害対応及び
庁舎移転に伴う業務が減少
したことにより時間外勤務
が4％減少している。
また，年次有給休暇の取得
も増えており，目標値を達
成することができた。
②男性の育児休業取得につ
いては，市長部局及び市民
病院ともに目標値を大幅に
超えて達成することができ
た。

①管理職が職員
の業務量を把握
し適切な業務管
理を行うととも
に，協力・支援
できる環境整備
を図ることで時
間外勤務の縮減
を図る。
また，計画的な
年次有給休暇の
取得を推進す
る。
②男性の育児休
業については目
標値を達成する
ことができてい
るが，今後は令
和5年5月に定
めている「崎市
職員テレワーク
実施要綱」に基
づき，復職後も
仕事と生活の両
立が図れるよう
に支援する。
なお，育児休業
や休暇は希望者
が取得しやすい
職場環境及び体
制づくりを図
る。

評
価
妥
当

B a

男性の育児休暇取得率が大幅に伸び
ており評価したい。また，人員不足
の解消対策として，放課後児童クラ
ブ運営の事業委託，AIやRAP等を
活用し，全庁的に職員の業務効率化
を図っていることを評価したい。引
き続き業務の効率化を図っていただ
くとともに，休職中の業務サポート
をする職員が長時間労働や休日出勤
とならないよう，心と身体の健康サ
ポートを行い，働きやすい環境整備
も併せて進めていただきたい。
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【事業番号　59　】

基本的施策：（６）家庭生活における活動及び社会活動の両立支援に関する施策
施策の方向：　①保育サービスや子育て支援の充実を図る

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第５章  地域で支え合い 健康で元気なまちづくり

第５節   環境の変化に対応した子育て支援の充実

項　目 内　容 理　由

事　業　名 多様な保育サービスの提供
総合計画

各種計画 子ども・子育て支援事業計画

事業推進課 子育て支援課

3 4 8 11関連する
SDGsの目標

事業の目的
共働きや就労形態等により保育の必要な児童を保護者が安心して預けられる保育サービスを
提供する。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

保育施設数と入所
児童数
（参考指標）

2,857
人

2,889
人

2,869
人

2,899
人

2,892
人

2,745
人

36箇所 35箇所 35箇所 37箇所 36箇所 36箇所

入所待機児童数
（4月1日現在）

64人 0人
39人

(61%)
0人

47人
(53%)

0人
21人

(79%)
0人

5人
(95%)

0人
0人

(100％)

①障がい児保育実施
　保育所数

17箇所 16箇所
17箇所
(106%)

16箇所
17箇所
(106%)

18箇所
18箇所
(100%)

18箇所
18箇所
(100%)

18箇所
19箇所
(105％)

②延長保育実施
　保育所数

36箇所 35箇所
35箇所
(100%)

35箇所
35箇所
(100%)

37箇所
37箇所
(100%)

36箇所
36箇所
(100%)

37箇所
37箇所
(100%)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

①障がい
児保育実
施保育所
数

目標値を16箇所から18箇
所に修正

保育施設の新規開設等によ
り，受入可能施設が増とな
るため。

変更前: 16箇所
変更後: 18箇所　　

変更前: 16箇所
変更後: 18箇所　　

変更前: 16箇所
変更後: 18箇所

②延長保
育実施保
育所数

目標値を令和4年度は36
箇所，令和5年度は37箇
所に修正

保育施設の休園及び新規開
設の遅れにより，延長保育
実施施設が変更となるた
め。

変更前: 35箇所
変更後: 37箇所　　

変更前: 35箇所
変更後: 36箇所　　

変更前: 35箇所
変更後: 37箇所　　

事業概要

①公立保育所（9箇所）・私立保育所（23箇所）・認定こども園（5箇所）・地域型保育
　施設（16箇所）での保育
　　通常保育，障がい児保育，病児保育，病後児保育，アレルギー除去食の提供の実施

②延長保育事業の実施
　　保育標準時間（7：00～18：00），保育短時間（8：00～16：00）の前後で，
　7：00～19：00まで保育時間を延長して児童を保育する事業
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【事業番号　59　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

２
・
３

B b

通常保育，障がい児保育，
病児保育，アレルギー除去
食の提供等の支援を行っ
た。
延長保育は，認定こども園
への移行があり，より多く
の利用希望者の受け入れが
できた。

多様な保育サー
ビスの受け入れ
体制を整え充足
できるよう努め
る。

評
価
妥
当

B b

待機児童の解消に力を入れ，保育施
設の増設や定員増のための取り組み
をおこなっていることは評価できる
が，病児・病後保育も障害児保育
も，十分な数が供給できているとは
言い難い。夜間保育も，市民の多様
な働き方にもとづく生活時間を想定
するならば早急に整備が求められ
る。保育は子育てのなかでも限られ
た期間ではあるが，そのサービスを
充実させることは，大崎市への生産
年齢人口の移住・定住を増大させる
ためへの鍵となる。

令和
２

年度

２
・
３

B b

通常保育，障がい児保育，
病後児保育，アレルギー除
去食の提供等の支援を行っ
た。
延長保育は，全ての保育施
設で実施している。
障がい児保育は，児童の状
態に応じた保育を実施し
た。

新規施設が開園
となり，障がい
児保育，延長保
育，病児保育の
実施事業者数が
増となる。引き
続き，多様な保
育サービスの受
け入れ体制を整
え，充足できる
よう努める。

評
価
妥
当

B b

提供している病後児保育施設サービ
スについて，利用者が増えない要因
の分析や，同種の事業所との交流を
進めて問題点を把握するなど，市と
しての役割を果たすことを期待す
る。保育士の男女比は，男性保育士
2.7%とのことであった。全国
（4.0%：厚生労働省（令和2年）
「保育の現場・職業の魅力向上検討
会 資料」）と似た傾向ではあるが，
全国的にそうだからといってそれで
よいということにはならない。保育
士という職種にはジェンダー（社会
的につくられた性別）の偏りがある
ことに目を向け，待遇など改善に向
けた施策に着手するなどしてほし
い。

令和
３

年度

２
・
３

B ｂ

通常保育，障がい児保育，
病後児保育，アレルギー除
去食の提供等の支援を行っ
た。
延長保育は，全ての保育施
設で実施している。
障がい児保育は，児童の状
態に応じた保育を実施し
た。

多様な保育サー
ビスの受け入れ
体制を整え充足
できるよう努め
る。

評
価
妥
当

Ｂ ｂ

働く父母のために，病児・病後児保
育が手厚くなったことは評価でき
る。以前から指摘しているとおり，
夜間保育の潜在的ニーズは確実にあ
るのではないか。ニーズ調査の実施
をあらためて強くお願いしたい。

令和
４

年度

２
・
３

B ｂ

通常保育，障がい児保育，
病後児保育，アレルギー除
去食の提供等の支援を行っ
た。
延長保育は，全ての保育施
設で実施している。
障がい児保育は，児童の状
態に応じた保育を実施し
た。

多様な保育サー
ビスの受け入れ
体制を整え充足
できるよう努め
る。

評
価
妥
当

B b

評価妥当ではあるが、現状維持でよ
いということではない。「多様な保
育サービス」としていま何が求めら
れているのか、実態を常に把握する
よう努めていただきたい。実際、
サービスが存在しないために、他の
方法で（例えば祖父・祖母、親戚等
に保育をお願いして）済ませている
という人がいるのも事実である。国
の指針に沿って計画をたてることは
重要であるが、市民に目を向けて
ニーズを拾いあげることも考えてほ
しい。他課と協力し、妊婦検診や乳
児検診時に妊婦や保護者にアンケー
トをとることなども容易に考えられ
る。柔軟な対応をお願いしたい。
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【事業番号　59　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
５

年度

２
・
３

B b

通常保育，障がい児保育，
病後児保育，アレルギー除
去食の提供等の支援を行っ
た。
延長保育は，全ての保育施
設で実施している。
障がい児保育は，児童の状
態に応じた保育を実施し
た。

多様な保育サー
ビスの受け入れ
体制を整え充足
できるよう努め
る。

評
価
妥
当

B ｂ

子どもたちと直接関わる保育士の質
の担保のためにも，今後は多様な
ニーズ，地域性に合わせた研修内容
を市としても企画・実施してほし
い。保育所の数や待機児童数などの
数値目標の達成だけにとどまらず，
多様な性やジェンダー観など男女共
同参画の視点に立った研修や，プラ
イベートゾーンについてなどの性教
育に関する研修も取り入れながら，
保育や保育士の質の担保に努めてい
ただきたい。
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【事業番号　63　】

基本的施策：（６）家庭生活における活動及び社会活動の両立支援に関する施策
施策の方向：　①保育サービスや子育て支援の充実を図る

【数値目標】

※各数値には，学童保育（事業番号70）による施設数・児童数も含む

【変更事項（変更した場合に記載】

第５章  地域で支え合い 健康で元気なまちづくり

第５節   環境の変化に対応した子育て支援の充実

項　目 内　容 理　由

事　業　名 放課後児童クラブの実施
総合計画

各種計画 子ども・子育て支援事業計画

事業推進課 子育て支援課

1 3 17関連する
SDGsの目標

事業の目的
児童に適切な遊びを与え，児童の健全な育成を行い，保護者の就労を拡大しつつ，
家庭内における性別役割分担や性別による偏りを解消する。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

放課後児童クラブ登
録者数

1,472
人

1,655
人

1,556
人

(94%)

1,655
人

1680
人

(101％
)

1,665
人

1,536
人

(92%)

1,665
人

1656人
(99％)

1,665
人

1696
人

(101%)

放課後児童クラブ施
設数

29箇所 31箇所
33箇所
(106%)

31箇所
33箇所
(106%)

35箇所
35箇所
(100％)

35箇所
35箇所
(100％)

34箇所
34箇所
(100%)

放課後児童クラブ年
間利用児童数（延
べ）

237,989人 240,000人
231,490人

(96%)
240,000人

217,788人

(90%)
240,000人

221,998人

(92%)
240,000人

234,016人

(97%)
240,000人

244,647人

(101%)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

放課後児
童クラブ
登録者数

令和３年度以降の目標値
（放課後児童クラブ登録
者数）

子ども・子育て支援事業
計画の確保量に修正を行
うため。

変更前: 1,695人
変更後: 1,665人

変更前: 1,695人
変更後: 1,665人

変更前: 1,695人
変更後: 1,665人

放課後児
童クラブ
施設数

令和３年度以降の目標値
（放課後児童クラブ施設
数）

古川第五小敷地内の２放
課後児童クラブを新設し
たため。

変更前:　31箇所　　
変更後:　35箇所　　

変更前:　31箇所　　
変更後:　35箇所　　

変更前:　31箇所　　
変更後:　35箇所　　

放課後児
童クラブ
年間利用
児童数
（延べ）

令和３年度以降の目標値
（放課後児童クラブ年間
利用児童数（延べ））

児童数の減少傾向から目
標値を令和２年度据え置
きとしたもの。

変更前: 
      245,000人
変更後:
      240,000人

変更前: 
      245,000人
変更後:
      240,000人

変更前:
      245,000人
変更後:
      240,000人

放課後児
童クラブ
施設数

令和5年度の目標値
（放課後児童クラブ施設
数）

令和5年3月31日限りで
学童保育運営団体1団体が
運営を中止したため。

変更前:　35箇所　　
変更後:　34箇所　　

事業概要
放課後に留守家庭となる児童を対象に，適切な遊びと生活の場を提供し，家庭にかわる安全
で安心な居場所として実施する。
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【事業番号　63　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度
2 B a

令和元年11月に子育て拠点
施設の整備が完了し，わか
ば放課後児童クラブの定員
拡大を実施することで，待
機児童を解消し，子どもを
預ける家庭の性別役割分担
の軽減を図った。

待機児童が発生
している古川第
五小の敷地内に
放課後児童クラ
ブ（サテライト
室）の整備を実
施し，子どもを
預ける家庭の性
別宅割分担の軽
減を図る。

評
価
妥
当

B a

児童クラブで子どもたちが時間を過
ごすにあたって，例えば必要のない
場面で男女別の集団統制をおこなっ
たり，ステレオタイプのジェンダー
を植え付けたりすることのないよ
う，まずは実態の把握に努めてほし
い。定員超過のため利用を控えた
り，自由来館せざるをえない子ども
たちが出ないようにしてほしい。

令和
２

年度
2 B a

古川第五小学校敷地内に放
課後児童クラブ（サテライ
ト室）新設により定員を拡
大し，待機児童の解消及び
子どもを預ける家庭の性別
役割分担の軽減を図るとと
もに，放課後児童クラブ等
の保育現場を訪問し，引き
続き実態の把握に努めた。

整備計画に基づ
く施設整備が完
了したことか
ら，利用ニーズ
動向を注視して
いくとともに，
施設実地確認を
引き続き実施
し，実態把握を
行う。

評
価
妥
当

Ｂ a

放課後児童クラブの場の提供により
待機児童を解消することに加え，そ
こで子どもたちが何を学びどのよう
な成長を遂げるか，またそこに子ど
もの安心・安全が確保されているか
ということに注視しながら，事業を
推進してほしい。

令和
３

年度
2 B a

先行委託施設である小学校
の敷地内の放課後児童クラ
ブ室の運営業務の契約更新
を実施し，引き続き児童の
安全・安心を確保し，質が
高く，安定した保育のため
の運営体制構築に努めた。

格差のない保育
サービス提供に
向けて，直営の
児童館・児童ク
ラブの運営業務
委託を実施し，
児童の健やかな
成長と安全・安
心が図られるよ
う引き続き現地
確認により担保
していく。

評
価
妥
当

Ｂ a

新型コロナウィルスの感染防止策が
安定的に実施されることに伴い，利
用者が戻ってきているということな
ので，引き続き事業を継続し，共働
きの保護者をサポートしてほしい。

令和
４

年度
2 B a

市が運営するすべての児童
館・放課後児童クラブの運
営について業者選定を実施
し，民間事業者のノウハウ
の活用を図り，質が高く，
安定した保育のための運営
体制構築に努めた。

全ての児童館・
放課後児童クラ
ブの民間委託が
完了したことか
ら，保育の質の
向上と履行確認
のため，現地確
認を実施し保育
の質を担保して
いく。

評
価
妥
当

B a

民間委託はサービスの向上にはなる
が、監査という運営上の観点だけで
はなく、市として、職員の質やサー
ビスの質についても把握するべきで
はないか。児童館職員の子供への接
し方や、子ども同士のコミュニケー
ションなど、児童館サービスは子の
成長に関わる部分が大きい。体験教
室などのイベントの充実の度合いが
各施設の運営に任されていると、地
域間のサービス格差につながること
も懸念される。地域性を大切にしな
がらも、市としてある程度標準的な
実施内容になるよう全体に目を配る
ことも必要ではないか。

令和
５

年度
2 B a

質の良い保育と安定的な指
導員の確保を目的に，すべ
ての児童館及び放課後児童
クラブの運営を民間委託で
実施し，引き続き，児童の
安全・安心を確保し，職員
の質やサービスの室を高
く，安定した保育のための
運営体制構築に務めた。

待機児童の解消
に取り組み，子
どもを預ける家
庭の負担を軽減
していく。

評
価
妥
当

B a

児童クラブ登録者数等の数値目標は
達成しているものの，子どもたちが
過ごす環境（活動内容や職員の質の
担保）が実態に即しているのかどう
か判断しかねる。エアコン設置や職
員の配置数などハード面の整備だけ
でなく，職員やサービスの質などソ
フト面も把握し，質を担保していく
ことを強く求める。
また，古川地域と他地域で児童数が
大きく違うので，その実態に合わせ
た活動方法や運営方法を引き続き検
討してほしい。
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【事業番号　63　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）
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【事業番号　67　】

基本的施策：（６）家庭生活における活動及び社会活動の両立支援に関する施策
施策の方向：　②子育てに関する相談体制の充実を図る

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第５章  地域で支え合い 健康で元気なまちづくり

第５節   環境の変化に対応した子育て支援の充実

項　目 内　容 理　由

事　業　名 子育て支援センターでの育児相談や情報提供
総合計画

各種計画 子ども・子育て支援事業計画

事業推進課 子育て支援課

4関連する
SDGsの目標

事業の目的
核家族化の進行等により，親の子育てに対する身体的・心理的負担が増大しており，育児不
安が少しでも解消され安心して子育てが出来るよう，また，子育てを楽しいと感じてもらえ
るよう支援を行う。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

①育児相談件数
（参考指標）

1,797
人

1,700
人

1.270
人

832人 877人
1,105

人

②センターだより
　発行回数

89回 85回
89回

(104%)
85回

89回
(104%)

89回
89回

(100％)
89回

88回
(99％)

89回
88回

(98％)

②サークル活動
　利用者数（延べ）

5,338
人

6,500
人

3,498
人

(54%)

6,500
人

1.070
人

(16%)

6,500
人

1,455
人

(22％)

6,500
人

1,931
人

(30％)

6,500
人

2,376
人

(36％)

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

②セン
ターだよ
り発行回
数

目標値設定の見直し・検討
3年連続，目標値が上回っ
ているため見直しを行った

変更前:　85回　　
変更後:　89回　　

変更前:　85回　　
変更後:　89回　　

変更前:　85回　　
変更後:　89回　　

事業概要

①各子育て支援センター（7地域）相談受付
　・電話，面接，訪問による随時対応（月～金，8：30～17：00）
　・関係機関との連携と情報共有
　・すくすくの日，母子通園事業（子育てわくわくランド）

②子育て親子の交流の場の提供
　・各支援センターだより（地域ごとの活動・予定を掲載）の発行
　・子育て一口メモの提供・掲載（子育てわくわくランド，市ウェブサイト，
　　タウン情報誌等）　　　　　　　
　・年齢別サークルの実施，サークル活動等への支援
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【事業番号　67　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度
2 B b

②のサークル活動利用者数
の減少の理由としては，地
域的に子どもの出生数が減
少傾向にあることと，0歳児
から保育所へ入所する子ど
もが多くなってきているこ
とが考えられる。年齢別や
合同サークルでは，親子が
楽しめる内容を工夫し，参
加者にも好評を得ている
が，地区サークルの参加者
数は年々減少しており，各
地区サークルの在り方の見
直しが必要と考えている。

参加者数が見込
めない地区サー
クルの回数を減
らし，合同サー
クルの開催を増
やし，今の親子
のニーズに合っ
た内容を工夫
し，母親のリフ
レッシュできる
内容等を取り入
れ，参加者の満
足度を上げてい
きたい。

評
価
妥
当

B b

行政として子育てサークルの活動を
活発化させなければならないという
ことが目的化しており，現状に合わ
ない施策を展開しているように見え
る。市民の自発的な自主サークルの
支援にもっと力を入れ，活動を支援
するための費用を予算化したり，情
報発信の具体的なサポートをおこな
うなど，実効性のある施策の展開を
望む。

令和
２

年度
2 Ｂ ｂ

令和2年度は，新型コロナ
ウィルスの影響もあり,人数
制限を設けての実施となっ
た。支援センターでは，年
齢別サークル，パパサーク
ル，ママサークル，異年齢
児サークルなど幅広い対象
のサークル活動を展開でき
た。各サークルとも人気が
高く,人数制限を上回るほど
の申し込みがあった。市内
の自主サークルにおいては,
サークルの紹介チラシを作
成し,館内や保健福祉セン
ターへの掲示のほか,市ウェ
ブサイトから自主サークル
のウェブサイトにアクセス
できるようリンクを貼って
周知できるようにした。ま
た,これまで同様,各自主サー
クルも活用できる，外部講
師を招いての講座を開催し
たり,自主サークル同士の交
流の場・会員同士の連携が
図れる場を設けてきたが,コ
ロナ禍により,自主的な制限
の中での実施となった。　　　　　　　　　　　　

各地域の在宅対
象となる親子が
減少傾向にある
中,支援セン
ターとしての役
割を再検討した
り,昨年同様,親
子のニーズに
合った内容を工
夫しながら計画
を立てている。
また，自主サー
クルの周知につ
いては,広報紙
の掲載や市ウェ
ブサイトを活用
している。自主
サークルの支援
については,子
育て講座などを
利用して,自主
サークルのPR
の場を設け,
サークル活動に
還元できるよう
にしていきた
い。

評
価
妥
当

Ｂ ｂ

コロナ禍で出産・子育てに不安を感
じる人，友人・知人と連絡がつかず
孤独な子育てに直面している人は多
数いるはずである。センター利用者
数が減り，育児相談の数も減ってい
る状況の中では，センターに足を運
んでもらうだけでなくアウトリーチ
型の子育て支援など新しい取り組み
を検討してほしい。
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【事業番号　67　】

令和
３

年度
2 Ｂ ａ

令和3年度においても，コロ
ナ禍での事業実施となっ
た。子育て支援センターの
役割として，育児を頑張っ
ている保護者や悩みを抱え
ている保護者に対して，コ
ロナ禍だからこそできる支
援を目指し取り組んでき
た。
つどいの広場や年齢別サー
クルでは，在宅の育児から
少し開放された気持ちに
なったり，同年齢のお子さ
んを持つ母親たちの交流の
場となったり，リピーター
の利用者も多々見られた。
そして父親向けのサークル
は人気が高い。
相談事業においては，来所
される方ばかりではなく，
電話での相談受付やセン
ターの利用が遠のいている
相談者へ連絡を取るなど，
きめ細やな対応を心掛け
た。また，拠点施設の立ち
上げと同時に健康推進課と
の連携も密になり，妊娠期
から切れ目のない支援に向
け，共通の事業を実施して
きている。

コロナ禍ではあ
るが，育児をし
ている方々が，
行ってみたい。
参加してみた
い。と思えるよ
うな支援セン
ター事業計画を
検討したり見直
しをし，令和4
年度は育児をし
ている保護者の
方々が来館しや
すいよう事業回
数を増やす予定
である。
コロナ対策の環
境を整え，より
多くの保護者の
支援につないで
いきたい。ま
た，これまでの
以上に健康推進
課や関係機関と
の連携強化を
図っていきた
い。

評
価
妥
当

Ｂ a

父親サークルや子育てセミナーが
年々充実している。また，子育て包
括支援センター拠点施設（わいわい
キッズおおさき）が整備されたこと
により，関係課との連携が一層図ら
れ，妊娠期から出産・育児期の支援
体制が整ってきたこともまた，評価
できる。引き続き子育てがしやすい
環境づくりに取り組んでいただきた
い。

令和
４

年度
2 B a

支援センターでの役割をコ
ロナ禍でも果たせるよう，
支援センターの利用時間の
拡大やわくわくランドの土
日，祝日の利用など，コロ
ナ禍前に近い状況での支援
や子育てがしやすい環境づ
くりを目指し取り組んでき
た。
平日は母親の利用者がほと
んどだが，土日祝日は父親
の利用者が多く、父親の育
児参加が伺え，母親の育児
負担軽減にもつながってい
ようだ。また，サークルで
は継続して参加したりつど
いの広場が交流の場となる
様子も伺え，孤育てになら
ないよう安心し子育てがで
きるよう働きかけてきた。
相談事業においては，来館
時や電話相談などできめ細
かい対応ができるよう，関
係機関と連携を取り利用者
の方の相談や情報提供に進
めてきた。また，健康推進
課との連携事業が深まるこ
とで参加者の利用が増加
し，特に父親の育児参加率
が高まっている。　

利用についての
制限がなくなる
ことで利用者の
増加が考えられ
るので，より来
館したいと思え
るような環境づ
くりやサークル
活動を計画して
いる。
相談内容も複雑
になってきてい
るので，関係機
関との連携を密
にし，内容に
よっては具体的
な情報の提供を
心掛け安心して
子育てができる
ようにしていき
たい。
健康推進課との
新しい事業が始
まることで，こ
れまで以上に妊
娠期から関わり
をもち進めてい
きたい。

評
価
訂
正

A a

健康推進課との連携協力による、妊
婦を対象とした新事業の実施は高く
評価できる。広報の仕方を工夫し、
対象となる人に確実に情報が行き届
くと良い。わくわくランドだけでな
く、各地域の子育て支援センターの
利用にもつながることを期待する。
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【事業番号　67　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
５

年度
2 B a

時間や人数の利用制限がな
くなったことで，休日は家
族で利用し子どもの成長を
共に感じ喜び合ったり考え
あったりするなど，協力し
合いながら子育てをしてい
る様子が伺えている。ま
た，父親だけでなく祖父母
の来館者数も増加，母親の
育児軽減にもつながってい
るようだ。
自由来館や育児サークルを
通して孤育てにならないよ
うな場や安心して子育てが
できるよう，相談に応じな
がら継続した関わりや見守
り，保健師や助産師，栄養
士の相談日を設け，きめ細
かい対応を心掛けてきた。
少子化や早期入園により，
各地域で在宅し子育てして
いる母親が減少している。
また，地域支援センター利
用等の課題から，各地域支
援センターとわくわくラン
ドの合同サークルや育児講
座を実施したことで，支援
センターの利用者増加につ
ながることができた。
健康推進課事業のパパママ
講座や妊娠8ヶ月面談の施設
見学や事業説明の中で，施
設利用や父親の育児参加に
ついてなど具体的な例をあ
げながら伝えることで，妊
娠期から夫婦間で出産後の
支援センター利用をイメー
ジし，事業参加者の利用増
加が見られている。

地域子育て支援
センターとわく
わくランドの合
同事業数を増や
し，地域子育て
支援センターが
利用しやすい場
の一つとなるよ
うな活動の計画
をしている。ま
た，活動後に利
用者増につなが
るよう連携を
図ったり，子育
てアプリを使用
した周知に努め
ていく。
利用者の悩みや
不安は子どもの
年齢や環境によ
り変化してきて
いるので，関係
機関と連携を密
にとりながら，
情報提供を行い
安心して子育て
ができるように
していきたい。

評
価
訂
正

A a

わくわくランドと他地域の子育てセ
ンターとの連携（合同サークル，育
児講座）を行うことで，利用者の増
加につなげることができたとのこと
なので，今度もぜひこの連携を継続
していただきたい。
専門家による相談日を設けるなど，
相談しやすい環境づくりや来館しや
すい工夫をしている点も評価でき
る。
少子化や働く母親の増加など，子育
てに関する社会環境は年々変化して
いると言える。今後も地域の子育て
世代のニーズに合わせた支援方法を
続けていくことを期待する。
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【事業番号　79　】

基本的施策：（７）男女共同参画の推進に関する調査及び研究
施策の方向：　②男女共同参画推進基本計画の推進を図る

【数値目標】

【変更事項（変更した場合に記載）】

第1章　市民が主役 協働のまちづくり

第2節　男女が共に担うまちづくり

項　目 内　容 理　由

事　業　名 男女共同参画プロジェクトの推進
総合計画

各種計画

事業推進課 男女共同参画推進室

関連する
SDGsの目標

事業の目的
男女共同参画の視点から，社会情勢の変化に対応し，関係機関と連携しながら新たな行政
需要の解決を図る。

平成
30年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

項目 実績 目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

目標値 実績
(達成度)

男女共同参画推進プ
ロジェクトによる主
な事業実施回数

4回 3回
5回

(166%)
4回

6回
(150%)

4回
4回

(100%)
5回

5回
(100%)

5回
2回

(40%)

プロジェクト会議の
開催回数
（参考数値）

2回 6回 6回 4回 3回 0回

中間年で見直しを行った項目・内容・理由
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業概要

プロジェクト・チームを設置し，関係課の連携のもとで具体的な実践項目の調査・研究及
び企画・立案を行い，事業を実践する。
　【生命を守るプロジェクト（継続プロジェクト）】
　　　事業番号14「中高生を対象としたデートDV予防学習会」を中心に，学校教育課，
　　健康推進課，各小中学校と連携しながら展開をしていく。
　【宝をつなぐプロジェクト（新規プロジェクト）】
　　　男女共同参画推進に関する新規事業を，おおむね1～2年の期間で調査・研究から
　　実践までを行い，その後内容を見直しながら取り組んでいく。
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【事業番号　79　】

【全体評価】

担当課評価 審議会評価

配
慮
し
た
項
目

達
成
度

進
捗
状
況

事業実施結果または実績 次年度へ向けて

評
価
検
証

事
業
評
価

進
捗
状
況

コメント

令和
元

年度

1
・
２
・
3
・
4
・
5

A ａ

【生命を守るプロジェク
ト】市内事業所管理職等を
対象としたリプロ研修会，
中高生を対象としたデート
DV予防学習会を開催。リプ
ロの普及啓発として，チラ
シを作成し成人式にて新成
人に配布，ポスターを作成
し市内ドラッグストア等へ
掲示依頼した。
【宝をつなぐプロジェク
ト】庁内推進委員会委員に
よるワーク・ライフ・バラ
ンスに関するワークショッ
プを開催した。

二つのそれぞれ
のプロジェクト
について，関係
課連携のもとで
プロジェクト
チームにて企
画・立案し実践
につなげてい
く。市役所若
手・中堅職員を
対象にワーク・
ライフ・バラン
スに関する意見
交換会を開催す
る。

評
価
訂
正

A ｂ

【生命を守るプロジェクト】は
PTAや地域の人々を巻き込んだ啓
発と理解の促進が必要である。人権
啓発のビデオは法務省等で作成した
ものがインターネット上で無料配信
されており気軽に視聴できるので，
積極的に活用してはどうか。
【宝をつなぐプロジェクト】は庁内
職員の意識啓発がこのプロジェクト
の目的ではなかったはずである。プ
ロジェクトの趣旨をもう一度確認
し，事業内容を根本から見直してほ
しい。

令和
２

年度

1
・
２
・
3
・
4
・
5

A ｂ

【生命を守るプロジェク
ト】リプロ啓発のための
リーフレットを作成し，男
女共同参画セミナーで配布
した。また，ポスターを作
成し市管理の公衆トイレ等
に掲示した。
【宝をつなぐプロジェク
ト】ワーク・ライフ・バラ
ンスに関して，入庁から5
年程度の職員を対象とした
ワークショップを開催し，
提案された意見を今後の職
場環境整備及び職員育成に
反映させさた。

作成したリプロ
のリーフレット
配布対象者とポ
スター設置箇所
の拡大を図る。
ワーク・ライ
フ・バランスに
関する取組みを
継続しつつ，市
民を対象とした
プロジェクトに
取り組むことと
する。

評
価
訂
正

Ｂ ｂ

【生命を守るプロジェクト】につい
ては，事業の継続をお願いしたい。
【宝をつなぐプロジェクト】は，令
和5年度に向けて計画的に事業を実
施してほしい。このプロジェクトの
趣旨は地域の「宝」をつなげること
にある。市民を巻き込んだプロジェ
クトの実現に期待する。

令和
３

年度

1
・
２
・
3
・
4
・
5

Ｂ ｂ

【生命を守るプロジェク
ト】既存事業は継続してい
る。幼児・小学生への生命
の安全教育のための保護者
向け啓発チラシ内容・デザ
インを検討した。
【宝をつなぐプロジェク
ト】ワークライフバランス
における取り組みの機運を
高めるためのツールづくり
に取り組んだ。命題である
地域や人財を活かした取組
み・イベント等の企画や進
め方について検討を行って
いる。

幼児・小学生と
保護者を対象と
した生命の安全
教育のための教
材や講師による
啓発方法につい
て検討する。男
女共同参画を啓
発するための地
域との連携によ
るイベント実施
に向けた企画を
検討する。

評
価
妥
当

Ｂ ｂ

【生命を守るプロジェクト】は事業
の継続をお願いしたい。
【宝をつなぐプロジェクト】はいま
だ庁内での検討にとどまっており，
市民に知られていない現状がある。
男女共同参画について考えてもらう
ためにも，もっと市民を巻き込ん
で，具体的な事業に着手してほし
い。

令和
４

年度

1
・
２
・
3
・
4
・
5

B ｂ

【生命を守るプロジェク
ト】既存事業は継続してい
る。リプロ啓発用リーフ
レット・ポスター改訂に取
り組んだ。
【宝をつなぐプロジェク
ト】地域や人財を活かした
取組み・イベント等の企画
や進め方について協議し
た。

生命を守るプロ
ジェクトの継
続，宝をつなぐ
プロジェクト
は，新庁舎や地
域交流センター
を拠点としたイ
ベントの実施を
検討する。

評
価
妥
当

B ｂ

【生命を守るプロジェクト】はリー
フレット改訂や講座等の開催など活
動できており評価できる。今後は中
高生だけでなく、乳幼児や小学生対
象の学習会や保護者に向けての啓発
もぜひ検討していただきたい。
【宝をつなぐプロジェクト】につい
ては、第4次基本計画に向けてプロ
ジェクトの根本的見直しを強く求め
る。
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【事業番号　79　】

配慮した項目　１企画や立案段階で，男女共に参画するまたは意見を聞くことに努めたか。
　　　　　　　２男女共に利用しやすい環境とする配慮に努めたか。（情報提供方法，日時や場所等）
　　　　　　　３事業対象者また参加者の現状把握に努めたか。（男女別，年齢制，職種別等）
　　　　　　　４男女共同参画推進のため，他の部署や国・県，他市との連携に努めたか。
　　　　　　　５一層の充実を目指して，意欲的な取組みに努めたか。
達成度　　　　A実施できた（１００％以上）　Bある程度実施できた（７０％以上）　Cほとんど実施できなかった
事業評価　　　A実施できた　Bある程度実施できた　Cほとんど実施できなかった
進捗状況　　　a進んだ　　ｂ現状維持　ｃ全く進んでいない（後退した）

令和
５

年度

1
・
2
・
3
・
5

C ｃ

【生命を守るプロジェク
ト】既存事業を継続実施し
た。
【宝をつなぐプロジェク
ト】令和4年度に事業の企
画が行われたが，当推進室
事業として実施する事業で
あるか，各課との連携が図
れるか等の課題があり，実
施に至らなかった。

両プロジェクト
を第4次基本計
画へ継承し，事
業の企画・立案
を行い実践につ
なげていく。

評
価
訂
正

C ｂ

継続プロジェクトである「生命を守
るプロジェクト」は中学生へのデー
トDV防止の学習会を行ったり，性
教育セミナーを開催するなど計画通
りに遂行している点が評価できる。
「宝をつなぐプロジェクト」は，
「宝」を指すものの範囲が広いた
め，男女共同参画の視点でプロジェ
クトを進めていくことが難しいよう
であった。男女共同参画の視点で考
えうる企画を男女共同参画推進室が
主体的に提案して，他の課とも協力
を仰ぎながら進めていくことが必要
ではないか。
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【事業番号　79　】
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４ 大崎市男女共同参画推進審議会の意見

写
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第１０期大崎市男女共同参画推進審議会委員名簿

（敬称略）

任期：令和６年４月１日から令和８年３月３１日まで

所 属 等 氏 名 備 考

１ 公 募 大友 孝美
おおとも た か み 市民代表

（第１号委員）

２ 公 募 山谷 真子
や ま や ま こ 市民代表

（第１号委員）

３ 公 募 大平 雅弘
おおひら まさひろ 市民代表

（第１号委員）

４ 古川まちづくり協議会 會田 征子
あ い た ま さ こ 市民代表

（第１号委員）

５ 松山まちづくり協議会 小笠原 智世
おがさわら と も よ 市民代表

（第１号委員）

６ 三本木まちづくり協議会 本田 恭子
ほ ん だ きょうこ 市民代表

（第１号委員）

７ 鹿島台まちづくり協議会 鈴木 美惠子
す ず き み え こ 市民代表

（第１号委員）

８ 岩出山まちづくり協議会 氏家 美津枝
うじいえ み つ え 市民代表

（第１号委員）

９ 鳴子まちづくり協議会 遊佐 翔
ゆ さ しょう 市民代表

（第１号委員）

１０ 田尻まちづくり協議会 高橋 のぞみ
たかはし 市民代表

（第１号委員）

１１
大崎市立小・中学校校長会

（大崎市立田尻中学校） 三浦 美紀
み う ら み き 各種団体代表

（第２号委員）

１２
おおさき産業推進機構

（東北電力ネットワーク株式会社

古川電力センター所長代理）
佐藤 芳宏
さ と う よしひろ 各種団体代表

（第２号委員）

１３
大崎市地域婦人団体連絡協議会

（三本木婦人会） 加藤 牧子
か と う ま き こ 各種団体代表

（第２号委員）

１４
東北学院大学地域総合学部

地域コミュニティ学科 教授 菅原 真枝
すがわら さな え 学識経験者

（第３号委員）

１５
大崎市社会福祉協議会

総務企画課係長 村田 典子
む ら た の り こ 学識経験者

（第３号委員）
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令和５年度大崎市男女共同参画の推進に関する施策の

実施状況の事業評価について（答申）
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１ 第３次大崎市男女共同参画推進基本計画アクションプランの事業評価・進

捗に係る所見

本審議会は，標記対象事業に対して市が諮問した事業評価及び進捗状況につ

いて審議し，以下のような結論に達した。

なお，アクションプランについては，必要に応じてコメントまたは意見を付

すものとした。

（１）結論の概要

事業評価・進捗状況判断につき，それを妥当と判断するもの……２０事業

事業評価・進捗状況判断につき，それを変更すべきと考えるもの…７事業

（２）今後の施策のあり方について

新型コロナウイルス感染症の位置付けが「５類感染症」となったことに

伴い，令和５年度に実施された市の男女共同参画に関わる各事業はコロナ前

とほぼ同様の実施内容へと回復し，一定の成果をあげているように見える。

大崎市男女共同参画推進基本条例に示されている「一人ひとりが一人の

人間として大切にされる社会」の実現を目指して，「年齢や性別の違い，病

気や障がいの有無，社会的立場に関わりなく，すべての市民が安心して豊か

に生きるための総合的な施策」が展開されたことについて，まずは高く評価

したい。

令和５年度の事業評価を検証するにあたり，審議会で共通の意見として挙

がったのは次の３点である。

第一に，男女共同参画の考え方がいまだに市職員そして市民全体に浸透し

ているとは言い難いということである。

例えば，大崎市の審議会等委員の女性登用率は，目標値４０％に対して

２７％にとどまっており，５年前の令和元年度の２８％と比べてほぼ変わっ

ていない。これは，他市町村と比較すると下位のグループに位置しており，

女性登用が進んでいるとは言えない状況にある。女性委員数が０名の審議会

が複数存在することが，その要因の一つとなっているようにも思われる。

また，職場や学校に比べると地域のコミュニティほど，性別役割分担意識

が根強く残っている傾向も指摘できる。例えば，区長は男性がなるのが当然

で，健康推進委員には女性を割り当てるといった風潮である。

こうしたジェンダーの偏りは，是正していかなければならない。そのため

には，男女共同参画について意識し，これまで当たり前に行ってきた地域的

な慣習も，ときには見直すような視点を持つことが必要になる。
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そのためにも，市職員ならびに市民に対する男女共同参画についての理

解・啓発の事業をこれからも絶え間なく続けていただきたい。

第二に，とりわけ大崎市の未来を担う子どもたちに，男女共同参画の考え

方を根付かせることの重要性である。

子どもたちが幼少期からジェンダーや命の大切さに関する正しい理解を持

つこと，そして，それらの世代に係る保育士や児童館・児童クラブの職員，

学校教員，そして保護者らが男女共同参画の重要性を理解していることは，

男女を問わず人々が互いに支えあう社会を築く基礎となると考えられる。

成長の早期の段階から性別にとらわれない価値観や行動様式を育み，個々

の個性や能力を尊重する姿勢を身に付けるためには，まずは，大人側の意識

改革が求められる。

子どもたちが性別に関係なく，自分の夢や目標を自由に描けるよう，教育

する大人側が男女共同参画への理解を深めることが，現代社会においてはと

りわけ重要である。

そのために，例えば，大崎市独自の取り組みとして，保育士や児童館・児

童クラブの職員等を対象とする研修を実施し，ジェンダーの視点を取り入れ

た保育や学びの支援を行えるようサポートしたり，研修の成果を共有し職員

同士が学び合う場を提供することも効果的であると考えられる。

子どもたちに対して，男女問わず様々な職業や役割に就く人々のロールモ

デルを浸透させることも効果的であろう。このためには，企業を始めとする

民間事業者に対する意識啓発も必要となってくる。子どもたちが性別に縛ら

れない自由な選択肢を享受できるよう，その成長を支える側の社会環境を意

識的に整えていく市独自の取り組みを強く期待したい。

第三に，「宝をつなぐプロジェクト」が実現できなかったことに対して

は，審議会としては懐疑的で批判的な態度を表明せざるをえない。

第３次大崎市男女共同参画推進基本計画において，本プロジェクトがほと

んど前進を見なかったことは甚だ遺憾である。

「宝」の解釈は多種多様であるが，計画期間の５年間に大崎市に存在する

たくさんの「宝」を発掘し男女共同参画の推進につなげていくことは，審議

会としてはさほど困難だとは感じられなかった。

しかし，男女共同参画推進室を中心とする庁内推進委員会において，その

趣旨を理解し具体的な事業へと展開する企画力や，複数の課が連携する柔軟

性が見られず，事業が実行されなかった。

第４次基本計画においては，このプロジェクトの原点に立ち返り，具体的

な事業の確実な実行を強く求める。

以上の３点が，今後の施策のあり方に対する審議会の共通認識である。繰
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り返しになるが，大崎市における男女共同参画の推進のためには，市民一人

ひとりが男女共同参画に関する正しい知識を持ち，様々な場所や機会でその

理念を反映させていくことが重要である。

家庭，学校，職場，地域が一丸となって，男女共同参画の必要性やそのメ

リットを共有できるよう，市としてできる限りの施策を展開していただける

よう望んでいる。

ＳＮＳやウェブサイトでの情報発信，オンライン講座や利用しやすい相談

窓口の提供など，工夫次第では男女共同参画の推進を大きく前進させること

も可能な時代である。市民が互いにその人間性を認めあい，尊重しあえるよ

うなウェルビーイングな大崎市の実現に向けて，今後さらなる総合的な施策

が展開されていくことに大いに期待したい。
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２ 基本的施策に係る総合所見

基本的施策① 市民及び事業者の理解を深めるための施策

昨年度の所見でも述べたように，市民の力の活用はまだまだ道半ばであり，

審議会の意見も実行されているとは言い難い状況である。第４次基本計画で

は，ぜひとも市民の力を活用できる状況を作っていただきたい。

男女共同参画社会の推進は，何より啓発活動が重要であり，新しい発信方法

も模索はされているが，入り口の難しさは否めない。あらゆる場において発信

することを心がけて継続することが必要であると考える。

基本的施策② 学校教育及び社会教育において理解を深めるための施策

私たちが望む「一人ひとりが一人の人間として大切にされる社会」の実現の

ためには，次世代を担う子どもたちにどのような教育を受けさせるかが重要に

なる。この点において，小学生を対象とした生命の安全教室や，中学生を対象

としたデートＤＶ予防学習会が市内全校の小・中学校で開催されていることは

高く評価したい。

一方，家庭教育力の低下や愛着形成不足，保護者の道徳への意識の変化が懸

念されている。その影響として，幼稚園・保育所を含む学校教育の現場に頼る

場面が多くなっており，先生方の負担は計り知れない。このような中で子ども

たちを健やかに育てるためには，学校・家庭・地域とそれに関わる人々が連携

し，共通の認識を持って一体となり，男女共同参画を学ぶ機会を提供すること

が重要である。多様な人々との共存に必要な「互いを認める心」を育むため

に，年代に応じた人権や生命についての学習機会の提供を繰り返し行っていた

だきたい。さらに，教職員においても男女共同参画意識を向上させる取組みに

も期待したい。

基本的施策③ 性別による人権侵害に対する自立支援に関する施策

男女共同参画に関連する市民からの相談（配偶者からの身体的・精神的暴

力，ハラスメント，高齢者虐待，児童虐待，性別に基づく差別的な扱い，ひと

り親世帯の就労や生活に関すること等）の受け入れと解決のためには，庁内関

係部署の連携は必要不可欠である。近年はネットワーク会議や担当者会議等に

より，その実質的な連携が実現されていることは高く評価できる。

その一方で，市民の目からはそうした横の連携が行われていることが見えづ

らい。各課がそれぞれに相談窓口を設置しているということも，市民にとって

は市の相談体制の全体像が見えない要因となっているように思われる。市民が

安心して相談できる体制が整っているのであれば，そのことを市民にわかるよ

うに示す必要がある。男女共同参画に関する困りごとを広くインテイクできる

よう窓口を一本化し，市ウェブサイトのトップページに表示したり，市公式Ｓ
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ＮＳを活用して情報提供するなど，市民が相談しやすい仕掛けづくりを改めて

検討していただきたい。

基本的施策④ 生涯に及ぶ性と生殖に関する健康と権利の保障に関する施策

小学生に対し「生命の安全教育」，中学生に対し「デートＤＶ予防学習会」が

実施されており，「性と生殖に関する健康と権利（セクシュアル・リプロダクテ

ィブ・ヘルス／ライツ）」（以下リプロ）の理解促進が図られている。リプロ

は，女性だけでなく男性にも必要な知識であり，互いが対等な関係を育むため

に必要である。この権利は年齢や性別，障がいの有無，国籍等に関わらず，全

ての人に保障されなければならない。そのため，初潮を迎えた小学校低・中学

年を対象に男女で生理の知識や生理用品について学ぶ機会や，更年期を迎える

夫婦が一緒に更年期について学べる機会が必要と考える。また，集団検診時に

パネルなどでリプロについての展示を行い，リプロを周知する方法もあるの

で，さまざまな方法で対象者がリプロに関する知識を得る機会を作っていただ

きたい。

基本的施策⑤ 就業分野における男女共同参画の推進に関する施策

企業等に対する啓発活動は，最も難しい課題であると捉えているが，この課

題を解決できるような施策を望んでいる。「ワーク・ライフ・バランス」のと

れた働き方の必要性を訴え続けることが，市民の労働を守ることにつながって

いくこととなる。まずは，庁内の働き方改革を充実させ，企業の目標となるべ

く「ワーク・ライフ・バランス」のとれた職場づくりを推進していただきた

い。

基本的施策⑥ 家庭生活における活動及び社会活動の両立支援に関する施策

保育サービスの提供や放課後児童クラブの実施は，子どもを育てる親にとっ

てなくてはならないものである。子どもたちが１日のうちの多くの時間を保育

所や児童クラブで過ごすことを考えると，保育士や支援員のジェンダー意識は

子どもたちに大きな影響を及ぼすと推察される。現役の保育士や支援員を対象

として，すでに県レベルで行われている研修プログラムに加え，市としても，

男女共同参画の視点を学ぶような機会を提供する体制を是非とも構築していた

だきたい。保育所や児童館の整備といったハード面のみならず，いかなる質の

保育サービスが提供されているかに目を向けた施策を展開していただきたい。

基本的施策⑦ 男女共同参画の推進に関する調査及び研究

男女共同参画の推進にあたり，庁内推進本部での協議や各課との連絡・調

整，審議会の開催やその取りまとめ等，第３次基本計画の進行管理を最終年度

においても円滑に進めていただいたことに心より感謝する。
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一方で，男女共同参画プロジェクトのうち「宝をつなぐプロジェクト」につ

いて全く進展が見られなかった。他課の協力あるいは市民の力を借りるなどし

て実現可能なものから着手していただき，プロジェクトの実現に至ってほしか

ったが，５年経っても企画・立案にさえ至らなかったことは大変遺憾である。

今後，男女共同参画の視点で考えうる企画を男女共同参画推進室が主体的に提

案して，他の課にも協力を仰ぎながら，具体的な施策を展開していただきた

い。
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